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５月３１日に内閣府から公表された３０ページほどの小冊

子「食育ガイド」（http:／／www８.cao.go.jp／syokuiku／data／

index.html）は全国の食育に“新しい風”を吹き込んで

いる．とりわけ，表紙最上段からの呼びかけ“できるこ

とから始めよう！”，トップ２ページ一面に描かれた“食
わ

育の環”，全体を通して試みられる“生涯を通した食育”，

そして食べる行動だけでなく食行動全体に視野を広げた

“共「食」”が新鮮だ．“新しい風”と呼んだのは，これ

らはすでに食育の方向や概念として公表され，その具体

化の必要性が強調されてきているにもかかわらず，全国

的に活用される“教材”に反映されることは少なかった

からだ．

１９６０年代後半から，栄養（素摂取中心）指導から食行

動や食環境とのかかわりを重視する「食生態学」を提唱

し，それを基礎にした「食教育学」への脱皮を，また摂

取食物中心の食事評価から共食・孤食等「食行動面を含

む食事評価」を学習ゴール設定や評価に活用することを

提唱し，プログラムや教材開発をすすめてきた筆者らに

とって，この“新しい風”はさわやかで，うれしい．
わ

上記の“食育の環”を例にすると，食育基本法（平成

１７年施行）では，その前文で，カギ括弧つきの「食」を

用い，食育の対象領域の広さや関連の深さを強調してい

る．「食」は重要，「食」に関する知識，「食」を選択す

る力，国民一人一人の「食」，「食」に関する情報，「食」

をめぐる環境の変化，「食」に関する消費者と生産者の

信頼関係，「食」の海外への依存，日本の「食」が失わ

れる危機，「食」の安全の確保等１６か所に及んでいる．

これは食育の視野が生産・流通から食事を食べる，栄

養・健康づくり，生きる力の形成，家族や地域づくり，

そしてこれらの力で次の生産活動や生活をすすめるとい

う循環性をとらえ，その視点で「食」育をすすめること

の必要性や重要性を強調している．「食」は栄養・健康

面だけでなく，心面や文化・社会・環境面等を包括する

ことや，個人から国際・地球サイズで考え，実践するこ

との必要性を提起している．食育基本法は全国各地，行

政・各種団体や組織の食育推進計画設定，関連する法律

や規程改正に直接的な影響を及ぼしている．教育分野で

は，２００８年改訂学習指導要領では食育推進が“総則”に

謳われ，学校教育活動全体で行うことが示された．

しかし，具体的な教材では，これら「食」や「食」育

の全体像を表現されることは少なく，従来通り，食の各

パーツを深めたり，体験学習等でつながりを“実感する”

に留まっている場合が少なくない．

「食」の全体像について，「食育ガイド」では２ページ
わ

に「食育の環」と名付け，わかりやすい図で示している．

“人間と食物と環境の関係”を俯瞰する図と，ライフス

テージのつながりを重視する“生涯にわたる食の営みの

図”を組み合わせて，ページ一杯に描いている．食育の

ゴールは環がうまく循環することであり，そのためには

各パーツがしかるべき内容と水準で充実していかなけれ

ばならない，という位置づけである．この環の中のどこ

でもよいので，それぞれが“できることから始めよう”

と個性や強みを前面に出した実践を促している．

さて，ダイナミックな「食」育については関連する多

様な連携が必要になるが，その拠点としての学校の役割

に期待する．学校は栄養教諭はもとより，多様な専門分

野の教員たちが教育目標を共有し，各分担を活かした有

機的な連携を進めることが出来る人材プールでもある．
わ

上記「食育の環」の各パーツを学んだ上質の人的資源や

社会資源の宝庫といえる．とりわけ，学校保健関係者は

前述の理念や実践スキルの方法に注目し，具体的な取り

組みをしている先達が多い．昨年名古屋で開催された学

会のシンポジュウム“生涯を通した生きる力を育てる学

校保健”，“ポジティブな心の働きを育てる学校保健”，

東日本大震災からの学びで強調された“環境変化とのか

かわりを……”等がそのシンボリックな例である．（こ

の時に栄養教諭の「食」育の担い手としての資質が問わ

れることは言うまでもない）

一方で，食行動は全児童生徒が，日常的に１日に３回

以上，家族や地域とのかかわりを深く持ちながら，繰り

返し行っているので，行動変容を促すチャンス，意図や

自己効力感が高まったときに行動に移すチャンスの頻度

が高い．また，行動の対象物が食物なのでゴールや評価

指標を数量化しやすい特徴も持つ．その上，食物は生物

であり，自然・文化・社会環境等と密接な関係を持つの

で，環境変化とのかかわりが大きく多様である．人間生

活と環境との共生，生活の質と環境の質のより良い共生

のあり方を学びあい，実践し，評価する力を育む身近で

優れた教材と考える．「食育ガイド」の公表を機に「食」

育と学校保健がもっと積極的な融合や連携へのシフトを

願う．

（名古屋学芸大学健康・栄養研究所長）

新生「食育ガイド」と学校保健

足 立 己 幸

Newly Introduced“A Guide to Shokuiku”and School Health

Miyuki Adachi
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�．緒 言

交通安全，喫煙，飲酒，性行動，食行動，身体活動に

関連した青少年の危険行動は，疾病や死亡の直接的・間

接的な原因となる点，危険行動の多くが青少年期にはじ

まり，大人になるにしたがって定着・悪化する点で，そ

の背景となる要因を把握することが健康教育にとって重

要な課題とされる．米国では疾病管理・予防センター

（CDC：Centers for Disease Control and Prevention）

によって，青少年を対象にした全米調査（Youth Risk

Behavior Surveillance：YRBS）が実施されており，危

険行動の背景や行動間の関連を把握し，防止するための

教育に活かしている１）．YRBSでは，危険行動を喫煙，

飲酒，薬物乱用，交通安全上の行動，性的行動，不適切

な食行動，運動不足，暴力，自傷行為に分類して包括的

に捉えているが，我が国では特定の危険行動に焦点をあ

てた調査は行われているものの危険行動を包括的に把握

する調査は緒についたばかりである．その中でも，野津

ら２）は２００１年に全国の高校生を対象に危険行動の実態調

査を行っており，危険行動の出現には男女差が見られ，

危険行動は男子あるいは女子のどちらか一方に偏るので

はなく，行動によって異なることを報告している．特に，

男子では喫煙，飲酒，暴力等が，女子ではダイエット，

性行動，自傷行動等が特徴的である．

これらと関係して，健康にとって望ましい生活を送る

には，良好な人間関係の維持が極めて重要である３）．例

えば，喫煙や薬物の害を身体のメカニズムと医学的デー

タから得られた知見から如何にわかりやすく理解させた

対人葛藤場面での断り行動に対する自己効力感と社会的
スキル及びアサーティブな態度，ユーモア対処との関わり

山 田 浩 平＊１，朝 野 聡＊２，物 部 博 文＊３

＊１愛知教育大学教育学部
＊２杏林大学保健学部

＊３横浜国立大学教育人間科学部

A Study on the Relationships among Self-Efficacy, Social Skills,
Assertive Communication Skill, and Coping Humor in Interpersonal Conflict

Kohei Yamada＊１ Satoshi Asano＊２ Hirobumi Monobe＊３

＊１Faculty of Education, Aichi University of Education
＊２Faculty of Health Sciences, Kyorin University

＊３College of Education and Human Sciences, Yokohama National University

This paper examines the relationship between self-efficacy and social skills, assertiveness and the coping

humor, in four situations of interpersonal conflicts（e.g. smoking, drinking, dieting and preventing pregnancy）.

The subjects were５０１university students and the questionnaire was anonymous.

The analyses of the results are as follows:

１）For both men and women, self-efficacy was the highest when rejecting the offer to smoke while it was

the lowest when refusing the offer to dieting. In case of the latter, self-efficacy was higher among men than

women. In situations of preventing pregnancy and rejecting the offer to smoke, self-efficacy was higher

among women. There was a significant difference in self-efficacy between men and women.

２）For both men and women, assertiveness was most strongly related to self-efficacy in the four situations

of interpersonal conflicts. Based on further analysis（multiple linear regression analysis）of its lower factors

“formation of relation factor”and“persuasive negotiation factor,”a stronger connection with self-efficacy

existed with“persuasive negotiation factor”and a negative relationship existed with“formation of relation

factor.”

It can be concluded from the above that when trying to fully express one’s self in situations of interper-

sonal conflicts（e.g. drinking and smoking）, it is important to strengthen skills of assertiveness, especially the

ones related to“persuasive negotiation factor.”

Key words：social skills, assertiveness, coping humor, self-efficacy

社会的スキル，アサーティブな態度，ユーモア対処，自己効力感

原 著
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としても，思春期特有の「友人との人間関係」を重視す

る時期においては，友人関係が壊れることを恐れるあま

り，友人からの圧力（ピアプレッシャー），つまりは誘

いを断れずに健康にとって不適切な行動選択をしてしま

いがちである．このような事例に対応するため，良好な

人間関係の維持には，個人資源としての社会的スキルや

アサーティブな態度が主要な因子として関与すると考え

られている４－７）．社会的スキルとは「対人場面において，

個人が相手の反応を解読し，それに応じて対人目標と対

人反応を決定し，感情を統制した上で対人反応を実行す

るまでの循環的な過程」と定義されており４），対人関係

を円滑に運ぶために相手とやり取りをする能力である．

また，社会的スキルはGoldsteinら８）によって６種類〔１．

初歩的なスキル（Beginning skills），２．高度のスキル

（Advanced），３．感情処理のスキル（Dealing with

feelings），４．攻撃に代るスキル（Alternatives to ag-

gression），５．ストレスを処理するスキル（Dealing

with stress），６．計画のスキル（Planning）〕に分類さ

れている．

その一方でアサーティブな態度とは，「自分の気持ち，

考え，信念などを正直に，率直にその場にふさわしい方

法で表現し，相手も同じように発言することを奨励しよ

うとする態度」と定義されており５），主に自分の気持ち

や意見を相手に上手に伝えるといった自己主張を円滑に

行うために役立つスキルともいえる．つまりは，社会的

スキルは良好な人付き合いのために相手と円滑なやり取

りをするための能力であり，アサーティブは相手に自分

の意見を伝えるための能力であるといえる．アサーティ

ブな態度は，先行研究９）１０）によってさまざまな下位因子

に分けられているが，その中でも玉瀬ら１１）は，アサー

ティブな態度を「説得交渉因子（Persuasive negotia-

tion）」と「関係形成因子（Formation of relation）」と

に分けている．「説得交渉因子」は，「買った商品に欠陥

があったら交換してもらう」等の項目で構成され，対人

場面においてどの程度相手に対して説得や交渉ができる

かというスキルの豊富さを示す．「関係形成因子」は，

「好きな人には率直に愛情や行為を示す」等の項目で構

成され，人とよりよい関係を積極的に形成することがで

きるかというスキルの豊富さを示す．これは同時に，自

己主張する場合にはこれらの二つの能力を適切に組み合

わせる必要性をも示唆している．

さらに，「関係形成因子」に関わるパーソナリティ特

性や個人差変数を指す概念の一つとして，ユーモア対処

（Coping humor）が考えられる１２）．Martin RA１３）はユー

モア対処について，周囲の人と関係を形成する上での有

効性を認めた上で，他者と親密に関わるためには必要な

要素であると述べている．また，牧野１４）はピアプレッ

シャーのような自分の態度や意見が異なる方向に導かれ

る圧力をはねのける動機（心理的リアクタンス）に対す

るユーモアの効果について検証したところ，ユーモア対

処をすることで心理的リアクタンスは高まり，対人関係

が活発化することを指摘している．これらのことから，

ユーモア対処も他者に自分の意見を伝え，かつ親密に関

わるにあたって必要な要素であると考えられる．

しかし，現状として日本人は相手との関係性に配慮す

るあまり，十分な自己主張ができていないとされてい

る１５）．また，言葉として表出しなくても，相手に自分の

表情や感情を読み取るように促す風潮もある．その結果，

健康に関する行動選択の場面において，より好ましくな

い状況に陥るケースも多々認められる．例えば，イッキ

飲みや喫煙の強要などの対人葛藤場面において，受け手

が十分な自己主張をできずに結果として様々なハラスメ

ントが生み出される場合である．これに関しては，日本

人と欧米人の人間関係のあり方やアサーティブな態度の

根本的な違いが関係していると指摘されている１１）．その

ため，日本における青少年の危険行動に対する対人葛藤

場面に視点をあてて，相手との関係を円滑に運び，かつ

自分の意見を適切に表現するにはどのようなスキルが必

要であるのかを検討する必要があろう．

なお，対人葛藤場面における断り行動の遂行可能性を

調べるにあたっては，自己効力感をその測定指標として

用いることが可能である１６）．Bandura１７）は自己効力感に

ついて，ある結果を生み出すために必要な行動をどの程

度うまく遂行できるかどうかという自信であるとし，こ

の自己効力感は行動の遂行可能性に大きく影響する行動

決定因として重視している．これは，行動を実行する可

能性は自己効力感の強さに深く関連していることを示唆

しており，行動選択に主たる影響を及ぼす可能性を自己

効力感として測定できることを意味している．さらに，

坂野ら１８）は自己効力感を特定の行動に対する自己効力感

（特定性自己効力感）と，ある限定された行動に対する

自己効力感が一般的な場面や行動にどの程度般化するか

（一般性自己効力感）の二つに分類しており，ある特定

の危険行動に対する遂行可能性，即ち特定の危険行動に

対してどのくらい断る自信があるのかについては特性的

自己効力感として測定できると考えられる．

本研究では青少年の危険行動として，男子と女子に特

徴的である飲酒行動，喫煙行動，ダイエット行動，性行

動について具体的な４種の葛藤場面を設定し，その行動

選択に主たる影響を及ぼす可能性を自己効力感として測

定する．さらに，これらの対人葛藤場面の断り行動に対

する自己効力感と，社会的スキル，アサーティブな態度，

ユーモアよる対処能力との関わりについて検証し，青少

年の危険行動を防止する教育に活かすための資料を得る

ことを目的とする．

�．研究方法

１．調査時期及び調査対象：

２００８年１０月に，千葉県内のＡ大学３年生２クラス５１５

人（男性２６３人，女性２５２人）を対象にアンケート調査を
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実施した．調査は３年生を半数に分けて実施している第

１クラス（２５１人）の健康関係の講義と第２クラス（２６４

人）の講義の一部を利用して無記名自記式の質問紙を用

い，集合調査の形式で行った．調査を行う際は，プライ

バシーを十分に配慮し，教員による机間支援をしないよ

うにした．なお，調査は授業の一部を利用して実施した

ため，その実施にあたっては対象大学の倫理委員会の承

諾を得るとともに，調査票はその冒頭に本調査の趣旨を

記載し，対象者本人が調査への協力に同意するか否かを

答える回答欄を設け，これに回答した上で各質問に答え

てもらうようにした．アンケート調査協力の同意が得ら

れなかった場合には，その場で調査を打ち切るように配

慮した．

回答が得られたのは５０５人であり，有効回答数は５０１人

（９７．２％）であった．

２．調査内容：

１）対人葛藤場面における断り行動の自己効力感

野津ら１）が日本の高校生を対象に行った危険行動の実

態調査のうち，男子と女子に特徴的であった４種類の危

険行動（�喫煙，�飲酒，�避妊，�ダイエット）を用

いて健康行動に関わる場面を設定した．具体的には，�

たばこを勧められる場面，�イッキ飲みを勧められる場

面，�避妊をしないで性行為を迫られる場面，�ダイ

エット中に間食を勧められる場面である．

これら４種の対人葛藤場面における（特性的）自己効

力感の程度（どのくらい断れる自信があるのか）を測定

するため，Figure１に示すような０～１００％（０％：１．

断る自信がない～１００％：５．断る自信がある）まで５

段階の目盛りを作成し，あてはまる場所に丸印をつけて

もらった．なお，この方法は，坂野ら１８）によって糖尿病

患者が健康行動をどのくらい取ることができるか等の

（特性的）自己効力感を測定するための評価（５段階評

定）として使用されている．

２）社会的スキル尺度（Kiss―１８）

菊池（１９８８）１９）によって作成された１８項目から成る測

定尺度を用いた．この尺度は，６因子（�初歩的なスキ

ル・�高度のスキル・�感情処理のスキル・�攻撃に代

わるスキル・�ストレスを処理するスキル・�計画のス

キル；それぞれ３項目）に分類されている．各項目は「い

つもそうでない」～「いつもそうだ」の５段階評定であ

る．尺度の得点が高い者ほど，社会的スキルが発達して

いることを示す．（得点範囲１８～９０点）

３）青年用アサーション尺度：

玉瀬ら（２００１）１１）によって作成された１６項目から成る

測定尺度を用いた．この尺度は，２因子（�関係形成因

子，�説得交渉因子；それぞれ８項目）から構成されて

おり，各項目は「必ずそうする」～「全くそうしない」

の５段階評定である．尺度の得点が高いほど，自分の感

情や考えを主張すべき時に，相手の立場を尊重しつつ，

その場にふさわしい方法で率直に表現する能力が高いこ

とを示す．（得点範囲１８～８０点）

４）ユーモア対処尺度（Coping Humor Scale：CHS）

Martin & Lefcourt（１９８３）２０）によって開発されたユー

モアによる対処能力を測定する尺度であり，この尺度を

基に上野（１９９０）２１）が作成した日本語版７項目から成る

尺度を用いた．各項目は「かなりそうである」～「全く

そうでない」の４段階評定である．尺度の得点が高いほ

ど，対人関係でストレスを生じさせる出来事に遭遇した

時に，ユーモアや笑いを使用して対処する能力が高いこ

とを示す．（得点範囲７～２８点）

３．分析方法

分析にあたっては，コンピュータ用統計ソフトSPSS

for Windows １６．０Jを使用し，t検定（対応なし），単相

関分析，重回帰分析（ステップワイズ法）を行った．

Figure１ Self-efficacy in situations of interpersonal conflicts
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�．結 果

１．各尺度の得点

１）対人葛藤場面における断り行動に対する自己効力感

Figure ２には，４種の対人葛藤場面における断り行動

の自己効力感の平均値（５段階中）を男女別に示した．

飲酒場面では，男性２．９１（±１．７５），女性３．３９（±１．２７）

であり，男女間についてt検定（対応なし）を行ったと

ころ，有意な差は認められなかった（t＝１．７３，n.s）．

一方，ダイエット場面では，男性３．１７（±１．３８），女性

２．５４（±１．４４）であり，男性は女性に比べて自己効力感

の値が有意に高かった（t＝２．３８，p＜．０５）．逆に，避妊

場面〔男性３．０９（±１．５４），女性４．４１（±０．８７）〕と喫煙

場面〔男性３．８４（±１．５８），女性４．４６（±１．００）〕では，

女性の方が男性に比べ有意に値が高かった（避妊場面：

t＝２．９３，p＜．００１，喫煙場面：t＝２．６８，p＜．０１）．

２）社会的スキル尺度の得点

Table１には，社会的スキル尺度の合計得点と６因子

ごとの得点とを男女別に示した．社会的スキル尺度の合

計得点をみると，男性５６．０点（±９．２），女性５７．１点（±

９．９）であった．この得点について，男女間で比較（t検

定）をしたところ，有意差は認められなかった．また，

社会的スキルの６因子ごとに得点を算出し，因子別に性

差の比較（t検定）を行ったところ，男女間で有意な差

は認められなかった．

３）青年用アサーション尺度の得点

Table２には，アサーション尺度の合計得点と２因子

ごとの得点とを男女別に示した．アサーション尺度１６項

目の合計得点は，男性５５．７点（±７．１），女性５６．２点（±

６．５）であった．この得点について，男女間で比較（t検

定）をしたところ，有意な差は認められなかった．また，

この尺度の二つの下位因子別に得点をみると，「説得交

渉因子」は男性２６．６点（±３．０），女性２７．３点（±３．４），

「関係形成因子」は男性２５．２点（±３．５），女性２５．６点（±

３．２）であった．これらの得点についても，男女間で比

較（t検定）をしたところ，有意な差は認められなかった．

一方，男女別に因子間の得点の比較を行ったところ，

男性は「関係形成因子」と「説得交渉因子」の間に有意

な差は見られなかったが（t＝０．３８，n.s），女性は「説

得交渉因子」に比べ「関係形成因子」の得点が有意に高

かった（t＝２．０９，p＜．０５）．

４）ユーモア対処尺度の得点

Table３には，ユーモア対処尺度７項目の合計得点を

＊p＜．０５，＊＊p＜．０１，＊＊＊p＜．００１

Figure２ Self-efficacy in four situations of interpersonal conflicts

Table１ The value of social skills

Social skills
Male（N＝２５６）Female（N＝２４５）

t value
Mean（SD） Mean（SD）

Beginning（skills） ８．９（２．４） ８．７（２．６） ．２１

Advanced ９．７（２．１） ９．８（２．０） ．１９

Dealing with feelings ８．９（１．８） ９．３（１．９） ．４１

Alternatives to aggression ９．２（１．７） ９．３（２．３） ．１５

Dealing with stress ９．４（２．２） ９．６（２．３） ．２０

Planning １０．０（２．１） １０．４（２．３） ．１９

Total ５６．０（９．２） ５７．１（９．９） ．２７

Table２ The value of assertiveness

Assertiveness
Male（N＝２５６）Female（N＝２４５）

t value
Mean（SD） Mean（SD）

Persuasive negotiation ２６．６（３．０） ２７．３（３．４） ．３８

Formation of relation ２５．２（３．５） ２５．６（３．２） ．２４

Total ５５．７（７．１） ５６．２（６．５） ．３４
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男女別に示した．ユーモア対処尺度の得点は，男性１６．４

点（±３．２），女性１７．６点（±３．１）であった．この得点

について，男女間で比較（t検定）をしたところ，女性

は男性に比べて有意に得点が高かった（t＝１．９６，

p＜．０５）．

２．アサーティブな態度と社会的スキル及びユーモア対

処との関連

Table４にはアサーティブな態度の下位因子である「説

得交渉因子」，「関係形成因子」と社会的スキルの６因子

及びユーモア対処との相関分析の結果を示した．男女と

も全ての因子間において有意な相関関係が認められた．

中でも相関係数（Pearsonの積率相関係数）が０．３以上

であったのは，アサーティブな態度の「説得交渉因子」

Table４ Relationship between assertiveness and social skills, coping humor（single correlation）

Assertiveness

Social Skills
Coping

humorBeginning Advanced
Dealing with

feelings

Alternatives

to aggression

Dealing with

stress
Planning

Male

（N＝２５８）

Persuasive negotiation ．１４７ ．３３２ ．１９６ ．１５５ ．１６４ ．１９３ ．１９７

Formation of relation ．１５７ ．２１６ ．１８７ ．１８４ ．１５３ ．１９７ ．３３９

Female

（N＝２４７）

Persuasive negotiation ．１６７ ．３１４ ．１６７ ．１５８ ．２０７ ．１８７ ．１８４

Formation of relation ．１７４ ．１８１ ．１９３ ．１９６ ．２０４ ．１９８ ．３１２

The value is the correlation coefficient.

Table５ Relationship between self-efficacy and social skills, assertiveness, coping humor, in four situations of interpersonal

conflicts（multiple linear regression analysis）

Smoking Drinking

β adjR２ F value β adjR２ F value

．２０４ ９．４６２＊＊ ．２４７ ９．８２７＊＊＊

Distinction of sex ．２５８ ＊＊ ．２３６ ＊＊

Social Skills

Advanced ．１７８ ＊ ．２４７ ＊

Alternatives to aggression ．１１７ ＊ ．１１８ ＊

Assertiveness

Persuasive negotiation ．１９４ ＊＊ ．２４９ ＊＊

Formation of relation － ．０７３ － ．０４７

Coping humor － ．０４９ － ．０３４

Dieting Preventing pregnancy

β adjR２ F value β adjR２ F value

．１９４ ６．７９２＊＊ ．１７２ ５．１３５＊＊

Distinction of sex ．２８７ ＊＊ ．１７７ ＊

Social Skills

Advanced ．１４６ ＊ ．１３９ ＊

Alternatives to aggression ．０５１ ．０５１

Assertiveness

Persuasive negotiation ．１８４ ＊ ．１８７ ＊

Formation of relation － ．０８１ － ．０６７

Coping humor － ．０７４ － ．０４８

（N＝Male：２５８，Female：２４７） ＊p＜．０５，＊＊p＜．０１，＊＊＊p＜．００１

Table３ The value of coping humor

Male（N＝２５６）Female（N＝２４５）
t value

Mean（SD） Mean（SD）

Coping humor １６．４（３．２） １７．６（３．１） １．９６＊

＊p＜．０５
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と社会的スキルの「高度のスキル」，アサーティブな態

度の「関係形成因子」とユーモア対処との間であった．

したがって，アサーティブな態度の「説得交渉因子」

は社会的スキルの中でも「納得させたり」，「指示を与え

たりする」といった『高度のスキル』と，「関係形成因

子」はユーモアを使用して対処するユーモア対処と強い

関係があることが明らかとなった．

３．４種の対人葛藤場面における自己効力感と社会的ス

キル及びアサーティブな態度，ユーモア対処との重回

帰分析

４種の対人葛藤場面における自己効力感を目的変数，

社会的スキルの下位因子，アサーティブな態度の下位因

子，ユーモア対処を説明変数として重回帰分析を行い，

それらの関係について検討した．これらの関係を検討す

るにあたり，３種の対人葛藤場面における自己効力感に

ついては男女間において有意な差が見られたので，性別

の影響をコントロールするために，性別も説明変数のリ

ストに加えた．なお，アサーション尺度の因子と社会的

スキルの因子及びユーモア対処との間には有意な相関関

係が認められたが（Table４），多重共線性の指標の一つ

であるVIFは１．０８～３．１２とそれほど高くなかったため，

説明変数として投入することが可能であると判断した．

Table５には上記の重回帰分析の結果を示した．なお，

社会的スキルの下位因子については関連が認められた項

目のみを示した．４種の対人葛藤場面における自己効力

感すべてと関連が認められたのは，性別とアサーティブ

な態度の下位因子である「説得交渉因子」，社会的スキ

ルの「高度のスキル」であり，回帰係数βはいずれも正

であった．また，社会的スキルの下位尺度である「攻撃

に代る」スキルは対人葛藤場面の中でも喫煙と飲酒行動

のみに関連が認められた．一方，アサーション尺度の

「関係形成因子」とユーモア対処については，４種の対

人葛藤場面における自己効力感と有意な関連が見られな

かった．

�．考 察

本研究の目的は，具体的に４種類の対人葛藤場面を設

定し，その行動選択に主たる影響を及ぼす可能性を自己

効力感として測定し，対人関係を円滑に運ぶために役立

つ社会的スキル及びアサーティブな態度，ユーモア対処

との関連を検証することにあった．

１．各尺度の得点と４種の対人葛藤場面における断り行

動の自己効力感

本研究で得られた社会的スキル尺度，青年用アサー

ション尺度，ユーモア対処尺度の得点について，これま

での研究結果の得点結果と比較した．まず，社会的スキ

ル尺度の作成者である菊池１９）の調査結果［大学生男性

５６．４０（±９．６），女性５８．３５（±９．０）］と比較すると，本

研究対象者の男性については同程度の平均値を示したが，

女性は先行研究よりやや低い数値を示した．次に，ア

サーティブな態度の合計点については，男女とも玉瀬

ら１１）の先行研究［５３．６（±５．８）］に比べて高い値を示し

た．加えて，下位尺度の得点も先行研究［関係形成因子

２６．６（±４．３），説得交渉因子２５．０（±３．０）］より高い数

値を示し，さらに本研究では女性において関係形成因子

の得点が説得交渉因子より有意に高かった．ユーモア対

処については，上野２２）の先行研究によると男性より女性

の方が高い得点傾向にあるとされており，本研究におい

ても男女間［１６．４点（±３．２），女性１７．６点（±３．１）］で

有意な差が認められた．

このように社会的スキル，アサーティブな態度は先行

研究と多少の差は見られたが，それほど大きな差は見ら

れず，大学生としてはほぼ平均的な値を示していると考

えられる．この対象者について，４種の対人葛藤場面

（喫煙，飲酒，避妊，ダイエット）における断り行動の

自己効力感を測定したところ，男女とも喫煙を勧められ

る場面での断り行動の自己効力感が最も高く，女性は避

妊場面の自己効力感も高かった．さらに，女性は男性に

比べて避妊場面で，男性は女性に比べてダイエット場面

での断り行動に対する自己効力感が高かった．即ち，喫

煙の勧めには男女とも，避妊なしでの性交に対しては女

性が，ダイエット行動に対しては男性がより強く断る可

能性を示唆している．

男女とも喫煙場面において断る自信が高かったのは，

近年の我が国における喫煙環境の改善や禁煙志向の高ま

りが起因していると考えられる．つまり，広告の規制や

タスポの導入，喫煙場所の減少などの環境の改善によっ

て，喫煙に対して否定的なイメージを持つ者が多くなり，

喫煙の勧めを断り易くなっていると考えられる．なお，

本研究対象とした大学では，キャンパス内全面禁煙活動

が推進されていた．ただ，これはあくまでも推察にすぎ

ず，今後は喫煙に対する断り行動に影響を与える要因が

社会環境に起因するのか，あるいはその他の要因が関

わっているのかについて詳しく検討する必要がある．

この喫煙場面に加え，女性では男性に比べて避妊場面

での断り行動に対する自信も高かった．今回設定した避

妊場面としてはコンドームなしでの性行為を迫られる場

面であり，女性の場合，避妊なしでの性行為は男性と比

較すると妊娠した場合における自分の身体や精神に対す

るリスクが高い状況を容易に想像させうることが断り行

動の割合を高くした要因であると考えられる．これに関

して，昨年の大学生における避妊状況のデータを見る

と２３），女性では約９割の者が避妊を実施している一方で，

男性の避妊実施者は７割であり，男性は女性に比べて，

避妊を実施しない傾向があるためと考えられる．

一方，ダイエット場面では男性より女性の方が断り行

動における自己効力感は低かった．樋口ら２４）が大学生を

対象に行った調査結果では，女性は男性に比べて間食を

する者の割合が高いことが報告されており，そもそも間

食をする母数が多いこと，また間食による身体へのリス

２０８ 学校保健研究 Jpn J School Health５４；２０１２



クは，喫煙や避妊に比べて低いことなどがその理由とし

て考えられる．

このように，各場面における断り行動の自己効力感に

は男女差が認められた．

２．４種の対人葛藤場面における自己効力感と社会的ス

キル及びアサーティブな態度，ユーモア対処との関連

４種の対人葛藤場面における自己効力感を目的変数，

性別，社会的スキルとアサーティブな態度の下位因子，

ユーモア対処を説明変数として，重回帰分析を行った．

その結果，性別は４種の対人葛藤場面における自己効力

感すべてと関連が認められた．これは，前述したように

性別が各場面における断り行動の自己効力感に関係して

いることを示唆している．さらに，アサーティブな態度

の下位尺度である「説得交渉因子」と社的スキルの「高

度のスキル」も４種の対人葛藤場面における自己効力感

すべてと関連が認められた．いずれも決定係数は高いと

は言えないが，これらのスキルの高さが対人葛藤場面の

自己効力感の高さと関連する可能性が示唆された．つま

りは対人葛藤場面では，相手に対して説得や交渉をする

「説得交渉」の能力や相手を納得させるといった「高度

のスキル」が必要であることが推測される．このことは，

アサーティブな態度と社会的スキルの相関関係を見た結

果からも示唆に富んでいる．即ち，アサーティブな態度

の「説得交渉因子」は社会的スキルの「高度のスキル」

との関わりが強く，これらの能力は同様の内容を示し，

対人葛藤場面における自己効力感との関わりが見られた

と考えられる．

アサーティブな態度について，玉瀬ら１１）は「関係形成」

と「説得交渉」の二つの能力から成るとしている．平木５）

はアサーション度チェックリストを「自分から働きかけ

る言動」と「人に対応する言動」に分類しており，玉瀬

ら１１）の２因子に対応していると考えられる．さらに，相

手を説得するための表現法としては，Bowerら２５）によっ

てDESC法が紹介されている．DESC法のうち，ＤはDe-

scribeの頭文字であり「自分が対応しようとする状況や

相手の行動を描写する」とされている．以下同様に，Ex-

press & Explainは「状況や相手の行動に対する自分の

気持ちを表現するもしくは説明する」，Specifyは「相手

に望む行動や妥協案，解決策などを提案する」，Choose

は「行動を実行した場合の結果を予測し，最終的にどの

ような行動を選択するか考える」といった四つの構成要

素から成っている．したがって，対人葛藤場面における

「説得交渉」の能力を高める方法としては，DESC法を

使用してロールプレイの台詞づくりを行うなどの教育活

動が有効であると考えられる．

一方，今回の調査では，「関係形成因子」は対人葛藤

場面との関わりが見られなかった．これは，対人葛藤場

面においては，「関係形成」の能力はあまり効果を示さ

ない傾向にあることが考えられる．Martin RA２６）や大

島２７）によると，アメリカ社会におけるユーモア対処とし

ては自己主張しながら他者との危機的な状況を回避した

り，困難な状況を克服するのに有効な道具として使用さ

れていると報告している．それに対して，日本社会にお

けるユーモア対処は対人関係での衝突や軋轢を避け，対

人関係を円滑に維持する潤滑油として用いられると報告

されている２４）．今回の研究においても，ユーモア対処は

アサーティブな態度の中の「関係形成能力」との相関関

係が高いものの，これら二つは対人葛藤場面との関わり

が認められなかった．ただし，「関係形成因子」やユー

モア対処は，ソーシャルサポートを促進したり，積極的

なストレスコーピングを実施させたりという側面もあり，

より包括的に健康行動をとらえた場合は，決して重要で

ない要因とは言えない．

以上のことから，飲酒や喫煙の強要などの対人葛藤場

面において十分な自己主張を行うためには，アサーティ

ブな態度の中でも「説得交渉因子」や社会的スキルの「高

度のスキル」に関わるスキルに焦点化していくことの有

効性が示唆されたと考える．今後はDESC法等を取り入

れたアサーティブコミュニケーションスキルの教育実践

とその効果の検証などが望まれる．

�．本研究の限界

今回の研究では，青少年の危険行動のうち飲酒行動，

喫煙行動，ダイエット行動，性行動に限定して調査を実

施したが，危険行動の種類について性別やスキルが与え

る影響に差があることが示唆された．したがって，他の

危険行動についても同様に調査を進める必要がある．さ

らに，今回は特定の大学生の一部の学年のみを対象とし

たが，他の年齢層，特に中・高校生を対象に研究をする

必要がある．今後は，危険行動の種類や対象を増やして

調査を行い，青少年の危険行動を防止するための教育に

活かす必要があろう．

�．結 論

５０１人の大学生を対象に無記名自記式のアンケートを

用いて，青少年の危険行動について具体的な４種類の対

人葛藤場面（喫煙，飲酒，避妊，ダイエット）での断り

行動を自己効力感として測定し，これらの自己効力感と

社会的スキル及びアサーティブな態度，ユーモア対処と

の関連を検討し，以下のような結果を得た．

１）４種の対人葛藤場面における自己効力感は，男女と

も喫煙を断る場面が最も高く，ダイエットをする場面

が最も低かった．性別で見ると，ダイエットをする場

面では男性の方が女性に比べ自己効力感が高く，避妊

に関する場面と喫煙を断る場面では，女性の方が男性

に比べ自己効力感が高く，性別によって自己効力感に

違いがあることが示された．

２）重回帰分析の結果，４種の対人葛藤場面における自

己効力感には，男女ともアサーティブな態度と社会的

スキルに関わりが見られたが，中でもアサーティブな

２０９山田ほか：対人葛藤場面での断り行動に対する自己効力感と社会的スキル及びアサーティブな態度，ユーモア対処との関わり



態度の「説得交渉」と社会的スキルの「高度のスキル」

は対人葛藤場面における自己効力感とより強い関連が

認められた．

以上のことから，危険行動を伴う対人葛藤場面におい

て相手との関係を円滑に運び，かつ自分の意見を適切に

表現するにあたっては，アサーティブな態度の中でも

「説得交渉因子」や社会的スキルの「高度のスキル」に

関わるスキルに焦点化していくことの有効性が示唆され

た．今後は，上記のスキルをより効果的に形成させるた

めの学習指導過程等を開発し，青少年の危険行動を防止

するための教育に活かす必要があろう．
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�．緒 言

青少年の飲酒・喫煙行動が彼らの現在の健康に悪影響

を及ぼすとともに，将来の死亡や疾病を招く恐れが高い

行動であることは周知の通りである１）．わが国の青少年

の飲酒・喫煙行動は最近，減少傾向にあるが，依然とし

て飲酒・喫煙行動に関与している者の割合は少なくな

い２－５）．飲酒・喫煙行動は青少年期に開始・確立され１），

早期に開始される飲酒・喫煙行動はその後の頻度や量が

重篤化しやすく６）７），性行動や薬物使用など他の危険行動

の出現と関連することが報告されている７）８）．これらのこ

とから，青少年の飲酒・喫煙行動に関連する要因を明ら

かにして，効果的な予防対策を講じることはきわめて重

要になる．

青少年の飲酒・喫煙行動をはじめとする健康関連行動

が心理的要因や行動的要因などの多くの個人的要因に影

響されることはよく知られているが９），近年，個人を取

り巻く社会経済的環境や心理社会的環境といった社会的

決定要因が健康状態や健康関連行動に大きな影響を与え

ていることが明らかにされてきた１０）．社会的決定要因の

中でも，社会経済的状況（socio-economic status：以下，

SES）は飲酒・喫煙行動の根本的な原因となると考えら

沖縄県の高校生の学校連結性，社会経済的状況，
飲酒・喫煙行動の関連について

諸喜田 祐 立＊１，高 倉 実＊２

＊１宜野湾市福祉保健部
＊２琉球大学医学部

The Relationships among School Connectedness, Socioeconomic Status,
Drinking and Smoking Behaviors in High School Students in Okinawa, Japan

Yutatsu Shokida＊１ Minoru Takakura＊２

＊１Public Welfare and Health Department, Ginowan City
＊２Faculty of Medicine, University of the Ryukyus

School connectedness is supposed to have a significant role in smoking and drinking prevention among

young people. This study examined the relationships between school connectedness, socioeconomic status

（SES）, and drinking and smoking behaviors in high school students.

A self-administered anonymous questionnaire was conducted among ３，２４８ students（aged １５―１８）at ２９

public high schools in Okinawa, Japan. Drinking and smoking behaviors were assessed using questions

adapted from the Youth Risk Behavior Surveillance conducted by the U.S. Center for Disease Control and

Prevention. A current drinker or smoker was defined as one who consumed an alcoholic beverage or smoked

cigarettes at least one day in the past month. SES was assessed by parent’s educational level. School connect-

edness was measured by the sum of a scale constructed from three items,‘I like school’,‘School is a nice

place to be’, and‘Sense of belonging at school’. Multivariate logistic regression models were performed to

examine the associations among school connectedness, SES, drinking and smoking behaviors.

After adjustment for gender, grade, school type, and family structure, students in lower SES group were

more likely to drink and smoke than those in higher SES group. Students with lower school connectedness

were more likely to drink and smoke than those with higher school connectedness. A combination of lower

school connectedness and lower SES produced the strongest associations with drinking and smoking behav-

iors. On the other hand, students with lower SES but higher school connectedness did not significantly in-

crease the odds of drinking and smoking.

This study showed that school connectedness and SES were associated with drinking and smoking behav-

iors in high school students. The combination of school connectedness and SES had different influences on

drinking and smoking behaviors. The findings suggest that promoting school connectedness may be impor-

tant to prevent adolescent drinking and smoking, especially among lower SES group.

Key words：drinking, smoking, socioeconomic status, school connectedness, adolescents
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れており１１－１４），親や家族のSESが低い者はよりストレス

レベルが高く１２），それに対処するために飲酒・喫煙行動

をとりやすいこと１３），また，SESが低い親には喫煙者が

多く，そのような親を持つ者は親の行動を模倣すること

で喫煙行動をとりやすいことなどが報告されている１４）．

その一方で，青少年が一日の大半を過ごしている学校

は，彼らにとって最も身近な社会であり，人格形成や学

業成績だけでなく健康状態や健康関連行動にも大きな影

響を及ぼす心理社会的環境として重要な役割を担ってい

る１５）１６）．これまでの学校における心理社会的環境要因に

関する研究は，学校風土（school climate），学校愛着

（school attachment），学校結合（school bonding），学

校満足（school satisfaction）といった多様な概念を用

いて実施されてきたが１７－２０），最近，これらの類似した概

念は，青少年と学校との関係性をあらわす学校連結性

（school connectedness）として整理されている２０）２１）．

最近の研究では，学校連結性が低い若者は飲酒，喫煙，

薬物乱用に関与しやすいことや１７）２２），学校連結性が暴力

行為や交通関連危険行動，それらに関連した傷害と強い

関連を示すことなど２３），青少年の危険行動における重要

な社会的決定要因となることが報告されている．

さらに，SESと学校連結性は相互に作用して青少年の

危険行動に関与していることも考えられる．例えば，

Andersenらは２４），思春期の飲酒行動の出現頻度と学校

連結性との関係をSESのレベル別に検討してみると，

SESが低い群では学校連結性と飲酒行動との間に強い関

連を認めたと報告している．大人を対象とした類似研究

でも２５），低いSESと低い社会的関係性の組合せが不健康

行動と最も強い関連を持つことを報告している．これら

の知見を併せ考えると，青少年と学校との関係性，つま

り，学校連結性を高めることによって，低いSESという

社会経済的不利が飲酒・喫煙行動に及ぼす負の影響を軽

減できるのかもしれない．個人では変容が困難なSESに

比べて，学校連結性は個人や集団の努力による改善が可

能であることが示唆されていることから２６）２７），青少年の

飲酒・喫煙行動の防止に向けたヘルスプロモーションを

推進する上で取り組みやすい要因であると考えられる．

近年のわが国における社会経済状況の悪化により２８），

今後，低SES者が増加することが懸念されるため，それ

に応じて，社会経済的に不利な若者に必要な支援的環境

を整えることはより重要になってくる．また，貧困や他

者との関係性の乏しさといった問題は国際的にも関心が

集まっている２９）．わが国の青少年における学校連結性，

SES，飲酒・喫煙行動の関係について検証することは，

健康の社会格差を考える上で有益な情報を提供できるも

のと思われるが，これまでにわが国では学校連結性およ

びSESに着目した研究はほとんど実施されていない．そ

こで，本研究は，高校生を対象に，学校連結性，SES，

飲酒・喫煙行動との関連性を検討することを目的とした．

具体的な研究仮説は以下の三つである．１）低い学校連

結性を示す生徒は飲酒・喫煙行動をとりやすい，２）低

いSESに属する生徒は飲酒・喫煙行動をとりやす

い，３）学校連結性とSESの組合せによって飲酒・喫煙

行動との関連の強さが異なる．

なお，学校連結性については，これまで様々な定義が

提案されており，全般的な合意を得た標準となる定義は

見当たらないが２２）２３），一般的な指標として，学校が好き

なこと，学校への所属感，先生や級友との肯定的な関係，

学校活動への積極的な関与を含むとされている３０）．本研

究では，学校連結性をRasmussenら２２）が述べている「学

校における重要な他者とつながっている感覚および学校

への所属感」と定義し，彼らの尺度を用いて測定した．

�．対象と方法

沖縄県全域の全日制県立高等学校から学校種と地区の

層をもとに無作為に確率比例抽出した２９校の１～３学年

の各１学級に在籍する高校生３，２４８名を対象として，

２００８年の１０月から１２月にかけて，自記式無記名の質問紙

調査を実施した．そのうち，調査当日の欠席者２４８名，

調査拒否者１５０名，分析項目に欠損のある者４１７名を除い

た２，４３３名を分析対象とした．質問紙は，学級担任が生

徒に配布し，記入させ，回収用封筒に密封させて回収し

た．質問紙を配布する際，回答を拒否するために質問紙

は白紙で提出しても良いこと，調査の途中であっても回

答を拒否することができること，研究への参加を拒否し

ても何ら不利益を受けることがないこと等を口頭および

文書で説明した．本研究の実施については，琉球大学疫

学研究倫理審査委員会の承認を得ている．

質問紙調査の主な内容は，社会人口統計学的要因，心

理社会的学校環境，危険行動，健康状態などで構成され

ている．本研究ではこれらのうち，学校連結性，SES，

飲酒・喫煙行動に関する質問項目を用いた．

学校連結性は，Rasmussenら２２）の「学校が好き」，「学

校の居心地」，「所属感」の３項目から成る尺度を用いて

測定した．「学校が好き」は，「あなたは，現在，学校生

活についてどう思っていますか」と尋ね，「まったく好

きでない」から「とても好き」の４件法で回答させ，１

～４点と得点化した．「学校の居心地」は，「私たちの学

校は居心地が良いところだ」，「所属感」は，「私はこの

学校の一員であると感じている」の質問項目で，「まっ

たくそう思わない」から「とてもそう思う」の５件法で

回答させた．先行研究３１）を参考に「どちらともいえない」

と「そう思わない」をまとめて４カテゴリに再コード化

し，１～４点と得点化した．そして，各項目得点の合計

を尺度得点とした．主成分分析により一次元性を検討し

たところ，第一主成分のみが抽出され，各項目の因子負

荷量は０．８以上，寄与率は６７％を示し，一次元性が確認

された．本対象のα信頼性係数は０．７５であった．また，

本対象における尺度得点の平均値は７．７，標準偏差は２．０，

中央値は８，最小値は３，最大値は１２，歪度は０．０２，尖
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度－０．０７であった．

SESの測定には，先行研究で妥当性が確認されている

指標の一つである親の学歴を用いた３２）．親の学歴は父親

と母親の最終学歴を質問し，それらのうち，より高学歴

である回答を用いた．そして，OECDのInternational

Standard Classification of Education（ISCED）３３）に応じ

て，中学校卒・高校卒の者を「高校卒以下」，短大・専

門学校卒の者を「短大卒」，大学卒以上の者を「大学卒

以上」と分類した．

なお，学校連結性およびSESについては，度数分布を

考慮するとともに，結果の解釈を容易にするために２群

に再カテゴリ化した．すなわち，学校連結性は中央値で

２分し低群と高群に，SESは「高校卒以下」を低群，「短

大および大学卒以上」を高群とした．

飲酒・喫煙行動は，米国疾病管理予防センターの

Youth Risk Behavior Surveyの質問項目を用いて評価し

た３４）．飲酒行動では，最近の３０日間に１日以上飲酒した

者を現在飲酒者とし，同様に，喫煙行動では，最近の３０

日間に１日以上喫煙した者を現在喫煙者とした．これら

の項目は，日本の高校生について信頼性が確認されてい

る３５）．

以上の変数のほかに，先行研究で飲酒・喫煙行動との

間に関連がみられた人口統計学的変数（性，学年，学校

種［普通科校，専門学科校］，家族構成［両親と同居，

その他］）を調整変数として用いた８）１３）．

分析はまず，人口統計学的変数，学校連結性，SESと

飲酒・喫煙行動との関連性を検討するためにχ２検定を

行った．次に，飲酒・喫煙行動ごとに，独立変数として

学校連結性とSESを個別に投入したロジスティック回帰

分析を行った．その際，調整変数を同時投入した．さら

に，学校連結性とSESを組み合わせて，「学校連結性・

SESともに高群」，「学校連結性高群・SES低群」，「学校

連結性低群・SES高群」，「学校連結性・SESともに低

群」の４カテゴリの変数を作成し，それと調整変数を同

時投入したロジスティック回帰分析を行った．

�．結 果

現在飲酒の出現割合を人口統計学的変数別，学校連結

性別，SES別にみたところ（表１），男子２０％，女子２０％

で性差はみられなかったが，３年生，専門学科，両親と

同居以外，学校連結性低群，SES低群の飲酒割合が高

かった．同様に，現在喫煙の出現割合を人口統計学的変

数別，学校連結性別，SES別にみたところ（表１），男

子１２％，女子６％で男子が高く，また，専門学科，両親

と同居以外，学校連結性低群，SES低群の喫煙割合が高

かった．

調整変数を投入したロジスティック回帰分析により，

飲酒・喫煙行動別に学校連結性のオッズ比と９５％信頼区

間を算出したところ（表２），学校連結性低群は学校連

結性高群と比べて，１．６倍飲酒しやすく，３．３倍喫煙しや

すい傾向にあった．同様に，飲酒・喫煙行動別にSESの

オッズ比と９５％信頼区間を算出したところ（表３），SES

低群はSES高群と比べて，１．３倍飲酒しやすく，１．７倍喫

煙しやすい傾向にあった．

表４に学校連結性およびSESの組合せと飲酒・喫煙行

動との関連を示した．飲酒行動についてみたところ，

「学校連結性・SESともに高群」と比べて，「学校連結

性低群・SES高群」が１．６倍，「学校連結性・SESともに

低群」が２．１倍飲酒しやすい傾向を示した．「学校連結性

高群・SES低群」は飲酒行動との間に有意な関連がみら

表１ 人口統計学的変数別，学校連結性別，SES別にみた飲酒・喫煙行動の出現割合

現在飲酒 現在喫煙

ｎ （％） ｎ （％） ｐ ｎ （％） ｐ

全体 ２，４３３ （１００） ４９３ （２０．３） ２１４ （８．８）

性別 男子 １，１７１ （４８．１） ２３５ （２０．１） ０．８１８ １３５ （１１．５） ＜０．００１

女子 １，２６２ （５１．９） ２５８ （２０．４） ７９ （６．３）

学年 １年 ８４２ （３４．６） １４６ （１７．３） ０．００１ ６２ （７．４） ０．１０８

２年 ８２６ （３４．０） １５７ （１９．０） ８５ （１０．３）

３年 ７６５ （３１．４） １９０ （２４．８） ６７ （８．８）

学校種 普通科 １，６４０ （６７．４） ２８９ （１７．６） ＜０．００１ １２２ （７．４） ０．００１

専門学科 ７９３ （３２．６） ２０４ （２５．７） ９２ （１１．６）

家族構成 両親と同居 １，７７５ （７３．０） ３２７ （１８．４） ＜０．００１ １２５ （７．０） ＜０．００１

その他 ６５８ （２７．０） １６６ （２５．２） ８９ （１３．５）

学校連結性 低群 １，１８０ （４８．５） ２８９ （２４．５） ＜０．００１ １５９ （１３．５） ＜０．００１

高群 １，２５３ （５１．５） ２０４ （１６．３） ５５ （４．４）

SES 低群 １，０９３ （４４．９） ２６０ （２３．８） ＜０．００１ １３０ （１１．９） ＜０．００１

高群 １，３４０ （５５．１） ２３３ （１７．４） ８４ （６．３）
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れなかった（オッズ比＝１．３，９５％信頼区間：０．９９―１．８）．

喫煙行動についてみたところ，飲酒行動と同様のパター

ンがみられ，「学校連結性・SESともに高群」と比べて，

「学校連結性低群・SES高群」が２．７倍，「学校連結性・

SESともに低群」が５．１倍喫煙しやすい傾向を示した．

「学校連結性高群・SES低群」は喫煙行動との間に有意

な関連がみられなかった（オッズ比＝１．３，９５％信頼区

間：０．８―２．３）．また，男女に分けてサブグループ分析を

行ったが，結果はほぼ同一であった．

�．考 察

本研究では，設定した研究仮説の通り，学校連結性が

低い者は学校連結性が高い者に比べて，また，SESが低

い者はSESが高い者に比べて，それぞれ飲酒・喫煙行動

に関与しやすいことが示された．この結果は，欧米にお

ける学校連結性１７）２２）やSES１１）１４）に関する先行研究の知見と

一致しており，わが国においても青少年の飲酒・喫煙行

動に対する学校連結性やSESの重要性が示唆された．特

に学校連結性については，青少年は日々の学校生活の中

で，飲酒や喫煙が慣習的規範に反する行動であるといっ

た社会的規範を経験するため，学校との関係性が強い者

ほどそのような規範を身に付けやすく，逆に，学校との

関係性が弱い者ほど社会的規範を身に付けにくく，規範

を逸脱した危険行動をとりやすい可能性があると考えら

れている２２）．本研究では，社会的規範を評価していない

ので，このメカニズムを直接，当てはめることはできな

いが，学校連結性が高い者，すなわち学校との関係性が

強い生徒は，社会的規範を習得する機会が多く，飲酒や

喫煙といった危険行動を抑制する傾向にあったという一

つの推測が成り立つのかもしれない．また，青少年の学

校連結性には仲間や先生との関係が主要な要素として含

まれるが３６），各々の関係は危険行動に対して異なった効

果を持つことも考えられる．社会的規範を逸脱した仲間

との関係は飲酒・喫煙行動を促進する方向性に作用する

一方，先生との関係には規範を逸脱した仲間による悪影

響を打ち消す可能性があると指摘されているが３６），本研

究でも同様のメカニズムが働き，先生との関係性がより

強く作用したのかもしれない．今後は，先生あるいは仲

間との関係性についてより詳細に検討する必要があるだ

ろう．

学校連結性とSESの組合せと飲酒・喫煙行動との関連

についてみてみると，学校連結性が低くSESも低い者の

飲酒・喫煙オッズは，学校連結性が高くSESも高い者の

飲酒・喫煙オッズに比べて，それぞれ２倍，５倍と大き

表２ 学校連結性と飲酒・喫煙行動との関連

現在飲酒 現在喫煙

ｎ OR （９５％CI） OR （９５％CI）

学校連結性 高群 １，１８０ １．０ １．０

低群 １，２５３ １．６ （１．２９―１．９３） ３．３ （２．３７―４．５２）

OR：性別，学年，学校種，家族構成を調整したオッズ比

９５％CI：９５％信頼区間

表３ SESと飲酒・喫煙行動との関連

現在飲酒 現在喫煙

ｎ OR （９５％CI） OR （９５％CI）

SES 高群 １，０９３ １．０ １．０

低群 １，３４０ １．３ （１．０８―１．６３） １．７ （１．２８―２．３１）

OR：性別，学年，学校種，家族構成を調整したオッズ比

９５％CI：９５％信頼区間

表４ 学校連結性およびSESの組合せと飲酒・喫煙行動との関連

現在飲酒 現在喫煙

ｎ OR （９５％CI） OR （９５％CI）

学校連結性・SESともに高群 ７３６ １．０ １．０

学校連結性高群・SES低群 ５１７ １．３ （０．９９―１．８２） １．３ （０．７７―２．２９）

学校連結性低群・SES高群 ６０４ １．６ （１．１９―２．１１） ２．７ （１．６６―４．３０）

学校連結性・SESともに低群 ５７６ ２．１ （１．５８―２．７７） ５．１ （３．２７―７．９８）

OR：性別，学年，学校種，家族構成を調整したオッズ比

９５％CI：９５％信頼区間
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くなることが示された．大人を対象としたWeyersらの

研究でも２５），社会的関係性の乏しさとSESの低さが組み

合わされることで，不健康行動のオッズが１．４倍～５．５倍

に増加したと報告されている．彼らは，健康の社会格差

の文脈から，これらの強い関連性はSES低群における累

積的なストレス曝露に対する脆弱性の増大のせいである

と説明している２５）．Andersenらは２４），思春期の飲酒行動

と学校連結性との関係がSESのレベルによって異なるこ

とを報告しているが，学校に否定的な態度や不満を示す

者はSES低群に多く，そのような社会的ストレスを抱え

ている若者は，支援的なネットワークが不足することに

より問題飲酒行動をとりやすく，さらに，学校との関係

性が乏しくなることで，周りの大人が彼らのアルコール

乱用につながる言動を見過ごしてしまう可能性があると

指摘している．本研究でも同様のことが考えられるが，

ストレスなどの中間変数を測定していないために，この

ことは推測としか成り得ない．今後は，中間変数を含め

て，その因果経路を検討する必要がある．

一方で，SESが低くても学校連結性が高い者の飲酒・

喫煙オッズは，参照群の飲酒・喫煙オッズに比べて有意

な増加がみられなかった．言い換えると，学校連結性が

高いことは低SESと飲酒・喫煙行動とのネガティブな関

連性を相殺する効果を持つといえるのかもしれない．こ

のことは健康の社会格差を考える上で重要な意味を持つ．

緒言でも述べたように，生徒個人では如何とも変容しが

たいSESに比べて，学校連結性は個人や集団の努力によ

り変容可能な要因である．したがって，青少年の飲酒・

喫煙行動の防止に向けたヘルスプロモーションにおいて，

学校連結性を高めることは，低いSESという社会経済的

不利がもつ負の影響を軽減できる可能性があると考えら

れる．Watersらのレビューで指摘されているように，

青少年の学校連結性を高めるためには，小さな学校・学

級サイズ，学校における明白で公平な規律や意思決定へ

の生徒の関与，学習・発達支援や先生とのつながりを提

供するパストラルな体制（生徒指導体制），誇りの持て

る管理され手入れされた学校構築環境，学校コミュニ

ティメンバーの対人的支援関係等が重要となるだろう３７）．

本研究の限界として，第一に，本研究で用いたSES指

標があげられる．一般的なSES指標として，親の収入，

職業，学歴がよく使用されるが，単一指標あるいは合成

指標のどちらが良いのかについて合意は得られていな

い３２）．また，若者は親の収入を知らないことや職業分類

に必要な正確な情報は面接でしか得られないことが指摘

されている３２）．本研究では両親の学歴について質問し，

いずれかのうち，より高学歴である方を用いたが，同じ

学歴だとしても父親と母親のどちらの学歴が高いかによ

り家庭の経済状況が異なる可能性がある．同様に，単親

家庭や再婚等の複雑なケースについても経済状況が異な

ることが考えられる．第二に，飲酒・喫煙行動は自己報

告による単一項目のみで測定しており，それらは信頼性

が確かめられてはいるものの，青少年の飲酒・喫煙行動

を把握するうえで最適な質問項目であるかどうかについ

ては不明である．第三に，不登校者や中途退学者はより

危険行動をとりやすいと考えられるが，対象にはこれら

の者が含まれていなかったため，間接的に飲酒・喫煙行

動が過小評価されている可能性も否めない．第四に，本

研究は，沖縄県の全日制県立高等学校に通う生徒のみを

対象としていることから，本知見を日本全国の高校生に

ついて一般化するのは限界がある．最後に，本研究に用

いたデータは横断的であるため，真の因果関係について

は言及できない．

結論として，学校連結性が低い者は学校連結性が高い

者に比べて飲酒・喫煙を行いやすく，同様に，低SES者

は高SES者に比べて飲酒・喫煙を行いやすい傾向にあっ

た．また，学校連結性とSESの組合せにより，飲酒・喫

煙行動との関連の強さは異なっており，学校連結性が低

くSESも低い者は最も強く飲酒・喫煙行動と関連してい

たが，SESが低くても学校連結性が高い者は飲酒・喫煙

行動に関連していないことが示された．以上のことから，

学校連結性を高めることは，青少年の飲酒・喫煙行動を

防止するために有用であり，特に低SES者に効果的であ

ることが示唆された．

本研究にご協力下さった生徒ならびに教職員の皆様に

心より感謝いたします．
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大学生における大麻などの違法薬物に対する
意識に関する研究

中 野 智 美＊１，２，竹 下 誠一郎＊１，斉 藤 ふくみ＊１，宮 川 八 平＊３

＊１茨城大学教育学部
＊２青森市立沖館小学校

＊３茨城大学健康管理センター

Awareness Survey for Illegal Drugs such as
Marijuana／Hashish among College Students

Tomomi Nakano＊１，２ Seiichiro Takeshita＊１ Fukumi Saito＊１ Happei Miyakawa＊３

＊１College of Education, Ibaraki University
＊２Okidate Elementary School

＊３University Health Center, Ibaraki University

In order to investigate the awareness of illegal drugs such as marijuana／hashish among college students,
we conducted an awareness survey in Ibaraki University.

The results were as follows:

１）About９０％ of the students had a high normative consciousness of avoiding the use of drugs such as

marijuana／hashish, and the percentage of the students who had correct understanding of drugs was also
high. On the other hand, about１～５％ of the students had an incorrect understanding of drugs and a low

normative consciousness of drug use.

２）With regard to the increase in abuser of drugs such as marijuana／hashish, over７０％ of the students an-
swered that drugs are readily available.

３）Five Point three％ of the students have the experience of Seeing or hearing about a drug abuse incident

in their vicinity, and０．９％ of them have the experience of being drawn into the drug abuse.

４）Male students perceive drugs as a fashionable statement and as products that give sensual pleasure, and

they have a lower normative consciousness of drug use in comparison with female students.

５）Smokers also perceive drugs as a fashionable statement, and they have a low normative consciousness of

drug use in comparison with non-smokers.

６）Students, who have the experience of watching or listening about a drug abuse incident in their vicinity

and of being drawn into drug abuse, tend to perceive drugs as a fashionable statement and as a product

that gives sensual pleasure; they have a lower normative consciousness of drug use in comparison with stu-

dents who do not have such experiences.

７）In response to dealing with a friend involved in drug abuse, students answered that they report to or

consult with facilities such as the police, college or hospital, but their replies were not firm. The various di-

rective supports that they might give to their friends were also indefinable.

Therefore, in the present context, college students feel that illegal drugs such as marijuana／hashish are fa-
miliar to them. Students, who have an incorrect understanding of drugs and a lower normative consciousness

of drug use, get involved in the risk of experimenting with drugs easily owing to the influence of friends.

With regard to the prevention of drug abuse, the university authorities need to give attention to the spread of

drugs through friends and to take the concrete measures to provide a counseling service for drug abuse pre-

vention in the campus.

Key words：illegal drug, awareness survey, college students

違法薬物，意識調査，大学生
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�．緒 言

近年，大都市圏のいくつかの大学で学生による大麻を

含む違法薬物の乱用または売買事件が大きく報道され

た１）．大学生の大麻事件に関しては，大学構内で売買を

行ったり，仲間同士で吸引をするなど，学生の友人関係

を通じての乱用の拡大が危惧されている２）．若者の間に

広がる大麻汚染は，「興味感覚」や「ファッション感覚」

などを特徴として，「タバコや酒よりも害が少ない」「み

んなやっている」「一度だけなら大丈夫」などの間違っ

た認識や規範意識の低さから手を出すことが多いと言わ

れている３）．

都内の大学４）５）や地方大学６）７）における大学生の違法薬物

に対する意識調査はいくつか既に報告されている．茨城

大学では今まで違法薬物事件は起こっていないが，首都

圏の近隣に位置しており，薬物汚染の広がりが懸念され

る．そこで，今回の研究では，茨城大学の学生に質問紙

調査を行い，大麻を中心とした違法薬物に対する認識，

法的知識，有害性の理解，規範意識，使用を誘われた経

験，周囲における使用の見聞などの実態調査を行った．

また，性別及び喫煙経験の有無によって違いがあるかど

うかに関して検討した．さらに，「もし友人が薬物を使

用していることを知った場合の対応」に対する記述を

コード化及びカテゴリー別に分類して質的研究を行い，

大学における薬物乱用防止対策について考察した．

�．対象及び方法

１．調査時期と対象者

２００９年４月の学生定期健康診断を受けた茨城大学の学

生６，９９３人を対象に質問紙調査を行った．有効回答者は

５，１２１人（回収率７３．２％）であった．

２．質問紙作成方法

質問紙は，２００６年に文部科学省が全国の小学校（第５，

６学年生），中学校（全学年），高等学校（全学年）を対

象に実施した「児童生徒の薬物に関する意識等調査」８）や

過去の報告４－７）を参考に作成した．「違法薬物の名前を

知っているか」「違法薬物の名前をどのように知ったか」

「大麻などの薬物に対する印象」「大麻などの薬物の法

的知識」「大麻などの薬物の有害性の理解」について質

問して，選択肢の中から「当てはまる全て（複数）回答

可」とした．一方，「大麻などの薬物に対する規範意識」

に関しては，選択肢の中から「一つだけ（単一）回答」

を求めた．その他に「生活習慣の状況（飲酒，喫煙及び

食生活）」を調査した．また，大学生を取り巻く薬物環

境の実態を把握するため，「薬物使用を誘われたことが

あるか」，「周囲で薬物乱用を見聞したことがあるか」に

関して調査した．また「薬物使用を誘われたことがある

場合には，その薬物名」の記載を求めた．さらに「友人

の薬物乱用を知った場合の対応」を自由記述で調査した．

３．分析方法

量的研究の分析は，統計解析ソフトSPSS１６．０J for

windowsを使用した．統計的検定は無効回答（以下，

「NA」と略す）を除き，クロス集計の後，χ２検定を行っ

た．有意水準は５％水準，１％水準，０．１％水準とした．

質的研究の分析では，谷津による質的看護研究手法９）を

参考に，自由記述された内容をテキストデータ化，コー

ド化（洗い出しコード化及びまとめ上げコード化），カ

テゴリー化を行い分析した．

４．倫理的配慮

調査対象者のプライバシー保護の観点から，茨城大学

保健管理センターの個人情報保護規定に準じて実施した．

対象者に対して口頭と質問紙で研究の趣旨を説明し，同

意を得た上で質問紙調査を実施した．質問紙は無記名と

し，個人が特定されない様に統計処理を行った．

�．結 果

１．対象者の属性

学部別にみると，工学部１，３７２人（２６．８％），人文学部

１，０８６人（２１．２％），教育学部１，０８０人（２１．１％），理学部

５５７人（１０．９％），農学部４４１人（８．６％），理工学研究科３２２

人（６．３％），不明２６３人（５．１％）であった．学年別にみ

ると，１年生９２１人（１８．０％），２年生１，０２２人（２０．０％），３

年生１，０５２人（２０．５％），４年生１，０９７人（２１．４％），大学

院生４７４人（９．３％），不明５５５人（１０．８％）であった．性

別では，男性２，８５６人（５５．８％），女性２，０２４人（３９．５％），

不明２４１人（４．７％）であった．

２．薬物名の理解と印象

薬物の名前（複数回答可）は，大麻４，７９４人（９３．６％），

覚せい剤４，７７６人（９３．３％），麻薬４，５７７人（８９．４％），コ

カイン４，４１０人（８６．１％），有機溶剤４，２５６人（８３．１％），

あへん３，９２３人（７６．６％），LSD２，０４６人（４０．０％），MDMA

１，８９２人（３６．９％）の学生が知っていた．薬物名を知り

得た方法（複数回答可）としては，学校の授業４，０７１人

（７９．５％），テ レ ビ・ラ ジ オ３，２７７人（６４．０％），ポ ス

ター・パンフレット１，７５７人（３４．３％），本・雑誌１，３３８

人（２６．１％），新聞９９８人（１９．５％），インターネット８９６

人（１７．５％），映 画５９１人（１１．５％），友 人・知 人４２９人

（８．４％），家族２０１人（３．９％）の順に多かった．

大麻などの薬物の印象（複数回答可）は，「一回でも

使うと止められなくなる」が３，４６２人（６７．６％），「使用

や所持は悪いこと」３，３２０人（６４．８％），「心や体に害が

ある」３，１６０人（６１．７％），「犯罪に巻き込まれる」３，０７７

人（６０．１％）を選んだ学生が多かったが，一方で「気持

ち良くなれる気がする」２８２人（５．５％），「眠気覚ましに

効果がある」４１人（０．８％），「ダイエットに効果がある」

４０人（０．８％），「一回くらいであれば，心や体に害はな

い」３４人（０．７％），「かっこいい，ファッションである」

３１人（０．６％）を選んだ学生も存在した．
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３．大麻などの薬物の法的知識及び有害性の理解

「大麻などの薬物を使ったり，持っていたりした場合，

どうなると思うか」の質問に対して（複数回答可），「持っ

ているだけでも罰せられる」３，８８０人（７５．８％），「大麻

は栽培しただけでも罰せられる」２，９５７人（５７．７％），「一

回使うだけでも罰せられる」２，８５３人（５５．７％）と答え

た学生が多かったが，一方で「わからない」１３９人（２．７％），

「使ったり，持っていたりしても罰せられることはな

い」４３人（０．８％）と答えた学生も存在した．

大麻などの薬物の有害性に関する質問に対しては（複

数回答可），「自分の意思で止めるのが難しくなる（精神

依存・身体依存）」４，１８５人（８１．７％），「一回使っただけ

でも，異常に興奮したり，やる気がなくなったりする

（急性中毒）」３，７３９人（７３．０％），「使い続けるのを止め

ても，何かのストレスで見えないものが見えたり，聞こ

えないものが聞こえたりする（フラッシュバック）」

３，６６８人（７１．６％），「薬が切れると，体を動かすことが

嫌になったり，疲れを感じたり，苦しくなったりする

（身体依存・離脱症状）」３，５７２人（６９．８％），「使い続け

ると，脳の神経がおかされ，精神に障害を起こしやすい

（精神的慢性中毒）」３，５２５人（６８．８％），「使い続ける

と，体の様々なところに障害を起こしやすい（身体的慢

性中毒）」３，３１７人（６４．８％），「一回使っただけでも，

死亡することがある（急性中毒死）」２，１５１人（４２．０％）

の順に多かった．

「大麻などの薬物を使うことについて，どのように考

えているか」の規範意識に関する質問に対して（単一回

答），「どのような理由であれ，絶対に使うべきではない

し，許されることではない」と答えた学生は４，４６９人

（８７．３％）と最も多かったが，一方で「他人に迷惑をか

けていないので，使うかどうかは個人の自由である」１０５

人（２．１％），「一回位なら心や体に害はないので，使っ

てもかまわない」２１人（０．４％），「友達や先輩にすすめ

られた時に，きっぱり“NO”と言えるかどうかわから

ない」４７人（０．９％）と答えた学生も存在した．

４．薬物使用の見聞と誘われた経験

「今までまわりの人などが薬物を使用しているのを見

たり聞いたりしたことがありますか」の質問に対して，

２５０人（５．３％）の大学生は「ある」と回答した．見聞し

た薬物の内訳では，不明と答えた１２１人を除くと，大麻

（マリファナなど）５３人，シンナー３７人，覚せい剤１０人

が多く，その他に有機溶剤，コカイン，マジックマッ

シュルーム，エル，LSD，スピードなどの記載があった．

「今まで薬物の使用を誘われたことがありますか」の

質問に対して，４６人（０．９％）の大学生が「誘われたこ

とがある」と回答した．誘われた薬物の内訳では，不明

と答えた２６人を除くと，大麻（マリファナなど）１０人，

シンナー４人，スピード２人の順に多く，その他にエス，

コカイン，大麻，有機溶剤がそれぞれ１人ずつであった．

「大麻などの薬物を使う人が増えているのはどのよう

な理由からだと思いますか」の質問に対して（複数回答

可），「薬物が簡単に手に入るようになっている」と答え

た学生３，８４７人（７５．１％）が最も多く，次いで「簡単に

やせられるとか，一回使っただけでは心や体に害がない

など，薬物を使うことの怖さ（有害性，危険性）につい

て誤った情報があふれている」１，８２７人（３５．７％），「友

達，仲間，先輩，後輩にすすめられる」１，５００人（２９．３％），

「社会のルールを守ろうとする意識が薄れている」１，１８０

人（２３．０％），「薬物を使っても全ての人が警察に見つか

るわけではない」１，０７１人（２０．９％），「学校や家庭がお

もしろくない」９２９人（１８．１％），「本や雑誌等に薬物を

使ってみたいと思わせるような情報が載っている」８３９

人（１６．４％），「薬物の害について学ぶことが少ない」６４２

人（１２．５％）の順に多かった．

５．性別及び喫煙経験との関連

大麻などの薬物についての印象や薬物使用に対する考

え，周囲における薬物使用の見聞及び誘われた経験の有

無について，性別や喫煙経験の有無で差があるかどうか

を検討するために，クロス集計を行った（表１）．男子

学生の方が女子学生に比較して，「かっこいい・ファッ

ションである」「気持ち良くなれる気がする」「一回くら

いであれば，心や体に害はない」を選択した割合が有意

に高かったが，逆に「心や体に害がある」「犯罪に巻き

込まれる」「使ったり，持っていたりすることは悪いこ

と」「一回でも使うと止められなくなる」を選択した割

合は有意に低かった．また，男子学生の方が女子学生に

比較して「絶対に使うべきでないし，許されない」を選

択した割合が有意に低く，逆に「一回くらいならば，

使ってもかまわない」「使うかどうかは個人の自由であ

る」を選択した割合が有意に高かった．喫煙経験のある

学生は非喫煙者に比較して，「かっこいい・ファッショ

ンである」「ダイエットに効果がある」「眠気覚ましに効

果がある」を選択した割合が有意に多かった．また，喫

煙経験のある学生は非喫煙者に比較して「絶対に使うべ

きでないし，許されない」を選択した割合が有意に低く，

逆に「一回くらいならば，使ってもかまわない」「きっ

ぱり“NO”と言えるかどうかわからない」を選択した

割合が有意に高かった．周囲における薬物使用の見聞の

有無に関しては，性別や喫煙経験の有無で有意差を認め

なかった．一方，薬物の使用を誘われた経験のあるのは

男子学生に有意に多かったが，喫煙経験の有無では有意

差を認めなかった．次に，喫煙経験者（ｎ＝４６６）を男

子学生（ｎ＝３８６）と女子学生（ｎ＝８０）の２群に分け

て，それぞれの項目別に統計学的検討を行った．喫煙経

験者の男女比は４．８：１．０で，喫煙経験率は男子学生

１３．６％，女子学生４．０％であった．表１の薬物について

の印象や考え，使用の見聞や勧誘経験の有無の各項目に

関して男女差があるかどうか検討したが，統計学的有意

差を認めなかった．

次に，周囲での薬物使用の見聞または勧誘経験の有無
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によって，薬物についての印象と薬物使用に対する考え

の違いがあるかどうかを検討した（表２）．薬物使用を

見聞したことのある学生及び勧誘された経験のある学生

は，薬物の印象に関して「かっこいい，ファッションで

ある」「気持ち良くなれる気がする」「ダイエットに効果

がある」「眠気覚ましに効果がある」を選択した割合が

有意に高かった．また，薬物使用を見聞したことのある

学生及び勧誘された経験のある学生は，薬物の使用に関

して「絶対に使うべきでないし，許されない」を選択し

た割合は有意に低く，逆に「使うかどうかは個人の自由

である」を選択した割合が有意に高かった．

６．薬物を乱用する友人への対応

「大学に入学後，もし友人が薬物を使用していること

を知った場合，あなたならどうしますか」という質問に

対する回答（自由記述，ｎ＝１，２９１）をテキストデータ

化し，洗い出しコード化した後にまとめ上げコード化

「 」して，サブカテゴリー〈 〉，カテゴリー【 】

に分類した．例えば，自由記述「できるだけやめるよう

に説得する」をテキストデータ化→「やめるように説得

する」（洗い出しコード化）→「説得する」（まとめ上げ

コード化）→〈言語的指導〉（サブカテゴリー分類）→

【指導的対応】（カテゴリー分類）の順に分類された．

その結果，薬物を乱用する友人への対応は，【指導的対

応】，【組織的対応】，【逃避的対応】，【段階的対応】，【支

援的対応】，【条件付け対応】に分類された（表３）．

【指導的対応】に関する記述は，さらに〈言語的指導〉，

〈抽象的指導〉，〈願望的指導〉，〈追求的指導〉，〈体罰的

指導〉，〈感情的指導〉に細分化された（表４）．〈言語的

指導〉は言葉を介したものであり，「説得する」，「言う」

の記述が多く，次いで「注意する」，「薬物の怖さを伝え

る」，「忠告する」，「叱る」，「警告する」の順であった．

〈抽象的指導〉は具体的な行動は含まれないものであり，

「とめる」，「やめさせる」が多く，その他に「努力させ

る」，「ダメ，絶対」，「阻止する」という記述があった．

その他に〈願望的指導〉は回答者の思いが記されたもの

であり，「とめたい」，「やめさせたい」，「やめてほしい」，

〈追求的指導〉はどうして使ったのか，その原因を追求

するなど具体的な記述がされているものであり，「原因

を探る」，「取り上げる」，「観察する」，「対策を考える」，

〈体罰的指導〉では「殴る」，〈感情的指導〉では「怒る」

が挙げられた．

【組織的対応】では，〈警察〉，〈大学〉，〈病院〉，〈家

族・友人〉，〈他組織〉に細分化された．〈警察〉に「通

報する」（ｎ＝６６）と「行く」（ｎ＝２１）が最も多く，他

に「相談する」，「自首するように説得する」があった．

〈大学〉では，教員，大学機関，保健管理センターに分

けられたが，教員に「相談する」（ｎ＝１４）または「言

う」（ｎ＝１３）が最も多かった．〈病院〉では，「連れて

表１ 薬物についての印象・考え・見聞・勧誘経験と性別・喫煙経験との関連

性 別 喫 煙

男 女 P値 喫煙経験者 非喫煙者 P値

� 薬物についての印象（複数回答可） （n＝２，８２９） （n＝２，０１３） （n＝４６６） （n＝４，５０２）

かっこいい，ファッションである ２４（ ０．８％） ３（ ０．１％） P＜０．０１ ７（ １．５％） ２４（ ０．５％） P＜０．０５

気持ち良くなれる気がする １９０（ ６．７％） ７９（ ３．９％） P＜０．００１ ５８（１２．４％） ２２１（ ４．９％） N.S.

ダイエットに効果がある １９（ ０．７％） １８（ ０．９％） N.S. １１（ ２．４％） ２８（ ０．６％） P＜０．００１

眠気覚ましに効果がある ２１（ ０．７％） １８（ ０．９％） N.S. １０（ ２．１％） ３１（ ０．７％） P＜０．０１

一回くらいであれば，心や体に害はない ２６（ ０．９％） ７（ ０．３％） P＜０．０５ ６（ １．３％） ２７（ ０．６％） N.S.

心や体に害がある １，６３６（５７．８％）１，４１８（７０．４％） P＜０．００１ ２２０（４７．２％）２，９１５（６４．７％） N.S.

犯罪に巻き込まれる １，６１２（５７．０％）１，３６４（６７．８％） P＜０．００１ ２１３（４５．７％）２，８３９（６３．１％） N.S.

使ったり，持っていたりすることは悪いことだ １，６９３（５９．８％）１，５２９（７６．０％） P＜０．００１ ２４０（５１．５％）３，０５３（６７．８％） N.S.

一回でも使うと止められなくなる １，７９９（６３．６％）１，５５３（７７．１％） P＜０．００１ ２４７（５３．０％）３，１８６（７０．８％） N.S.

� 薬物使用に対する考え（単一回答） （n＝２，６３６） （n＝１，９４０） （n＝４３１） （n＝４，２５７）

絶対に使うべきでないし，許されない ２，４２３（９１．９％）１，８９０（９７．４％） P＜０．００１ ３８２（８８．６％）４，０３８（９４．９％） P＜０．００１

一回くらいならば，使っても構わない １８（ ０．７％） ２（ ０．１％） P＜０．０１ ８（ １．９％） １３（ ０．３％） P＜０．００１

使うかどうかは個人の自由である ９３（ ３．５％） ８（ ０．４％） P＜０．００１ １６（ ３．７％） ８９（ ２．１％） N.S.

きっぱりと“NO”と言えるかどうかわからない ３０（ １．１％） １７（ ０．９％） N.S. １２（ ２．８％） ３４（ ０．８％） P＜０．００１

� 周囲における薬物使用の見聞の有無 （n＝２，６４０） （n＝１，９４９） （n＝４２９） （n＝４，２７２）

薬物使用を見たり聞いたりしたことある １４６（ ５．５％） ９８（ ５．０％） N.S. ５８（１３．５％） １８６（ ４．４％） N.S.

� 薬物使用の勧誘経験の有無 （n＝２，６８５） （n＝１，９８０） （n＝４４４） （n＝４，３３９）

薬物使用を誘われたことがある ３５（ １．３％） ９（ ０．５％） P＜０．０１ １３（ ２．９％） ３２（ ０．７％） N.S.

n＝有効回答者数 N.S.＝有意差なし

２２１中野ほか：大学生における大麻などの違法薬物に対する意識に関する研究



いく」（ｎ＝２０），「行くことを勧める」（ｎ＝１２）が最も

多く，他に「行かせる」，「相談する」，「紹介する」，「入

院させたい」，「探す」が挙げられた．その他に，〈更生

施設〉及び〈保健所〉などに「相談する」，「任せる」，「助

けを求める」，「入れる」，「勧める」，「探す」，「連絡す

る」，他に〈家族，友人〉に「言う」などが挙げられた．

【逃避的対応】に関してサブカテゴリーの抽出は不可

能であったが，「関わらない」（ｎ＝６６），「友人をやめる」

（ｎ＝３１），「縁を切る」（ｎ＝２４），「何も言えない」（ｎ

＝２３），「放っておく」（ｎ＝１８），「距離を置く」（ｎ＝１８），

「離れる・避ける」（ｎ＝１７），「近づかない」（ｎ＝１７），

「見て見ぬふり」（ｎ＝１３），「無視」（ｎ＝９）の順に多

かった．その他に，「軽蔑する」，「友人は薬物を使用し

ない」，「哀れに思う」，「使用していないと信じたい」，

「どうなるか見る」，「関係ない」，「今後の付き合いを考

える」，「どうでもいい」，「無理だと思う」などが挙げら

れた．

【段階的対応】では，〈指導的対応→組織的対応〉と〈指

導的対応→逃避的対応〉が多かった．〈指導的対応→組

織的対応〉は，「やめるように言う，その後，警察に通

報する」，「とめる，その後，専門の人に相談する」，「注

意する，その後，教授か学務係に相談する」などが挙げ

られた．〈指導的対応→逃避的対応〉は，「やめるように

言う，その後，友人をやめる」，「怒る，その後，友人を

やめる」，「１回だけやめるように言う，その後，深く関

わらないようにする」，「とめる，その後，諦める」など

が挙げられた．

【支援的対応】に関してはサブカテゴリーの抽出は不

可能であったが，「話を聞く」（ｎ＝２０）が最も多く，「相

談に乗る」（ｎ＝８），「協力する」（ｎ＝３），「支えにな

る」（ｎ＝２），「やめられるまで友人でいる」（ｎ＝２）

が次いで，その他に「体を気遣う」，「手助けをする」，

「そばにいる」，「サポートする」，「救う」，「相談に乗り

たい」がみられた．

【条件付け対応】では，さらに〈友人〉，〈薬物の依存

状態〉，〈誘われた〉，〈やめる意思〉，〈自分に害がない〉

に細分化された．〈友人〉では，「親しい人ならやめさせ

る」（ｎ＝１８）が最も多く，「親しくないなら，関わらな

い」「親しくないなら，距離を置く」「友人による」「友

人により，説得する」などが挙げられた．その他に「依

存状態による」「誘われたら，縁を切る」「やめる意思に

よる」「自分に害がなければ良い」などが挙げられた．

�．考 察

大麻などの薬物の印象に関しては，「一回でも使うと

止められなくなる」「使用や所持は悪いこと」「心や体に

害がある」「犯罪に巻き込まれる」など正しい認識を持っ

た学生が多かったが，一方で「気持ち良くなれる気がす

る」「眠気覚ましに効果がある」「ダイエットに効果があ

る」「一回くらいであれば，心や体に害はない」「かっこ

いい・ファッションである」など薬物を効果的なものと

して捉えている学生も少数ながら存在した．その中でも

「気持ち良くなれる気がする」と回答した学生は５％を

越えており，薬物を快楽と結びつけて考えている学生が

比較的多いことがわかった．また，薬物の法的知識とし

て，「持っているだけでも罰せられる」「大麻は栽培した

表２ 薬物についての印象・考えと見聞と勧誘経験の有無との関連

薬物使用を見たり聞いたりしたこと 薬物使用を誘われたこと

ある ない P値 ある ない P値

� 薬物についての印象（複数回答可） （n＝２４９） （n＝４，４８９） （n＝４６） （n＝４，７７０）

かっこいい，ファッションである ７（ ２．８％） １８（ ０．４％） P＜０．００１ ２（ ４．３％） ２５（ ０．５％） P＜０．０１

気持ち良くなれる気がする ３９（１５．７％） ２２１（ ４．９％） P＜０．００１ ８（１７．４％） ２５５（ ５．３％） P＜０．００１

ダイエットに効果がある ８（ ３．２％） ２９（ ０．６％） P＜０．００１ ３（ ６．５％） ３５（ ０．７％） P＜０．００１

眠気覚ましに効果がある ７（ ２．８％） ３０（ ０．７％） P＜０．００１ ２（ ４．３％） ３７（ ０．８％） P＜０．０１

一回くらいであれば，心や体に害はない ７（ ２．８％） ２３（ ０．５％） N.S. ２（ ４．３％） ３０（ ０．６％） P＜０．０５

心や体に害がある １７０（６８．３％）２，８４９（６３．５％） N.S. ２６（５６．５％）３，０３６（６３．６％） N.S.

犯罪に巻き込まれる １４７（５９．０％）２，７８２（６２．０％） N.S. ２４（５２．２％）２，９４３（６１．７％） N.S.

使ったり，持っていたりすることは悪いことだ １４９（５９．８％）３，０１５（６７．２％） P＜０．０５ ２６（５６．５％）３，１８３（６６．７％） N.S.

一回でも使うと止められなくなる １６０（６４．３％）３，１２９（６９．７％） N.S. ２２（４７．８％）３，３１３（６９．５％） P＜０．０１

� 薬物使用に対する考え（単一回答） （n＝２４４） （n＝４，４１７） （n＝４５） （n＝４，６７９）

絶対に使うべきでないし，許されない ２１６（８８．５％）４，１７８（９４．６％） P＜０．００１ ３８（８４．５％）４，４１７（９４．４％） P＜０．０５

一回くらいならば，使っても構わない ３（ １．２％） １７（ ０．４％） N.S. ２（ ４．４％） １９（ ０．４％） P＜０．０１

使うかどうかは個人の自由である １０（ ４．１％） ９３（ ２．１％） P＜０．０５ ４（ ８．９％） １０１（ ２．２％） P＜０．０５

きっぱりと“NO”と言えるかどうかわからない ６（ ２．５％） ４０（ ０．９％） P＜０．０５ ０（ ０．０％） ４５（ １．０％） N.S.

n＝有効回答者数 N.S.＝有意差なし

２２２ 学校保健研究 Jpn J School Health５４；２０１２



だけでも罰せられる」「一回使うだけでも罰せられる」

など正しい知識を持った学生が多かったが，一方で

「使ったり，持っていたりしても罰せられることはな

い」と誤った知識を持った学生も少数ながら存在した．

また，大麻などの薬物の使用に関して，「どのような理

由であれ，絶対に使うべきではないし，許されることで

はない」と答えて規範意識の高い学生が多かったが，一

方で「他人に迷惑をかけていないので，使うかどうかは

個人の自由である」「一回位なら心や体に害はないので，

使ってもかまわない」「友達や先輩にすすめられた時に，

きっぱり“NO”と言えるかどうかわからない」など規

範意識の低い学生が少数ながら存在した．これらの結果

は，首都圏の大学の調査結果４）５）とほぼ同様の傾向であっ

た．

「周囲で大麻等の違法薬物を所持したり，使用してい

る（いた）」と回答した学生は，早稲田大学４）のアンケー

トでは９．９％，法政大学５）でも８．６％と多かったが，一方，

愛媛大学６）では２．２％，鹿児島の鹿屋体育大学７）では３．０％

であった．今回の茨城大学でのアンケート調査で

は，５．３％の学生が今まで周囲で薬物を使用しているの

を見聞したと解答しており，大都市圏と地方大学の中間

的な立地条件を反映していると考えられる．また，「違

法薬物を他人から勧められたことがある」と回答した学

生は，早稲田大学４）では５．６％，法政大学５）では２．０％，鹿

屋体育大学７）では２．０％であったが，今回の茨城大学では

０．９％と少なかった．しかしながら，１００人中１人位の学

生が薬物の使用を誘われたことがあるという事実を軽視

することはできない．

薬物事犯（大麻事犯）で検挙された大学生の供述内容

では，動機として「薬物に興味があった」「友人から誘

われ断れなかった」，使用場所として「自宅」「友人宅」

「大学構内」，購入先として「友人から」「売人から」，

購入場所として「路上」「大学構内」が挙げられており１０），

大学生の薬物乱用は主に友人関係を通じて広がることが

危惧されている．また今回のアンケート結果で，薬物乱

用の増加の原因として「薬物が簡単に手に入るように

表３ 薬物を乱用する友人への対応（n＝１，２９１）

【カテゴリー】 n（％） 〈サブカテゴリー〉 n

【指導的対応】
５５６

（４３．０％）

〈言語的指導〉 ２８１

〈抽象的指導〉 ２１４

〈願望的指導〉 １５

〈追求的指導〉 １０

〈体罰的指導〉 ８

〈感情的指導〉 ６

〈その他〉 ２２

【組織的対応】
２９９

（２３．２％）

〈警察〉 １０１

〈大学〉 ５０

〈病院〉 ４０

〈不特定〉 ５５

〈他組織〉 ２４

〈複数の組織〉 ２２

〈家族・友人〉 ７

【逃避的対応】
２５３

（１９．６％）
抽出不可

【段階的対応】
１０１

（ ７．８％）

〈指導的対応→組織的対応〉 ４６

〈指導的対応→逃避的対応〉 ４４

〈指導的対応→組織的対応→組織的対応〉 ５

〈指導的対応→指導的対応〉 ３

〈指導的対応→逃避的対応→組織的対応〉 １

〈組織的対応→指導的対応→支援的対応〉 １

〈組織的対応→組織的対応〉 １

【支援的対応】
４１

（ ３．２％）
抽出不可

【条件付け対応】
４１

（ ３．２％）

〈友人〉 ３１

〈薬物の依存状態〉 ４

〈誘われた場合〉 ２

〈やめる意思〉 ２

〈自分に害がない〉 ２

２２３中野ほか：大学生における大麻などの違法薬物に対する意識に関する研究



なっている」と答えた学生が７０％を超えたが，首都圏の

大学のアンケート結果４）５）でも学生の過半数は違法薬物の

入手は「簡単に手に入る」または「何とか手に入る」と

回答している．また，今回の分析結果（表２）でも，薬

物使用の勧誘を受けた経験のある学生の方が，経験のな

い学生に比較して，薬物をファッション感覚で快楽的な

ものとして捉える割合が高く，薬物使用についての規範

意識が低い傾向にあった．勧誘された学生が必ずしも薬

物に手を染める訳ではないが，勧誘されるような友人関

係を持つ学生の薬物に対する認識が甘く罪悪感が低い傾

向があると考えるならば，大学生の薬物汚染拡大の一つ

の要因になりうると考えられる．従って，現代の大学生

にとって違法薬物は比較的身近に存在するものとして捉

えられており，友人を介して安易な動機で手を出す危険

を常にはらんでいると言える．

薬物に関する意識の性差を検討したところ，男子学生

は薬物についてファッション感覚で快楽的なものとして

捉える確率が高く，薬物使用が心身の害になる意識や犯

罪に巻き込まれる危機感・薬物使用や所持の罪悪感が低

い傾向があった．また，男子学生は女子学生に比べて薬

物使用に対する規範意識が低い学生が多く見られた．さ

らに，薬物使用を勧誘された経験に関しても男子学生の

方が多かった．実際，厚生労働省・警察庁・海上保安庁

の統計資料１１）によれば，平成２１年度の全国の覚せい剤事

犯の検挙数（総数１１，８７３人）でも，男性（９，４２９人）の

方が女性（２，４４４人）に比べて多かった．また，日本の

高校生の薬物乱用経験は女子よりも男子の方が高率であ

り１２），英国の調査でも全年齢層において男性の薬物乱用

者出現率は女性よりも高かったと報告されている１３）．次

に，喫煙経験との関連を検討したところ，喫煙経験者は

薬物についてタバコと同様に「ダイエットや眠気覚まし

に効果がある」という印象で捉える傾向が高かった．ま

た，喫煙経験者は非喫煙者に比べて，薬物使用に対する

規範意識が低い傾向にあった．男子学生の喫煙経験者は

女子学生に比較して５倍近く多かったが，喫煙経験者を

男女２群に分けて各項目で統計学的検討を行ったところ

男女差を認めなかった．従って，上記の喫煙経験者の傾

向は，喫煙経験者には男子学生が多いということだけで

は説明できない．しかしながら，逆に男子学生には喫煙

経験者が多いため，間接的に上記の男子学生の傾向が認

められたという事も否定できない．三好らの報告１４）でも，

男子学生の違法薬物乱用のリスクは女子学生よりも高い

傾向があることが示唆されたが，統計学的有意差は認め

なかった．中学生・高校生の調査１５）では，喫煙している

者や飲酒している者の中には高い頻度で，有機溶剤・大

麻・覚せい剤の使用経験者が含まれていたと報告されて

いる．また，中学生の喫煙は，有機溶剤乱用への入り口

になっている可能性が高いと報告されている１６）．未成年

の喫煙や飲酒がゲートウェイ１７）となり，薬物使用にエス

カレートする可能性が指摘されている１８）．従って，喫煙

経験者は非喫煙者に比べて薬物乱用に手を染めるリスク

が高いことが示唆され，青少年の喫煙防止が重要である

ことが認識された．今回の研究でも大学生の違法薬物に

対する意識に関して男女及び喫煙経験の有無で差があっ

たが，薬物乱用のリスクになりうるかどうかは，今後さ

らに大規模な調査が必要である．

勝野１）は薬物乱用の第一次予防として薬物のない社会

を築くための教育（特に学校教育），第二次予防として

乱用・依存の防止（早期発見・早期治療），第三次予防

として薬物依存症の治療と社会復帰を挙げている．もし

一人の学生が違法薬物を使用した場合，友人関係を通じ

て他の学生へ広がることを未然に防ぐことも，第二次予

防として重要な意味を持つと考える．その拡散防止対策

の一つとして「薬物を乱用する友人にどのように対応す

べきか」が重要と思われる．今回の研究結果では，「言

う」，「説得する」などの言語的指導をすると回答した学

生が多かったが，「とめる」，「やめさせたい」など，具

体的な方法が明記されていない抽象的指導が多くみられ，

実際に友人が薬物を乱用した場合に適切な対応ができる

か懸念された．次に組織的対応が多かったが，通報また

は相談する場所が警察，大学，病院，更正施設，保健所

などに分かれており，学生自身もまず何処へ通報または

表４ 【指導的対応】のコード分類

サブカテゴリー コ ー ド ｎ

言語的指導

（２８１）

説得する １０４

言う １０３

注意する ３９

薬物の怖さを伝える １６

忠告する １０

叱る ６

警告する ３

抽象的指導

（２１４）

とめる １０３

やめさせる ９７

努力させる ７

ダメ，絶対 ５

阻止する ２

願望的指導

（ １５）

とめたい １０

やめさせたい ３

やめてほしい ２

追求的指導

（ １０）

原因を探る ４

取り上げる ２

観察する ２

対策を考える ２

体罰的指導

（ ８）
殴る ８

感情的指導

（ ６）
怒る ６

そ の 他 ２２

合 計 ５５６
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相談すれば良いのかが不明瞭で，混乱している一面がう

かがえた．また，「関わらない」「友人をやめる」などの

逃避的対応も２０％近く見られ，他人事として「見て見ぬ

ふり」する対応は薬物乱用の拡散を助長する一因になり

得る．従って，大学側は，薬物乱用防止教育の一環とし

て，友人が違法薬物を使用した際にどの様に対応すべき

かを学生に明示することが重要と考える．その一つの方

法として，大学のキャンパス内の学生センターや保健管

理センター等に，学生からの違法薬物の通報・相談を一

括して受け付ける窓口を設置することが挙げられる．相

談窓口の設置によって，学生側も通報や相談する場所に

悩む必要が無くなり，薬物乱用の早期発見・拡散防止に

つながる可能性がある．新学期のガイダンス等で学生全

員に告知すれば，より効果的と思われる．

�．結 語

大学生における大麻などの違法薬物に対する意識を調

査するため，茨城大学でアンケート調査を実施した．そ

の結果，

１）約９０％の学生は，大麻などの薬物を使用すべきでは

ないという高い規範意識を持っており，正しい認識を

示した学生の割合も高かった．一方で，約１～５％の

学生は誤った認識を持ち，規範意識も低かった．

２）大麻などの薬物乱用者増加の原因として，７０％以上

の学生は「薬物が簡単に手に入るようになっている」

と答えた．

３）周囲で薬物使用を見聞した経験のある学生は５．３％，

薬物の使用を誘われた経験のある学生は０．９％であっ

た．

４）男子学生は，女子学生に比較して，薬物について

ファッション感覚及び快楽的なものとして捉える割合

が高く，規範意識は低い傾向を認めた．

５）喫煙経験者は，非喫煙者に比較して，薬物について

ファッション感覚で捉える割合が高く，規範意識は低

い傾向を認めた．

６）周囲で薬物使用の経験のある学生及び薬物の使用を

誘われた経験のある学生は，経験のない学生に比較し

て，薬物についてファッション感覚及び快楽的なもの

として捉える割合が高く，期範意識は低い傾向を認め

た．

７）薬物を乱用する友人への対応として，学生が通報ま

たは相談する場所として警察，大学，病院など一定し

ておらず，学生の考える指導的対応も抽象的なものが

多かった．

従って，現代の大学生にとって大麻などの違法薬物は

比較的身近に存在するものとして捉えられており，誤っ

た認識を持ち規範意識の低い一部の学生は，友人を介し

て安易な動機で手を出す危険をはらんでいることが示唆

された．薬物乱用防止対策として，大学は学生の友人関

係を通じての拡散に目を向けて，学内に相談窓口を設置

するなど具体策を講じる必要があると考える．
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�．はじめに

近年，我が国においては，自分自身の健康に対する関

心の高い国民の増加や，国民の健康に対するニーズの多

様化に伴い，身近にある一般用医薬品等を活用しながら，

「自分自身の健康に責任をもち，軽度な身体の不調は自

分で手当てすること」１）である「セルフメディケーション」

の考え方が広まりつつある２）．セルフメディケーション

の推進を目的の一つとして平成２１年に施行された，薬事

法の一部を改正する法律（以下，改正薬事法）では，従

来の薬局・薬店に加え，コンビニやスーパーでも一般用

医薬品を購入することが可能となった．これらのことか

中学生の医薬品使用行動の実態とその関連要因
―予備的質問紙調査の結果より―

堺 千 紘＊１，川 畑 徹 朗＊１，宋 昇 勲＊１，菱 田 一 哉＊１

李 美 錦＊１，辻 本 悟 史＊１，中 村 晴 信＊１，今 出 友紀子＊１

＊１神戸大学大学院人間発達環境学研究科

Factors Associated with Medicine Use among Junior High School Students
―Based on a Pilot Questionnaire Survey―

Chihiro Sakai＊１ Tetsuro Kawabata＊１ Seunghun Song＊１ Kazuya Hishida＊１

Meijin Li＊１ Satoshi Tsujimoto＊１ Harunobu Nakamura＊１ Yukiko Imade＊１

＊１Graduate School of Human Development and Environment, Kobe University

The main purpose of this pilot study was to explore adolescents’medicine use and clarify the relationships

between self-esteem, stress management skills and medicine use among junior high school students.

The study sample was comprised of１１１students（５９boys and５２girls）in the ninth grade from one public

junior high school in Fukuoka prefecture. The data were collected in September２０１０, using an anonymous

self-administered questionnaire.

The main results were as follows.

１）Most of the students（９３．２％ of boys, ９４．２％ of girls）had taken medicines in the last year. Likewise,

about a half of the students（４６．６％ of boys,４８．１％ of girls）had done so in the last month.

２）The percentages of students who had had experience with taking medicines without consulting with

adults were３５．６％ in boys and４２．３％ in girls. For buying medicines by themselves, the percentages were

５．１％ in boys and５．８％ in girls. For getting medicines from their friends, the percentages were１３．８％ in

boys and２６．９％ in girls, and for giving medicines to their friends, the percentages were１１．９％ in boys and

１９．２％ in girls.

３）Many of the students（５７．６％ of boys and６７．３％ of girls）consulted their parents“every time”when

they took medicines, and ７１．２％ of the students thought that parents were reliable information sources

about medicines.

４）The students who had had experience with buying medicines by themselves showed lower family-related

self-esteem score and higher emotion-focused coping strategies score than who did not.

５）The students who had had experience with getting medicines from their friends showed lower general

self-esteem score and higher emotion-focused coping strategies score than who did not.

６）The students who did not follow the rules such as taking medicines in a recommended time showed

lower general self-esteem and family-related self-esteem scores, and higher emotion-focused coping strate-

gies score.

The results of this study imply that there are some relationships between self-esteem, stress management

skills and medicine use among junior high school sudents. However, because this study was a pilot study with

a small sample, the validity of the conclusion should be confirmed in a large-scale study.

Key words：medicines, junior high school students, life skills

医薬品，中学生，ライフスキル

研究報告
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ら，今後，一般用医薬品は我々の生活にとってより身近

なものとなり，利用者の判断で医薬品を使用する機会が

高まるものと考えられている．

医薬品は，疾病の予防や治療を目的としてほとんど全

ての人が生涯を通じて使用するものである．しかし，医

薬品は，その有効性の一方で，人体に好ましくない影響

を引き起こす可能性がある．したがって，医薬品を使用

する際には，決められた通りに適切に使用し，わからな

いことがある場合や，問題が生じた場合には，専門家に

相談することが重要であると考えられている．

しかし，世代を問わず多くの人々が日常生活で一般用

医薬品等を使用している３－５）一方で，説明書を読まない，

医薬品をのむ時間や量を守らないなど，医療目的であっ

ても医薬品を適切に使用していない利用者が少なくない

のが現状である３）５）．青少年について言えば，欧米の研究

によると，青少年期には自己判断で医薬品を使用する者

が多くなる一方で６）７），そういった青少年の中には，医薬

品に関して十分な知識をもっていない者や，医療目的で

あっても適切に使用できていない者がいることが指摘さ

れている８）９）．

このような実態から，自己判断で医薬品を使用し始め

る者が多くなる青少年期に，学校で適切な使用方法など

について指導することは重要だとする意見が少なくな

い６）７）１０）１１）．そこで著者らは，青少年の適切な医薬品使用

を促すために，青少年の医薬品使用行動にかかわる重要

な要因を明らかにし，そうした要因に適切に働きかける

ための教育内容や指導法を検討することとした．

青少年の医薬品使用行動の内，本来の目的でなく，快

感を得るためやダイエットなどの目的で医薬品を使用す

ることについては，国内外において比較的多く研究が行

われている１２）１３）．しかし，添付文書を読まない，用法・

用量を守らないといった，医療目的であっても適切に用

いられていない医薬品使用行動の関連要因に関する研究

は，我が国においては比較的少ない．一方，青少年の医

薬品使用行動の関連要因について比較的多くの研究が行

われている欧米における知見によれば，青少年の医薬品

使用行動には，保護者や友人の価値観や態度１４）１５），医薬

品の入手容易性１１）１６）といった社会的要因とともに，心理

社会的ストレス１１）１２）や自分の健康に関する認知６）１１）１７）など

の個人的要因がかかわっているとされている．さらに，

Andersenら１８）は，飲酒および喫煙経験のある者はない

者と比べて，過去１か月間の医薬品使用率が高かったこ

とを報告し，医薬品使用行動が飲酒や喫煙といった危険

行動と密接な関係にある可能性を示唆している．

このように，青少年の医薬品使用行動は，心理社会的

ストレスといった心理社会的要因と関連があり，喫煙や

飲酒といった危険行動とも関連があることが示唆されて

いることを考慮すると，医薬品使用行動の関連要因を検

討するにあたって，青少年の健康を損う恐れの高い様々

な危険行動の共通要因と考えられているセルフエス

ティームやライフスキルとの関係を検討する意義は大き

い．我が国においても，セルフエスティームおよびライ

フスキルと，喫煙，飲酒，薬物乱用１９－２１），性行動２２），不

健康な食行動２３），運動不足２４）を含む，青少年の様々な危

険行動との関係については，比較的多くの研究がなされ

ている．しかしながら，青少年の医薬品使用行動とセル

フエスティームおよびライフスキルとの関係について検

討している研究は，我が国においては現段階では見当た

らない．

そこで，本研究では中学生を対象として，１）医薬品

使用にかかわる行動や態度の実態，２）医薬品使用行動

とセルフエスティームおよびライフスキルの一つである

ストレス対処スキルとの関係について予備的に検討する

こととした．なお，調査対象学年は，新学習指導要

領２５）２６）により義務教育で初めて医薬品に関して学習する

中学校３年生とした．

�．方 法

１．対 象

福岡県北九州市の公立中学校１校に在籍する３年生８

クラスの内，３クラスを調査対象とした．なお，調査対

象クラスの選定は中学校に委ねた．在籍者数は１１７名で，

当日欠席者６名を除いた１１１名が調査に参加し，有効回

答率は１００％であった．男女の内訳は，男子５９名，女子

５２名であった．

２．データ収集

２０１０年８月に調査票を調査対象校に郵送し，２０１０年９

月に調査を実施した．調査は，調査対象クラスの学級担

任に依頼した．調査実施方法の統一を図るために調査実

施者用手引書を作成し，生徒への説明や指示を具体的に

記して，指示内容以外の説明を行わないように求めた．

また，できるだけ正確な回答を得るために，回答した

内容についての秘密の保持に配慮した．第一に，調査は

自記入式の無記名調査とした．第二に，記入後はあらか

じめ各人に配付した封筒に記入済みの調査票を入れ，封

をさせた．第三に，調査中は机間巡視をしないように調

査実施担当教師に求めた．さらに，調査実施に先立ち，

答えたくない質問には答えなくてもかまわないこと，回

答の秘密は保持されることを，学級担任が口頭で生徒に

伝えた．

また，生徒のプライバシーに配慮し，生徒自身の健康

状態や，慢性疾患等でのむことが決められている医薬品

の服薬状況に関する質問は含めないこととした．

３．調査項目

調査時点における中学校学習指導要領２７）においては医

薬品に関する記述はなく，中学校においては医薬品に関

する指導は行われていないものと考えられた．そこで，

本研究では，調査対象の中学校３年生は一般用医薬品と

医療用医薬品の区別や，医薬品とサプリメントなどの健

康食品との区別が困難であると考え，一般用医薬品と医
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療用医薬品の区別はせず，栄養補給を目的とする医薬品

は調査対象に含めないこととした．さらに，回答の混乱

を避けるため，医薬品の中でも内服薬（のみ薬）に限定

した．これらのことを踏まえ，本研究では，医薬品を

「以下の質問の『医薬品』とは，どこか痛い，熱がある

など，からだの具合が悪いときにのむ医薬品のことです．

ぜんそくやアトピーなどの医薬品で，ふだんのむことが

決められている医薬品はふくみません」と定義し，調査

票に記した．

表１には，本研究で用いた主な調査項目を示した．

１）医薬品使用にかかわる行動や態度

医薬品使用経験に関して，過去１年間および過去１か

月間に，どのような症状のときに服薬したかをたずね，

当てはまるもの全てを選択してもらった（１．かぜ（せ

き，鼻水，熱），２．頭痛，３．乗り物酔い，４．生理

痛，５．腹痛・お腹の具合が悪い（げり・便秘など），

６．その他，７．医薬品はのんでいない）．なお，先行

研究５）では医薬品の種類別（鎮痛薬，整腸薬など）に使

用経験をたずねているものが多かったが，中学生ではそ

ういった医薬品の種類に関する知識が不十分な者もいる

と考え，本研究では症状別に質問することとした．

大人に相談しないで自分で医薬品を使用した経験（自

己判断での医薬品使用）に関して，保護者（親など）や

学校の先生（担任，保健室の先生など）に相談しないで，

自分で医薬品をのんだ経験（服薬）および自分で買った

経験（医薬品購入），友人から医薬品をもらった経験お

よび友人に医薬品をあげた経験（友人との医薬品のシェ

ア）の有無について質問し，２件法（１．ある，２．な

い）で回答を求めた．

医薬品を使用する際の注意事項に関しては，新学習指

導要領２５）２６），高等学校保健体育科の教科書２８）２９），財団法人

日本学校保健会の医薬品教育の資料３０）３１）を参考に，�注

意書き（説明書）を読む，�のむ時間を守る，�のむ量

を守る，の３項目を選定した．そして，各注意事項を実

際にどの程度守っているか（行動），またそれらを守る

ことについてどう思うか（態度）をたずねた．「行動」

については，５件法（１．守っている（または１．いつ

も読んでいる），２．守っていないときもある（または

２．読まないときもある），３．ほとんど守っていない

（または３．ほとんど読まない），４．よくわからない，

５．医薬品はのまない）で，「態度」については，３件

法（１．大切だと思う，２．あまり大切だと思わない，

３．よくわからない）で回答を求めた．

医薬品を使用する際の相談相手に関して，「あなたは，

医薬品をのむとき，誰に相談することが多いですか」と

いう質問に対して，（１．保護者，２．きょうだい，３．

友人，４．専門家（医師，歯科医師，薬剤師など），５．

学校の先生（担任，保健室の先生など），６．その他）

の中から当てはまるもの全てを選択してもらった．

医薬品を使用する際に，保護者，きょうだい，友人に

相談する頻度に関して，それぞれ，（１．いつも相談す

る，２．ときどき相談する，３．あまり相談しない，４．

全く相談しない）の中から一つを選択してもらった．

信頼できると思う医薬品に関する情報源について，

（１．テレビの番組，２．テレビの広告，３．インター

ネット，４．雑誌の記事，５．雑誌の広告，６．保護者

（親など），７．きょうだい，８．友人，９．専門家（医

師，歯科医師，薬剤師など），１０．学校の先生（担任，

保健室の先生など），１１．その他）の中から当てはまる

もの全てを選択してもらった．

また，「その他」の選択肢を選んだ場合については，

具体的な内容を記入してもらった．

表１ 主な質問項目

【医薬品使用経験】

・医薬品使用経験（過去１年間，過去１か月間）

・自己判断での医薬品使用経験（服薬，医薬品購入，友人との医薬品のシェア）

【注意事項を守ることに関する行動や態度】

・注意事項を守ることに関する行動（説明書を読むこと，のむ時間を守ること，のむ量を守ること）

・注意事項を守ることに関する態度（説明書を読むこと，のむ時間を守ること，のむ量を守ること）

【相談相手および情報源】

・医薬品をのむときの相談相手

・保護者，きょうだい，友人への相談頻度

・信頼できると思う医薬品に関する情報源

【ライフスキル】

［セルフエスティーム］

・全般的なセルフエスティーム〈Rosenbergの尺度〉 ：１０～３０点

・家族関係に関するセルフエスティーム〈Popeらの尺度〉：１０～３０点

［ストレス対処スキル］〈大竹らの尺度〉

・サポート希求 ・問題解決 ・気分転換 ・情動的回避，

・行動的回避 ・認知的回避 ：２～８点

【属性】・学年 ・性
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２）セルフエスティームおよびストレス対処スキル

我が国の青少年の健康関連行動に関する先行研究１９－２４）

によると，全般的なセルフエスティームおよび家族関係

に関するセルフエスティームが高い青少年は，健康上好

ましい行動をとる傾向にあることが明らかにされている．

また，Stoelbenら１１）の研究では，医薬品使用行動は，心

理社会的ストレスと関連があることが示唆されている．

以上のことから，全般的なセルフエスティーム，家族関

係に関するセルフエスティーム，ストレス対処スキルと

医薬品使用行動との間には関連があると考え，本研究で

はセルフエスティームとストレス対処スキルについて測

定することとした．

セルフエスティームの測定には，我が国の青少年の健

康関連行動に関する研究でよく使用されていることを考

慮し，全般的なセルフエスティームの測定にはRosen-

bergの尺度３２）を，また，家族関係に関するセルフエス

ティームの測定にはPopeらの尺度３３）を用いた．

Rosenbergの全般的なセルフエスティーム尺度（以下

「全般」）と，Popeらの家族関係に関するセルフエス

ティーム尺度（以下「家族」）は，それぞれ１０項目から

構成され，各領域におけるセルフエスティームのレベル

を測定している．各項目について，「よくそう思う」＝

１，「ときにはそう思う」＝２，「ほとんどそうは思わな

い」＝３の３段階評定を行った．いずれの尺度も得点が

高いほど各セルフエスティームのレベルが高いことを示

すように項目の得点を変換して，合計得点を求めた．

ストレス対処スキルの測定には，大竹らのコーピング

尺度の短縮版３４）を用いた．この尺度は「サポート希求」，

「問題解決」，「気分転換」，「情動的回避」，「行動的回

避」，「認知的回避」の六つの下位尺度（各２項目）から

構成され，各項目について「ぜんぜんあてはまらない」

＝１，「あまりあてはまらない」＝２，「少しあてはまる」

＝３，「よくあてはまる」＝４の４段階評定で回答を求

めた．各項目について選択肢の数値をそのまま得点化し，

各下位尺度の合計得点を求めた．即ち，得点が高いほど

各対処法をよく使うことを示す．なお，ストレスへの対

処の仕方は，ストレスの原因を解決しようとする問題焦

点型と，ストレスによって生じた不快な情動を変えるこ

とを目的とした情動焦点型とがあり，「サポート希求」

と「問題解決」は前者に，「気分転換」，「情動的回避」，

「行動的回避」，「認知的回避」は後者に対応すると考え

られる３５）．

４．分析方法

１）医薬品使用にかかわる行動や態度の実態

多くの先行研究６）１２）１７）３６）において，医薬品使用行動には

性差が認められているため，記述統計は男女別に行った．

性差の有意性の検定には，χ２検定を用いた．

２）医薬品使用にかかわる行動や態度とセルフエス

ティームおよびストレス対処スキルとの関係

大人に相談しないで自分で医薬品を使用した経験，医

薬品の注意事項を守ることに関する行動や態度，医薬品

をのむときの保護者への相談頻度と，セルフエスティー

ム「全般」，「家族」，ストレス対処スキルとの関係を検

討するために，行動や態度に関する回答別に，セルフエ

スティーム「全般」，「家族」，ストレス対処スキルの得

点を算出した．なお，標本数が少なかったため，分析は

男女合わせて行った．また，標本数が少ないことを考慮

して，算術平均値の差に関するt検定ではなく，中央値

の差の検定を行うこととし，２群間の得点の中央値の差

の検定にはMann-WhitneyのＵ検定を，３群以上の群間

の得点の中央値の差の検定にはKruskal-WallisのＨ検定

を用いた．

解析に際しては，統計プログラムパッケージSPSS１４.０J

for Windowsを使用し，統計上の有意水準は５％とした．

なお，本研究では標本数が少なく，試掘的研究であるこ

とから，０．０５＜p＜０．１０の場合は「傾向あり」とした．

�．結 果

１．医薬品使用にかかわる行動や態度の実態

１）過去１年間および過去１か月間の医薬品使用経験

図１には過去１年間および過去１か月間の医薬品使用

経験者の割合を示した．

過去１年間の医薬品使用経験についてみると，「医薬

品はのんでいない」と回答したのは男子６．８％，女子

５．８％と少なく，男子９３．２％，女子９４．２％が何らかの症

状で医薬品を使用していた．

症状別にみると，男女ともに「かぜ」，「腹痛・お腹の

具合が悪い」，「頭痛」の順に多かった．

性差に関しては，「乗り物酔い」（χ２＝５．２２８，df＝１，

p＝．０２２）と「その他」（χ２＝６．４７５，df＝１，p＝．０１１）

について有意差が認められ，いずれも女子の割合が男子

より高かった．なお，「その他」において女子に最も多

かった回答は「鉄剤（貧血予防）」（４人）であった．

過去１か月間の医薬品使用経験についてみると，「医

薬品はのんでいない」と回答したのは男子５３．４％，女子

５１．９％であり，半数近くが何らかの症状で服薬していた．

症状別にみると，男女ともに「腹痛・お腹の具合が悪

い」，「かぜ」の順に多かった．また，女子においては，

「生理痛」で医薬品を使用した者が比較的多かった．

過去１か月間の医薬品使用経験については，性差は認

められなかった．

２）自己判断での医薬品使用経験

保護者や学校の先生に相談しないで自分で医薬品をの

んだ経験のある者の割合は，男子３５．６％，女子４２．３％

だった．保護者や学校の先生に相談しないで自分で医薬

品を買った経験のある者の割合は，男子５．１％，女子

５．８％だった．また，友人から医薬品をもらった経験の

ある者の割合は，男子１３．８％，女子２６．９％，友人に医薬

品をあげた経験のある者は男子１１．９％，女子１９．２％だっ

た．
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性差については，いずれの項目においても統計的有意

差は認められなかった．

３）注意事項を守ることに関する行動および態度

医薬品を使用する際の注意事項を守ることに関する行

動については，説明書を読むことに関して，「いつも読

んでいる」と回答した者の割合は，男子３３．９％，女子

１９．２％だった．一方，「読まないときもある」は男子

２８．８％，女子３８．５％，「ほとんど読まない」は男子２３．７％，

女子２６．９％だった．また，「よくわからない」は男子

８．５％，女子１３．５％，「医薬品はのまない」は男子５．１％，

女子１．９％だった．

医薬品をのむときに決められた時間を守ることに関し

て，「守っている」と回答した者の割合は，男子４４．１％，

女子４４．２％だった．一方，「守っていないときもある」

は男子３７．３％，女子３６．５％，「ほとんど守っていない」

は男子８．５％，女子７．７％だった．「よくわからない」は

男子６．８％，女子７．７％，「医薬品はのまない」は男子

３．４％，女子３．８％だった．

医薬品をのむときに決められた量を守ることに関して，

「守っている」と回答した者の割合は，男子８９．８％，女

子８２．７％であり，「守っていないときもある」は男子

５．１％，女子１．９％，「ほとんど守っていない」は男子

０．０％，女子３．８％，「よくわからない」は男子１．７％，女

子７．７％，「医薬品はのまない」は男子３．４％，女子３．８％

だった．

説明書を読むこと，のむ時間を守ること，のむ量を守

ることに関する行動のいずれにおいても，有意な性差は

認められなかった．

医薬品を使用する際の注意事項を守ることに関する態

度については，医薬品をのむ前に説明書を読むことにつ

いて，「大切だと思う」と回答した者の割合は，男子

８３．１％，女子７５．０％だった．「あまり大切だと思わない」

は男子８．５％，女子９．６％，「よくわからない」は男子

８．５％，女子１５．４％だった．医薬品をのむときに決めら

れた時間を守ることについて，「大切だと思う」と回答

した者の割合は，男子８１．４％，女子８４．６％だった．「あ

まり大切だと思わない」は男子１１．９％，女子９．６％，「よ

くわからない」は男子６．８％，女子５．８％だった．医薬品

をのむときに決められた量を守ることについて，「大切

だと思う」と回答した者の割合は，男子９６．６％，女子

８６．５％だった．「あまり大切だと思わない」と回答した

者は男子３．４％，女子７．７％，「よくわからない」は男子

＊：p＜．０５

図１ 医薬品使用経験者率
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０．０％，女子５．８％だった．

説明書を読むこと，のむ時間を守ること，のむ量を守

ることに関する態度のいずれにおいても，有意な性差は

認められなかった．

４）相談相手および情報源

図２には，医薬品をのむときの相談相手に関する結果

を示した．

医薬品をのむときの相談相手として，男女ともに回答

が最も多かった選択肢は「保護者」であり，次いで「専

門家」であった．一方，「きょうだい」，「友人」，「学校

の先生」を選択した者は１０％未満だった．性差について

は，いずれの項目についても統計的有意差は認められな

かった．

相談相手として最も多く挙げられた保護者への相談頻

度に関してみると，「いつも相談する」（男子５７．６％，女

子６７．３％），「ときどき相談する」（男子３２．２％，女子

２１．２％），「あまり相談しない」（男子１０．２％，女子９．６％），

「全く相談しない」（男子０．０％，女子１．９％）であり，

男女ともに「いつも相談する」と回答した者が最も多かっ

た．

図３には，医薬品に関して信頼できる情報源について

の結果を示した．

医薬品に関して信頼できる情報源については，男女と

もに７０％を超える者が「専門家」と「保護者」を選択し

ていた．また男子では「テレビの番組」，「学校の先生」，

「インターネット」を挙げる者も２０％を超えていた．

２．医薬品使用行動とセルフエスティーム，ストレス対

処スキルとの関係

１）大人に相談しないで自分で医薬品を使用した経験と

の関係

表２には，大人に相談しないで自分で医薬品を使用し

た経験別のセルフエスティーム，ストレス対処スキルの

得点に関する結果を示した．

自分で買った経験については，経験のある者は，ない

者と比べて，セルフエスティーム「家族」の得点が有意

に低く，情動的回避の得点が有意に高かった．友人から

図２ 医薬品をのむときの相談相手

図３ 医薬品に関して信頼できる情報源

２３２ 学校保健研究 Jpn J School Health５４；２０１２



もらった経験については，経験のある者は，ない者と比

べて，セルフエスティーム「全般」の得点が有意に低く，

認知的回避の得点が有意に高かった．自分でのんだ経験，

友人にあげた経験については，統計的有意差は認められ

なかった．

２）注意事項を守ることに関する行動との関係

表３には，注意事項を守ることに関する行動別のセル

フエスティーム，ストレス対処スキルの得点に関する結

果を示した．

説明書を読むことについては，有意差は認められな

かったものの，「ほとんど読まない」と回答した者は，

それ以外の回答をした者と比べて，セルフエスティーム

「全般」と「家族」の得点が低い傾向にあった．

のむ時間を守ることについては，セルフエスティーム

「全般」について，「ほとんど守っていない」と回答し

た者の得点が低かった．また，セルフエスティーム「家

族」について，「ほとんど守っていない」あるいは「よ

くわからない」と回答した者の得点が低かった．行動的

回避については，「守っていないときもある」あるいは

「ほとんど守っていない」と回答した者の得点が高かっ

た．また，統計的有意差は認められなかったものの，認

知的回避について，「ほとんど守っていない」と回答し

た者の得点が高い傾向にあった．

のむ量を守ることについては，認知的回避において有

意差が認められ，「よくわからない」と回答した者の得

点が，それ以外の回答をした者の得点と比べて高かった．

３）注意事項を守ることに関する態度との関係

表４には，注意事項を守ることに関する態度別のセル

フエスティーム，ストレス対処スキルの得点に関する結

果を示した．

説明書を読むことについては，有意差は認められな

かった．のむ時間を守ることについては，セルフエス

ティーム「家族」において有意差が認められ，「あまり

大切だと思わない」あるいは「よくわからない」と回答

した者の得点が低かった．のむ量を守ることについては，

セルフエスティーム「全般」と「家族」において有意差

が認められ，いずれにおいても，「あまり大切だと思わ

ない」と回答した者の得点が低かった．

４）医薬品を使用する際の保護者への相談頻度との関係

表５には，保護者への相談頻度別のセルフエスティー

ム，ストレス対処スキルの得点に関する結果を示した．

保護者への相談頻度が低い者ほど，セルフエスティー

ム「家族」の得点が低かった．また，有意差は認められ

なかったものの，相談頻度が低い者ほど，セルフエス

ティーム「全般」およびサポート希求の得点が低い傾向

にあった．

�．考 察

本研究の主な目的は，中学生を調査対象として，１）

医薬品使用にかかわる行動や態度の実態，２）医薬品使

用行動とセルフエスティームおよびストレス対処スキル

との関係について質問紙調査を実施し，大規模調査に向

けた予備的な検討を行うことであった．

１．医薬品使用にかかわる行動や態度の実態

本研究の結果によれば，男子９３．２％，女子９４．２％が過

去１年間に，男子４６．６％，女子４８．１％が過去１か月間に，

表２ 自己判断での医薬品使用行動とセルフエスティーム，ストレス対処スキルとの関係

自分でのんだ 自分で買った 友人からもらった 友人にあげた

n 中央値 p値 n 中央値 p値 n 中央値 p値 n 中央値 p値

【セルフエスティーム】

全般 経験あり ４２ ２０．５
．３７３

３ １７．０
．０９５

２２ １７．０
．０１９＊

１７ １７．０
．１４７

なし ６８ ２０．０ １０４ ２０．０ ８８ ２１．０ ９３ ２０．０

家族 経験あり ４３ ２３．０
．２７６

６ １６．０
．０１５＊

２２ ２１．５
．３３９

１７ ２１．０
．１９８

なし ６６ ２３．０ １０３ ２３．０ ８６ ２３．０ ９２ ２３．０

【ストレス対処スキル】

サポート希求 経験あり ４２ ５．０
．１９０

６ ５．５
．４４８

２２ ６．０
．６４２

１７ ５．０
．６９１

なし ６６ ５．０ １０８ ５．０ ８５ ５．０ ９１ ５．０

問題解決 経験あり ４３ ６．０
．６１９

６ ６．５
．４７６

２２ ６．０
．５０４

１７ ６．０
．１８９

なし ６８ ６．０ １０５ ６．０ ８８ ６．０ ９４ ６．０

気分転換 経験あり ４３ ５．０
．８９０

６ ６．０
．２１７

２２ ５．５
．７５２

１７ ５．０
．９１０

なし ６８ ５．０ １０５ ５．０ ８８ ５．０ ９４ ５．０

情動的回避 経験あり ４３ ５．０
．２６０

６ ７．０
．０１１＊

２２ ５．０
．２１７

１７ ６．０
．１６１

なし ６８ ５．０ １０５ ５．０ ８８ ５．０ ９４ ５．０

行動的回避 経験あり ４３ ３．０
．３２５

６ ３．５
．４２３

２１ ３．０
．７４６

１７ ４．０
．３１４

なし ６７ ３．０ １０４ ３．０ ８８ ３．０ ９３ ３．０

認知的回避 経験あり ４３ ５．０
．６３２

６ ４．５
．９６３

２１ ５．０
．０４１＊

１７ ５．０
．５３４

なし ６７ ５．０ １０４ ４．０ ８８ ４．０ ９３ ４．０

＊：p＜０．０５
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何らかの症状で医薬品を使用していた．また，症状別に

みると，過去１年間および過去１か月間のいずれにおい

ても，男女ともに「かぜ」，「腹痛・お腹の具合が悪い」，

「頭痛」の際に服薬している者が多かった．

過去１年間に服用した医薬品の種類を調べた緒方５）の

熊本県内の高校生を対象とした調査や和田ら３７）の全国の

１５歳以上の住民を対象とした調査では，のみ薬の中では，

かぜ薬や胃腸薬，鎮痛薬の使用が多かった．本研究の調

査対象年齢や質問形式はそれらの研究と同様ではないた

め，得られた結果について厳密な比較はできないものの，

表３ 注意事項を守ることに関する行動とセルフエスティーム，ストレス対処スキルとの関係

説明書を読むこと

いつも

読んでいる

読まない

ときもある

ほとんど

読まない

よくわから

ない

医薬品は

のまない

n 中央値 n 中央値 n 中央値 n 中央値 n 中央値 p値

【セルフエスティーム】

全般 ３０ ２１．０ ３７ ２１．０ ２７ １９．０ １２ １９．０ ４ ２７．５ ．０８６

家族 ２９ ２３．０ ３７ ２５．０ ２８ ２１．０ １１ ２５．０ ４ ２３．０ ．０６３

【ストレス対処スキル】

サポート希求 ３０ ６．０ ３７ ５．０ ２６ ４．０ １１ ６．０ ４ ５．０ ．２８４

問題解決 ３０ ６．０ ３７ ６．０ ２８ ６．０ １２ ６．０ ４ ６．５ ．８２０

気分転換 ３０ ５．５ ３７ ５．０ ２８ ５．０ １２ ６．０ ４ ５．５ ．３１０

情動的回避 ３０ ５．０ ３７ ４．０ ２８ ５．０ １２ ５．０ ４ ２．０ ．０８３

行動的回避 ３０ ３．０ ３６ ３．０ ２８ ３．５ １２ ４．０ ４ ２．０ ．２６８

認知的回避 ３０ ４．０ ３６ ４．５ ２８ ５．０ １２ ５．０ ４ ５．５ ．０７６

のむ時間を守ること

守っている
守っていない

ときもある

ほとんど

守っていない

よくわから

ない

医薬品は

のまない

n 中央値 n 中央値 n 中央値 n 中央値 n 中央値 p値

【セルフエスティーム】

全般 ４８ ２１．０ ４１ １９．０ ９ １８．０ ８ １９．０ ４ ２７．５ ．０１１＊

家族 ４８ ２５．０ ４０ ２３．０ ９ ２２．０ ８ ２１．０ ４ ２３．０ ．０３０＊

【ストレス対処スキル】

サポート希求 ４８ ６．０ ３９ ５．０ ９ ４．０ ８ ５．０ ４ ５．０ ．２３０

問題解決 ４９ ６．０ ４１ ６．０ ９ ５．０ ８ ６．０ ４ ６．０ ．４３４

気分転換 ４９ ５．０ ４１ ５．０ ９ ５．０ ８ ５．０ ４ ４．５ ．９３８

情動的回避 ４９ ５．０ ４１ ５．０ ９ ５．０ ８ ４．５ ４ ３．０ ．３２４

行動的回避 ４８ ３．０ ４１ ４．０ ９ ４．０ ８ ２．０ ４ ２．０ ．０１０＊

認知的回避 ４８ ４．０ ４１ ４．０ ９ ６．０ ８ ５．０ ４ ５．５ ．０７０

のむ量を守ること

守っている
守っていない

ときもある

ほとんど

守っていない

よくわから

ない

医薬品は

のまない

n 中央値 n 中央値 n 中央値 n 中央値 n 中央値 p値

【セルフエスティーム】

全般 ９５ ２０．０ ４ １９．５ ２ １３．０ ５ １８．０ ４ ２７．５ ．０６７

家族 ９４ ２３．５ ４ ２１．０ ２ １５．５ ５ ２２．０ ４ ２３．０ ．１８９

【ストレス対処スキル】

サポート希求 ９３ ５．０ ４ ４．５ ２ ４．０ ５ ４．０ ４ ５．０ ．５３９

問題解決 ９６ ６．０ ４ ６．０ ２ ５．５ ５ ６．０ ４ ６．０ ．９７４

気分転換 ９６ ５．０ ４ ４．５ ２ ４．０ ５ ４．０ ４ ４．５ ．４２５

情動的回避 ９６ ５．０ ４ ５．０ ２ ６．０ ５ ５．０ ４ ３．０ ．３５６

行動的回避 ９５ ３．０ ４ ３．５ ２ ４．０ ５ ４．０ ４ ２．０ ．１４３

認知的回避 ９５ ４．０ ４ ５．０ ２ ３．０ ５ ７．０ ４ ５．５ ．０４０＊

＊：p＜０．０５
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本研究の各症状における医薬品使用率に関する結果は，

緒方や和田らの調査結果とほぼ同様であった．

医薬品を使用する際にどのような行動をとることが望

ましいかということは，発達段階によって異なると考え

られる．中学生について言えば，医薬品教育に関する教

材２９）の分析や，著者らが薬学の専門家に対して行ったヒ

アリングの結果によれば，自分で判断しないで大人に相

談することが望ましいとされている．また，友人から医

薬品をもらうことは，必ずしも症状や体質に適した医薬

品を選択しているわけではないため，避けるべきとされ

表４ 注意事項を守ることに関する態度とセルフエスティーム，ストレス対処スキルとの関係

説明書を読むことに関する態度

大切だと思う
あまり大切

だと思わない

よくわから

ない

n 中央値 n 中央値 n 中央値 p値

【セルフエスティーム】

全般 ８８ ２０．０ １０ ２０．０ １２ １８．５ ．７０９

家族 ８７ ２３．０ ９ ２０．０ １３ ２６．０ ．２１６

【ストレス対処スキル】

サポート希求 ８７ ５．０ ９ ４．０ １２ ４．５ ．１５９

問題解決 ８８ ６．０ １０ ６．０ １３ ６．０ ．７５９

気分転換 ８８ ５．０ １０ ５．５ １３ ５．０ ．９９７

情動的回避 ８８ ５．０ １０ ５．０ １３ ５．０ ．９７３

行動的回避 ８７ ３．０ １０ ３．５ １３ ３．０ ．３８４

認知的回避 ８７ ４．０ １０ ５．０ １３ ５．０ ．９１５

のむ時間を守ることに関する態度

大切だと思う
あまり大切

だと思わない

よくわから

ない

n 中央値 n 中央値 n 中央値 p値

【セルフエスティーム】

全般 ９１ ２１．０ １２ １９．０ ７ １８．０ ．０７８

家族 ９１ ２４．０ １１ ２０．０ ７ ２１．０ ．００５＊＊

【ストレス対処スキル】

サポート希求 ９１ ５．０ １１ ５．０ ６ ３．５ ．１８３

問題解決 ９２ ６．０ １２ ５．５ ７ ６．０ ．３９０

気分転換 ９２ ５．０ １２ ５．５ ７ ５．０ ．８８９

情動的回避 ９２ ５．０ １２ ５．０ ７ ５．０ ．３７６

行動的回避 ９１ ３．０ １２ ３．５ ７ ２．０ ．５８４

認知的回避 ９１ ４．０ １２ ４．５ ７ ５．０ ．９４０

のむ量を守ることに関する態度

大切だと思う
あまり大切

だと思わない

よくわから

ない

n 中央値 n 中央値 n 中央値 p値

【セルフエスティーム】

全般 １０１ ２１．０ ６ １５．５ ３ １８．０ ．０１８＊

家族 １００ ２３．５ ６ １７．０ ３ ２２．０ ．００６＊＊

【ストレス対処スキル】

サポート希求 ９９ ５．０ ６ ５．０ ３ ４．０ ．６６９

問題解決 １０２ ６．０ ６ ５．５ ３ ６．０ ．７１３

気分転換 １０２ ５．０ ６ ６．５ ３ ５．０ ．６４９

情動的回避 １０２ ５．０ ６ ６．０ ３ ４．０ ．２７２

行動的回避 １０１ ３．０ ６ ３．５ ３ ４．０ ．４６１

認知的回避 １０１ ４．０ ６ ４．０ ３ ４．０ ．８００

＊：p＜０．０５ ＊＊：p＜０．０１
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ている．しかしながら，本研究の結果によれば，自己判

断で医薬品を使用した経験のある者は男子３５．６％，女子

４２．３％，友人からもらった経験のある者は男子１３．８％，

女子２６．９％，友人にあげた経験のある者は男子１１．９％，

女子１９．２％，保護者や学校の先生に相談しないで自分で

医薬品を買った経験のある者は男子５．１％，女子５．８％

だった．

欧米の研究によると，思春期には自己判断で医薬品を

使用し始め，さらに発達段階が上がるに従って自己管理

を行う者の割合は高くなる６）７）．しかし，Chambersら６）

は，青少年が自己判断で医薬品を使用する際に，適切な

知識や指導に基づいて自分で判断をすることと，根拠な

く判断をすることは異なると指摘しており，実際に，青

少年の中には医薬品に関する知識が十分でない者や，

誤った知識をもっている者もいることが問題とされてい

る８）９）．

次に，本研究の結果によれば，７５．０～９６．６％の者が注

意事項を守ることは大切だと思っていた．しかし，説明

書を「読まないときもある」あるいは「ほとんど読まな

い」と回答した者は２３．７～３８．５％，のむ時間を「守って

いないときもある」あるいは「ほとんど守っていない」

と回答した者は７．７～３７．３％だった．このように，医薬

品の使用に関して好ましい態度をもっているにもかかわ

らず実際には適切な行動をとっていない理由や，適切な

行動を実践することを妨げている要因は，現段階では明

らかではない．今後は，インタビューなどの質的調査も

併せて実施することによって，態度と行動間のギャップ

の背景を検討する必要がある．

本研究の結果によれば，医薬品を使用する際の相談相

手として最も多くの者が挙げていたのは，「保護者」（男

子８９．８％，女子９６．２％）であり，半数以上が医薬品を使

用する際は保護者に「いつも相談する」と回答していた．

また，医薬品に関して信頼できる情報源として，男女と

もに７１．２％が「保護者」を挙げていた．欧米の先行研

究６）３８）によると，本研究とは質問形式が異なるために数

値の単純な比較はできないものの，青少年の最も身近な

医薬品に関する情報源は保護者であり，本研究の結果と

一致していた．

多くの中学生が，医薬品を使用する際に保護者に相談

し，医薬品に関して信頼できる情報源として保護者を挙

げていたという本研究の結果は，中学生の医薬品使用行

動には，保護者の行動や態度，知識が大きな影響を及ぼ

している可能性を示唆している．しかし，保護者の知識

や行動が必ずしも適切であるとは限らないという指摘も

ある３９）．したがって，中学生の適切な医薬品使用行動を

促すためには，保護者の医薬品使用に関する行動や態度，

知識についても今後は検討する必要があると考えられる．

本研究の結果によれば，医薬品使用行動に関しては，

欧米の先行研究６）１２）１７）３６）の結果とは異なり，一部の結果を

除いて統計的に有意な性差は認められなかった．こうし

た結果の違いの理由は現段階では不明であるが，本研究

の調査対象校が１校のみであり，標本が偏っていた可能

性や，標本数が少なかったことが一因として考えられる．

２．医薬品使用行動とセルフエスティーム，ストレス対

処スキルとの関係

本研究の結果によれば，大人に相談しないで自分で医

薬品を買った経験のある者は，経験のない者と比べて，

セルフエスティーム「家族」の得点が有意に低く，情動

焦点型のストレス対処行動（情動的回避）の得点が有意

に高かった．また，友人から医薬品をもらった経験のあ

る者は，経験のない者と比べて，セルフエスティーム

「全般」の得点が有意に低く，情動焦点型のストレス対

処行動（認知的回避）の得点が有意に高かった．

医薬品を使用する際の注意事項を守ることについては，

のむ時間を守っていない者は，守っている者に比べて，

セルフエスティーム「全般」，「家族」の得点が有意に低

く，情動焦点型のストレス対処行動（行動的回避）の得

点が有意に高かった．また，のむ時間やのむ量に関して

表５ 保護者への相談頻度とセルフエスティーム，ストレス対処スキルとの関係

いつも

相談する

ときどき

相談する

あまり

相談しない

全く

相談しない

n 中央値 n 中央値 n 中央値 n 中央値 p値

【セルフエスティーム】

全般 ６８ ２０．５ ３０ ２０．５ １１ １６．０ １ １１．０ ．０６４

家族 ６９ ２４．０ ２８ ２２．５ １１ １９．０ １ １１．０ ．００２＊

【ストレス対処スキル】

サポート希求 ６８ ６．０ ２９ ５．０ １０ ５．０ １ ２．０ ．０６６

問題解決 ６９ ６．０ ３０ ６．０ １１ ６．０ １ ５．０ ．１８４

気分転換 ６９ ５．０ ３０ ５．０ １１ ６．０ １ ２．０ ．３１７

情動的回避 ６９ ５．０ ３０ ４．０ １１ ５．０ １ ５．０ ．５０２

行動的回避 ６８ ３．０ ３０ ３．０ １１ ３．０ １ ５．０ ．３５７

認知的回避 ６８ ４．５ ３０ ４．０ １１ ６．０ １ ２．０ ．０６４

＊：p＜０．０５
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好ましくない態度をもっている者は，好ましい態度を有

している者に比べて，セルフエスティーム「全般」ある

いは「家族」の得点が有意に低かった．さらに，医薬品

を使用する際の保護者への相談頻度が低い者ほど，セル

フエスティーム「家族」の得点が有意に低かった．

ここではまず，医薬品使用行動とストレス対処スキル

との関係について考察する．

本研究の結果によれば，不適切な医薬品使用行動を

とっている者は，情動的回避や認知的回避，行動的回避

といった情動焦点型のストレス対処行動の得点が高かっ

た．このことに関しては幾つかの説明が可能である．

Holsteinら１７）は，医薬品を使用することは内的あるい

は外的ストレスに対する対処行動の可能性があると指摘

している．即ち，医薬品を自分で買ったり，友人からも

らったり，注意事項を守ることに関して好ましくない行

動をとっている者は，情動焦点型のストレス対処行動の

一つとして，喫煙や飲酒をするのと同様に，不適切な医

薬品使用行動をとっている可能性がある．実際に，１１～

１５歳の青少年を対象としたAndersenら１８）の調査におい

ても，過去１か月間に医薬品を使用した者は使用してい

ない者と比べて飲酒や喫煙の経験率が高く，医薬品使用

行動は飲酒行動や喫煙行動と密接な関係にあることが示

されていた．

また，適切な医薬品使用行動と情動焦点型のストレス

対処行動との関係に関する別の説明として，情動焦点型

のストレス対処行動をとることが身体的ストレス反応に

つながり，その不快な身体的ストレス反応の症状を緩和

するために，不適切な医薬品使用が増加する可能性が挙

げられる．一般的には，ストレスに対して情動焦点型の

対処行動をとる者ほど，頭痛や腹痛，疲労感といった身

体的ストレス反応が多いとされている．例えば，大竹

ら３５）の，小学生のコーピングと疲労傾向や体調不良と

いった健康状態との関係を検討した研究によると，行動

的回避や情動的回避などの情動焦点型のストレス対処行

動をとる者は不健康状態を示しやすく，問題解決やサ

ポート希求などの問題焦点型のストレス対処行動をとる

者は不健康状態を引き起こしにくかった．また，成人に

ついては，Nowack４０）は，情動的回避を行う者は，身体

的な不調を訴え，健康習慣にも問題があると指摘してい

る．

このように，情動焦点型のストレス対処行動をとる者

が身体的ストレス反応をより多く示す傾向にある理由に

ついては，情動焦点型のストレス対処行動は，ストレス

軽減の効果が少ないだけでなく，適切な問題解決に失敗

し，周りからの評価が得られず，自己の価値を低下させ，

無力感を生み，かえってストレス反応が強まり，心身の

不健康につながる悪循環をつくりやすいためであると考

えられている４１）．情動焦点型のストレス対処行動をとる

者は身体的ストレス反応を起こしやすく，その結果とし

て不適切な医薬品使用行動をとる，という仮説に関して

は，本研究では生徒のストレス反応を測定していないの

で，今後さらに検討していきたい．

次に，医薬品使用行動とセルフエスティームとの関係

について考察する．

医薬品使用行動とセルフエスティームとの関係につい

ては，それらが直接的に関連している場合と，間接的に

関連している場合とが考えられる．

直接的な関係については，保護者に相談しないで自分

で医薬品を買った経験のある者や，保護者への相談頻度

が低い者は，そうでない者と比べてセルフエスティーム

「家族」が低かったという結果に基づいて説明可能であ

る．本研究で用いたPopeら３３）の家族に関するセルフエス

ティーム尺度は，「私は，家族の中の大切な一人です」，

「私の家族は，とてもすばらしい家族です」といった項

目から構成され，自分が家族の一員であることを誇りに

思っているか，家族から自分が愛され尊重されていると

感じるか，といった感情を測定している．したがって，

セルフエスティーム「家族」は保護者との全般的な親密

度や信頼度と密接な関係にあると考えられるため，セル

フエスティーム「家族」が低い者は，保護者に相談しな

いで自分で医薬品を買ったり，保護者にあまり相談しな

い傾向にあるものと推察される．

間接的な関係については，セルフエスティームはスト

レス対処スキルと密接な関係にあることから４２－４４），そう

した観点からの説明も可能である．川畑ら４２）によると，

セルフエスティーム「全般」の得点が高い者はストレス

に対して積極的対処をとりやすく，逆に得点が低い者は

消極的対処をとりやすかった．また，富田ら４３）の小学生

を対象とした研究，小島ら４４）の中学生を対象とした研究

においても，同様の傾向が示されている．これらの研究

で使用したストレス対処スキルの尺度と本研究で使用し

た尺度は異なるものの，その内容からして，ストレスに

対する積極的対処は問題焦点型の対処行動に，消極的対

処は情動焦点型の対処行動に対応しているものと考えら

れる．以上のことから，セルフエスティームの低い者は，

ストレスに対して情動的対処あるいは消極的対処をしや

すく，その結果として，不適切な医薬品使用行動をとっ

ているものと推察される．

セルフエスティーム「家族」とストレスとの関係につ

いては，セルフエスティーム「家族」に影響すると考え

られる家族関係の在り方がストレッサーそのものになっ

ていることも考えられる．平成２２年度国民生活基礎調

査４５）によると，１２～１９歳の３５．７％が「悩みやストレスが

ある」と回答し，その原因として家族との人間関係」

（１２．７％）は，「自分の学業・受験・進学」（６６．０％），「家

族以外との人間関係」（２８．４％）に続いて第三位となっ

ており（複数回答），青少年にとって家族関係が大きな

ストレッサーの一つとなっていることがうかがえる．以

上のことから，不適切な家族関係のあり方がストレッ

サーとなり，不適切な医薬品使用行動につながっていく
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可能性も考えられる．この仮説については，本研究では

生徒のストレッサーを測定していないので，今後の大規

模調査において詳細に検討していきたい．

３．今後の課題

本研究の限界として，まず，標本数が少ないことが挙

げられる．その結果，男女別に要因分析を行うことがで

きなかった．次に，調査対象が中学校１校であったため，

中学校の特性が調査結果に影響した可能性がある．以上

のような限界があるため，本研究の結果を一般化するに

は慎重でなければならないと考える．

今後は，様々な対象集団に対する大規模調査の実施に

加えて，質的調査や保護者に対する調査を併せて実施す

ることにより，本研究で得られた知見の妥当性を検証す

るとともに，医薬品使用行動にかかわる要因についてよ

り包括的に検討していきたい．
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�．はじめに

食事，睡眠，排泄，着衣，清潔は，いずれも欠かすこ

とのできない最も基本的な生活習慣であり，その中で手

洗いは，幼児期から身につけることが必要な清潔に関す

る基本的生活習慣の一つである１）．

手洗いは感染症予防の重要な行動でもある．例えば，

インフルエンザは，飛沫感染に加えて接触感染によって

も広がるため，個人の感染予防の有効な手段として，子

どもたちに石けんおよび流水を用いた手洗いについて指

導することが必要である２）．

しかし，小学校においては，外で遊んでいても手を洗

わずに教室で授業を受け，手が汚れていても気にならな

い児童が少なくないと見受けられる．また，手を洗って

小学生および保護者の手洗いに関する意識と
実施状況および相互の関連

足 立 節 江＊１，大 更 真須美＊２，森 田 富士子＊３

鬼 頭 英 明＊４，西 岡 伸 紀＊４

＊１丹波市立佐治小学校
＊２東大阪市立楠根中学校

＊３京都市立銅駝美術工芸高等学校
＊４兵庫教育大学大学院学校教育研究科

Practice Status and Attitudes among Elementary School Children and
their Parents toward Hand Washing and their Interrelationships

Setsue Adachi＊１ Masumi Ohfuke＊２ Fujiko Morita＊３

Hideaki Kito＊４ Nobuki Nishioka＊４

＊１Saji Elementary School
＊２Kusune Junior High School

＊３Kyoto City Dohda Senior High School of Arts
＊４Graduate School of Education, Hyogo University of Teacher Education

This study aims to examine the practice status and attitudes of elementary school children and their par-

ents toward hand washing and the related factors.

The subjects were elementary school students and their parents. The resporders were as below:３３６pupils

in the second to fifth grade among three schools and１９０parents of them. The survey was conducted on the

practice status and attitudes toward hand washing in nine situations for children, such as before school lunch,

and in six situations for parents, such as before cooking, and the training on hand washing provided by par-

ents. The nine situations for children consist of three each at school, at school and home, and at home. The six

situations for parents consist of those at home. Although the survey was anonymous, the response of each

child was corresponded to that of his／her parent through an ID number.
The percentage of children who always washed their hands with soap ranged from１３％ to６０％ in the nine

situations, while the percentage of parents ranged from５１％ to８７％ in the six situations. The correlation co-

efficients between the practice status and the attitudes of children ranged from０．１８１to０．４２１（p ＜０．０５）.

Moreover, the number of significant correlation coefficients（which ranged from０．１２４to０．３５８）between par-

ents’and children’s practice in the situations at school was one out of eighteen, while the corresponding num-

ber for the situations at home was twelve out of eighteen. Further, the number of significant correlations

（which ranged from０．１５１ to０．３６３）between parents’training and children’s practice in the situations at

school was one out of eighteen, while the corresponding number was seven out of eighteen at home.

Thus, parents’practice and training of hand washing influenced children’s implementation moderately at

home; the influence at school was extremely small. Moreover, it was suggested that other measures, besides

parents’training, were necessary to improve the practice of hand washing by children.

Key words：elementary school children, parents, hand washing, attitudes, practice status

小学生，保護者，手洗い，意識，実施状況

研究報告
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も指先だけをぬらす，手に水を流す程度で終わるなど，

手を石けんできれいに洗っていない児童が多いと推測さ

れる報告もある３）．

児童の手洗い実施状況については，学年が上がるにつ

れて手洗いをしない場面が見られ３），年齢が高くなるほ

ど石けんの使用率が下がり，手洗い時間も短くなる傾向

があると報告されている４）．

手洗いの実施には様々な要因がかかわり，特に幼少期

には，家庭の影響が大きいと考えられる．中川は，母親

のしつけの状況と幼児の家庭における生活行動について

調査し，家庭で獲得すべき生活習慣を身に付けて成長す

る幼児の割合が低いことを指摘している５）．また中塚ら

は，母親から見た生活習慣のうち，着脱衣，清潔に関す

る場面において，自分から適応した行動ができるように

なるのは加齢とともに増加するものの，清潔については

その傾向が低調であるとしている６）．さらに上延らは，

家庭でのしつけの状況と幼児の手指の大腸菌保有状況を

調査し，保育者のしつけが念入りであるほど菌の保有が

少ない傾向にあることを見出している７）．よって，小学

生の手洗いにも保護者のしつけが影響を及ぼしているの

ではないかと考えられるが，小学生とその保護者を対象

にした調査研究は見当たらない．

そこで，本研究では，児童と保護者が対応する形式で

調査を行い，児童に対して手洗い意識と実施状況を，保

護者に対して自身の手洗い意識と実施状況，児童への手

洗い指導等を調べ，それらと児童の手洗いの実施状況と

の関連性を分析し，児童への手洗い指導の内容と方法，

保護者への啓発の内容と方法について検討した．

�．研究方法

児童，保護者の「手洗い」に対する意識や行動を把握

し，児童，保護者対象の質問紙作成の基礎資料とするた

め，児童保健委員会委員５，６年生７人を対象に，２００９

年７，８月に，手洗い意識，実施状況，知識についてグ

ループインタビューを行った．また，公立小学校の

PTA役員６人を対象に，手洗い意識，実施状況，手洗

い指導の実態についてグループインタビューを行った．

インタビューの結果は全て書き出し，内容を整理した．

その結果を踏まえ，吉川ら４），上延７）らの調査項目を参照

し，質問文や選択肢を作成した．

質問紙調査は，公立小学校３校の２～５年生３３６人（男

子１９２人，女子１４４人）とそのうちの２校の保護者１９０人

を対象として，２０１０年２，３月に実施した．質問紙には

個別のID番号を割り当て，児童と保護者の回答が無記

名であるものの対応する形式で行った．児童にきょうだ

いがある場合，その対象保護者は１人とした．

児童対象の調査項目は，手洗いが必要であると考えら

れる９場面（表１）での手洗いの必要性に関する意識（以

下，手洗い意識とする），実施状況，基本的生活習慣等

とした．場面については，学校での場面（食事（給食）

の前，そうじの後，手が汚れる授業の後），学校と家庭

の両方の場面（トイレの後，生き物をさわった後，外で

遊んだ後），家庭での場面（家に帰ったとき，おやつの

前，夕食の前）とした．手洗い意識に関する選択肢は，

場面ごとに「必ず石けんで洗わなければならない」から

「手は洗わなくてもいい」までの５段階を設定した．手

洗い実施状況は，場面ごとに，「必ず石けんで洗う」か

ら「手は洗わない」までの５段階を設定した．また，児

童の手洗いをする理由，しない理由を把握するために，

当日の手洗いの有無とその理由を問うた．当日の手洗い

状況は，全校児童がかかわり，かつ思い出しやすく，手

洗いをする必要性が高いと考えられる「給食前の手洗い」

と「外遊び後の手洗い」とした．一方，保護者対象の調

査項目は，６場面（表１）での自身の手洗いの意識，実

施状況，手洗い指導の頻度，基本的生活習慣のしつけ等

とした．手洗い指導の頻度に関する選択肢は，場面ごと

に，「どのくらいお子さんに手洗いをさせたり，声をか

けたりしていますか」について「必ずする」から「全く

しない」までの４段階とした．

倫理的配慮については，まず，調査の実施に当たって，

対象校の学校長に対し，調査の意義，回答者の人権的配

慮，調査実施に関する説明を行ったうえで調査を依頼し，

調査協力の同意が得られた学校に対し，調査票を持参し，

学級にて調査を実施した．さらに調査実施時には，児童

に対して調査の意義，個人が特定されないこと，調査結

果も集団としてのみ扱うことを説明した上で，調査の協

表１ 手洗いの場面

児 童 保 護 者

学校での場面 食事（給食）の前

そうじの後

手が汚れる授業の後

家庭での場面 トイレの後

食事の前

そうじの後

学校と家庭での場面 トイレの後

生き物をさわった後

外で遊んだ後

生き物をさわった後

外出から家に帰ったとき

調理の前

家庭での場面 家に帰ったとき

おやつの前

夕食の前
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表２ 児童の手洗いの必要性に関する意識（％）

学年 ｎ 必ず石けん
ほとんど

石けんで洗う

あまり石けん

で洗わない
水 だ け 洗わない

食事（給食）の前

２年 ８８ ８８ ８ ３ ０ １

３年 ８４ ９１ ６ ２ １ ０

４年 ７４ ８７ ７ ４ １ １

５年 ７３ ８６ １０ ０ ３ １

計 ３１９ ８８ ８ ３ １ １

そうじの後※

２年 ８９ ６５ １７ ７ ３ ８

３年 ８４ ５６ ２０ ６ ６ １２

４年 ７４ ４６ ３０ １２ ４ ８

５年 ７３ ４７ ２７ １２ ７ ７

計 ３２０ ５４ ２３ ９ ５ ９

手が汚れる授業の後

２年 ８９ ７４ １６ ６ ３ １

３年 ８４ ６６ ２９ ４ ２ ０

４年 ７４ ６２ ３０ ４ ３ １

５年 ７３ ５３ ３４ ８ ３ １

計 ３２０ ６４ ２７ ５ ３ １

トイレの後

２年 ８８ ８４ ９ ５ ２ ０

３年 ８４ ６８ １９ ６ ６ １

４年 ７４ ６４ ２４ ７ ５ ０

５年 ７３ ６２ ２３ ６ １０ ０

計 ３１９ ７０ １９ ６ ６ ０

生き物をさわった後

２年 ８８ ８３ １０ １ ５ １

３年 ８４ ７９ １４ １ １ ５

４年 ７４ ７２ ２０ ５ １ １

５年 ７３ ８４ １２ ４ ０ ０

計 ３１９ ７９ １４ ３ ２ ２

外で遊んだ後

２年 ８９ ８３ １２ ３ ０ １

３年 ８３ ６９ ２５ ４ ２ ０

４年 ７４ ６８ １６ １１ ３ ３

５年 ７３ ７７ １５ ４ ３ １

計 ３１９ ７４ １７ ５ ２ １

家に帰ったとき

２年 ８９ ８５ ９ ２ ２ １

３年 ８３ ７７ １６ ２ ２ ２

４年 ７４ ６６ ２２ ７ ３ ３

５年 ７３ ７７ ８ ６ ８ １

計 ３１９ ７７ １４ ４ ４ ２

おやつの前※

２年 ８９ ６２ ２４ ５ ５ ６

３年 ８２ ５７ ２６ ７ ６ ４

４年 ７４ ５４ ２３ １４ ３ ７

５年 ７２ ４６ ２２ １１ １０ １１

計 ３１７ ５５ ２４ ９ ６ ７

夕食の前

２年 ８９ ７１ １１ ８ ５ ６

３年 ８４ ５７ ２１ ７ ５ １０

４年 ７３ ５９ ２１ １５ １ １

５年 ７２ ５１ １４ １７ ４ １４

計 ３１８ ６０ １７ １１ ４ ８

各場面の学年ごとの％は合計すると１００％となる
※全学年を合わせた場合の性差について ｐ＜０．０５

２４２ 学校保健研究 Jpn J School Health５４；２０１２



表３ 児童の手洗い実施状況（％）

学年 ｎ 必ず石けん
ほとんど

石けんで洗う

あまり石けん

で洗わない
水 だ け 洗わない

食事（給食）の前＊

２年 ８９ ６０ ２１ ７ ７ ６

３年 ８４ ５８ １９ １６ ４ ４

４年 ７２ ５０ ２６ ８ １１ ４

５年 ７２ ２８ ２８ ２８ １３ ４

計 ３１７ ５０ ２３ １４ ８ ４

そうじの後※

２年 ８９ １７ ９ １５ １９ ４０

３年 ８４ １８ １２ １０ １４ ４６

４年 ７４ １６ １８ １８ １４ ３５

５年 ７０ ２３ ２４ １１ １３ ２９

計 ３１７ １８ １５ １３ １５ ３８

手が汚れる授業の後

２年 ８９ ６５ １４ ８ １１ ２

３年 ８４ ５６ ２３ ６ １０ ６

４年 ７４ ５７ ２３ ８ ８ ４

５年 ６９ ５５ ２３ ４ １３ ４

計 ３１６ ５９ ２０ ７ １０ ４

トイレの後＊

２年 ８９ １８ １６ ２０ ３６ １０

３年 ８４ １４ １７ １９ ３５ １６

４年 ７４ １１ １９ ３７ ２８ ５

５年 ７１ ７ ２７ ３２ ３２ １

計 ３１８ １３ １９ ２６ ３３ ９

生き物をさわった後※

２年 ８９ ６４ １９ ６ ７ ５

３年 ８２ ５７ １８ ２ １１ １１

４年 ７４ ５７ １４ ８ １４ ８

５年 ７２ ５８ ２６ ８ ３ ４

計 ３１７ ５９ １９ ６ ９ ７

外で遊んだ後＊※

２年 ８８ ３２ ２１ １６ １７ １１

３年 ８２ ２１ ３１ １７ １３ １８

４年 ７３ １４ ３３ １８ １２ ２３

５年 ７０ ２０ １７ ２４ ２１ １７

計 ３１３ ２３ ２５ １９ １６ １７

家に帰ったとき＊

２年 ８９ ５８ １０ ９ １５ ８

３年 ８３ ４５ １６ １３ １１ １６

４年 ７４ ４３ １６ １０ １４ １８

５年 ７０ ３３ １７ １１ ３１ ７

計 ３１６ ４６ １５ １１ １７ １２

おやつの前＊

２年 ８９ ４３ １２ ７ ２１ １７

３年 ８３ ２９ ２２ １１ １３ ２５

４年 ７３ ２７ １４ １８ １５ ２６

５年 ７３ １２ １６ １８ ２５ ２９

計 ３１８ ２９ １６ １３ １９ ２４

夕食の前＊

２年 ８９ ４０ ８ ９ １２ ３０

３年 ８４ ２３ １２ １１ １９ ３６

４年 ７４ １８ １５ ２３ １９ ２６

５年 ７２ １４ １３ １８ ２６ ２９

計 ３１９ ２５ １２ １５ １９ ３０

各場面の学年ごとの％は合計すると１００％となる
＊学年差について ｐ＜０．０５
※全学年を合わせた場合の性差について ｐ＜０．０５
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力をもとめた．また，保護者については書面にて児童と

同様の説明を行った．

分析にはPASW Statistics１８を使用し，回答の同一性

についてはFriedman検定を，関連性については順序相

関係数（Kendall タウｂ）を算出し，有意水準は５％と

した．

�．結 果

１．回収状況

児童数３３６人中，回答が得られたのは欠席者を除く３２０

人（男子１９２人，女子１４４人）であり，回収率は９５％であっ

た．また，２校の児童２２２人のうち，児童とのペアで回収

できた保護者の人数は１９０人（男性２９人，女性１４７人，不

明１４人）であった．

２．児 童

１）手洗い意識

児童の９場面での手洗い意識については，全学年を合

わせた場合，場面間で異なる結果となった（Friedman

検定，ｐ＜０．０５）．具体的には，「必ず石けんで洗わなけ

ればならない」「ほとんど石けんで洗わなければならな

い」「あまり石けんで洗わなくてもいい」「石けんで洗わ

なくてもいい（水だけ）」を石けんや水により「手を洗

う」べきとする回答の割合は９１～１００％であり，「必ず石

けんで洗わなければならない」の割合は，５４～８８％で

あった（表２）．手洗い意識については，いずれの場面

においても学年差は認められなかった．また，全ての学

年を合わせた場合の男女差については，「そうじの後」

「おやつの前」において男女差が見られた．主な選択肢

の結果については，「そうじの後」では，「必ず石けんで

洗わなければならない」，「ほとんど石けんで洗わなけれ

ばならない」，「洗わなくてもいい」の順に，男子は５１％，

１９％，１３％，女子は５８％，２９％，３％であり，女子の方

が「石けんで洗う」べきという回答が多く，「洗わなく

てもいい」という回答が少なかった．「おやつの前」で

も同様に男女差が見られた．

２）手洗い実施状況

９場面における手洗い実施状況は，全学年を合わせた

場合，場面によって同一ではなかった（ｐ＜０．０５）．手

洗い実施状況については，「必ず石けんで洗う」の割合

は，９場面で１３～５９％であった．「必ず石けんで洗う」

「ほとんど石けんで洗う」「あまり石けんで洗わない」「水

だけで洗う」を「手を洗う」回答とすると，その割合は

９場面で６２～９６％であった．場面別の実施状況について

は，「必ず石けんで洗う」と回答した割合が５０％以上で

あった場面は，「手が汚れる授業の後」「生き物をさわっ

た後」であり，２０％以下であった場面は，「そうじの後」

「トイレの後」であった．また，「洗わない」と回答し

た割合が１０％以下であった場面は，「食事（給食）の前」

「手が汚れる授業の後」「トイレの後」「生き物をさわっ

た後」であり，３０％以上であった場面は，「そうじの後」

「夕食の前」であった（表３）．

次に，手洗い実施状況について学年差があった場面は，

「食事（給食）の前」「トイレの後」「外で遊んだ後」「家

に帰ったとき」「おやつの前」「夕食の前」であった．こ

れらの場面では，「必ず石けんで洗う」の割合は概ね学

年とともに減少した．また，全ての学年を合わせた場合

の男女差については，男女差が認められた場面は，「そ

うじの後」「生き物をさわった後」「外で遊んだ後」であっ

た．主な選択肢の結果については，「そうじの後」では，

「必ず石けんで洗う」「ほとんど石けんで洗う」「洗わな

い」の順に，男子は，１６％，１２％，４７％，女子は２２％，

２０％，２７％であった．「生き物をさわった後」では，同

様 に，男 子：５８％，１７％，１１％，女 子：６２％，２２％，

２％，「外で遊んだ後」では男子：２０％，２７％，２２％，

女子：２８％，２３％，１１％であった．場面により割合の違

いはあるものの，いずれも，女子の方が男子よりも「石

けんで洗う」が多く，「洗わない」が少なかった．

３）当日の手洗いの状況

� 給食前の手洗い

調査対象校では，当日の給食前の手洗いは全校児童が

行うことが義務になっており，全体の５８％が「石けんで

洗った」であった（表４）．給食前の手洗いは学年に有

意差が見られ，学年が上がるにつれて，石けんで洗う児

童の割合が減少した．性差については有意差が見られな

かった．

石けんで洗った理由としては，多いものから「ばい菌

がついているから」「手が汚れているから」などであり，

その割合は約３０～５０％であった（表５）．これらは学年

間に有意差が認められ，学年が上がるほどこれらの理由

は減少した．水だけで洗った理由の中で多かった回答は，

「めんどうくさいから」「アルコールをするから（速乾

性手指消毒薬を使用することの意味）」であり，約１０％

を占めた．洗わなかった理由は，「アルコールをするか

ら」「めんどうくさいから」「水が冷たいから」であり，

約６～１０％であった．

� 外遊び後の手洗い

外遊びをしなかったと回答した児童が４１％いたため，

外遊びをした児童（全体の５９％）のみを対象として，手

洗い実施状況を見たところ，「石けんで洗った」４５％，

「水だけ」２１％，「洗わなかった」３４％であった（表４）．

なお，外遊びをしなかった回答が多いため，学年差，性

差の検定は行わなかった．

石けんで洗った理由は，給食前の手洗いとほぼ同様で

あった（表５）．水だけで洗った理由は，「洗う時間がな

かったから」「水だけできれいになるから」が多く，洗

わなかった理由では，「洗う時間がなかったから」「めん

どうくさいから」が多かった．

４）手洗い意識と実施状況の関連

児童の手洗い意識と実施状況の関連では，９場面中全

ての場面について有意な関連が見られた（表６）．児童

２４４ 学校保健研究 Jpn J School Health５４；２０１２



の手洗い意識が高いほど実施状況もよくなることが示さ

れた．しかし，その相関係数は０．１８１～０．４２１であり，関

連の強さは中程度であった．

３．保 護 者

１）手洗い実施状況

保護者の６場面の手洗い実施状況については，場面に

よる有意な差が見られた（ｐ＜０．０５）．石けんや水で「手

を洗う」と回答した割合は，９３～１００％であった．一方

「必ず石けんで洗う」と回答した割合は，「生き物をさ

わった後」６７％，「外出から家に帰ったとき」４５％，「そ

うじの後」４３％，「調理の前」４３％であった．（表７）

２）手洗い意識と実施状況の関連

表５ 手洗いの理由

給食前 外遊び後

石けんで洗った理由

ばい菌がついているから

手が汚れているから

いつも石けんで洗っているから

手が汚れているから

ばい菌がついているから

いつも石けんで洗っているから

水だけで洗った理由
めんどうくさいから

アルコールをするから

洗う時間がなかったから

水だけできれいになるから

洗わなかった理由

アルコールをするから

めんどうくさいから

水が冷たいから

洗う時間がなかったから

めんどうくさいから

表６ 児童の手洗い意識と実施状況の関連

場面 トイレの後
食事

（給食）の前

外で

遊んだ後

手が汚れる

授業の後
そうじの後

生き物を

さわった後

家に

帰ったとき
おやつの前 夕食の前

相関係数 ０．１８１＊＊ ０．２１６＊＊ ０．１８５＊＊ ０．３６８＊＊ ０．３５５＊＊ ０．４０３＊＊ ０．４２１＊＊ ０．３３９＊＊ ０．３４３＊＊

Kendallのタウｂ ＊＊：ｐ＜０．０１

表４ 当日の手洗い（％）

学年 ｎ 石けん 水だけ 洗わない

給食前の手洗い＊

２年 ８８ ７１ １３ １７

３年 ８４ ７７ １８ ５

４年 ７４ ４２ ３２ ２６

５年 ７３ ３６ ４４ ２１

計 ３１９ ５８ ２６ １７

外遊び後の手洗い「遊ばなかっ

た」を除く

２年 ６７ ５６ ２１ ２３

３年 ７５ ３６ ２４ ４０

４年 ４１ ４６ １７ ３７

５年 １４ ４３ ２１ ３６

計 １７９ ４５ ２１ ３４

＊学年差についてｐ＜０．０５

表７ 保護者の手洗い実施状況（％）

手洗い場面 ｎ
必ず石けん

で洗う

ほとんど

石けんで洗う

あまり石けん

で洗わない
水だけ 洗わない

食事の前 １７３ ２６ ２１ ２１ ２５ ７

そうじの後 １７１ ４３ ２４ １６ １５ ３

トイレの後 １７４ １６ １４ ２２ ４５ ２

生き物をさわった後 １７５ ６７ ２２ ４ ６ １

外出から家に帰ったとき １７６ ４５ ２３ １０ １８ ４

調理の前 １７３ ４３ ２５ １３ ２０ ０

各場面の学年ごとの％は合計すると１００％となる
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保護者の手洗い意識について，「必ず石けんで洗わな

ければならない」の割合は５１～８７％であった．

保護者の手洗い意識と実施状況の関連では，全ての手

洗い場面において有意な関連が見られた．その相関係数

は０．３６８～０．５１１であり，児童の場合と比べて各場面にお

ける両者の関連は強かった（表８）．

３）手洗い指導の状況

場面を特定せず「お子さんに手洗いをさせたり，声を

かけたりすることがありますか．」とした質問には，「あ

る」９７％，「ない」３％であったことから，多くの保護

者が自分の子どもに手洗い指導をしていた．

場面別の手洗い指導については，「どのくらいお子さ

んに手洗いをさせたり，声をかけたりしていますか．」

と問うた．回答結果には場面によって有意差が見られた

（ｐ＜０．０５，表９）．そのうち「必ずする」と回答した割

合が多かったのは，「調理の前」７４％，「生き物をさわっ

た後」６９％，「外出から家に帰ったとき」６４％であった．

４．児童の手洗い実施状況に関わる保護者の要因

１）保護者の手洗い実施状況と児童の手洗い実施状況の

関連

児童と保護者の手洗い実施状況の関連では多くの場面

において正の相関を示し，保護者の手洗い実施状況がよ

ければ，児童の手洗い実施状況も良好であった．場面別

に見ると，学校での手洗い場面では有意な関連は少な

かったが（１８相関中１相関），学校と家庭の両方の場面

ではやや増え（１８相関中６相関），児童の家庭での手洗

い場面では多く見られた（１８相関中１２相関）．最も相関

が強いのは児童の「家に帰ったとき」と保護者の「外出

から家に帰ったとき」との相関であり，その値は０．３５８

であった．また，児童の「外で遊んだ後」と保護者の「外

出から家に帰ったとき」の相関係数は０．２５１であった．

保護者の手洗い実施状況と有意な関連が多く認められた

表８ 保護者の手洗い意識と実施状況の関連

場 面 食事の前 そうじの後 トイレの後
生き物を

さわった後

外出から

家に

帰ったとき

調理の前

相関係数 ０．３６８＊＊ ０．５１１＊＊ ０．４２６＊＊ ０．４５３＊＊ ０．４６９＊＊ ０．４５２＊＊

Kendallのタウｂ ＊＊：ｐ＜０．０１

表９ 保護者の手洗い指導の状況（％）

手洗い場面 ｎ 必ずする
ほとんど

する

あまり

しない

まったく

しない

食事の前 １７３ ３３ ３４ ３０ ４

そうじの後 １７１ ３９ ２８ ２８ ６

トイレの後 １７４ ３６ ３５ ２４ ５

生き物をさわった後 １７５ ６９ ２２ ６ ３

外出から家に帰ったとき １７６ ６４ ２３ １０ ３

調理の前 １７３ ７４ １８ ８ １

各場面の学年ごとの％は合計すると１００％となる

表１０ 保護者の手洗い実施状況と児童の手洗い実施状況の関連

保 護 者 の 手 洗 い 実 施 状 況

食事の前 そうじの後 トイレの後
生き物を

さわった後

外出から家に

帰ったとき
調理の前

食事（給食）の前 ０．１２２＊ ０．０４０ ０．０４８ ０．０２７ ０．０８８ ０．０６４

そうじの後 －０．０２３ －０．００１ ０．０４７ ０．０１０ ０．０４６ －０．０２４

手が汚れる授業の後 ０．０３０ ０．０５９ ０．０６７ ０．０６７ ０．００８ ０．０４８

トイレの後 ０．０３０ ０．０２０ ０．１３９＊ ０．０９８ ０．０３４ ０．０７０

生き物をさわった後 ０．０６６ ０．０６０ ０．０３１ ０．０４７ ０．１１６ ０．０１４

外で遊んだ後 ０．１９４＊＊ ０．１２０ ０．１９５＊＊ ０．１５４＊ ０．２５１＊＊ ０．１８４＊＊

家に帰ったとき ０．１２４＊ ０．１８７＊＊ ０．１６０＊ ０．１７２＊＊ ０．３５８＊＊ ０．１６６＊＊

おやつの前 ０．１０１ ０．１１０ ０．１３０＊ －０．００１ ０．１８７＊＊ ０．１６６＊＊

夕食の前 ０．１５０＊ ０．００６ ０．０６３ ０．０４４ ０．１２４＊ ０．１３６＊

Kendallのタウｂ ＊＊ｐ＜０．０１ ＊ｐ＜０．０５

２４６ 学校保健研究 Jpn J School Health５４；２０１２



場面は，児童の「外で遊んだ後」「家に帰ったとき」「お

やつの前」「夕食の前」であった．一方，児童の「食事

の前」「そうじの後」「手が汚れる授業の後」の場面につ

いては，有意な関連がほとんど見られなかった（表１０）．

２）保護者の手洗い指導と児童の手洗い実施状況の関連

保護者の手洗い指導と児童の手洗い実施状況の関連で

は，いくつかの正の相関を示し，保護者が手洗い指導を

よくすると応えているほど児童の手洗い実施状況もよく

なる傾向が示された．場面別に見ると，学校での手洗い

場面では有意な関連は少なかったが（１８相関中１相関），

学校と家庭の両方の場面ではやや増え（１８相関中２相関），

児童の家庭での手洗い場面ではより多く見られた（１８相

関中７相関）．その中で最も強い相関を示したものは，

児童の「家に帰ったとき」，保護者の「外出から家に帰っ

たとき」の０．３６３であった．「家に帰ったとき」「おやつ

の前」「夕食の前」の家庭での手洗い場面は有意な関連

を示すところが多く，「食事（給食）の前」「そうじの後」

「手が汚れる授業の後」の学校での手洗い場面では，有

意な関連はほとんど見られなかった（表１１）．

�．考 察

１．児童の手洗いについて

１）児童の手洗い意識，実施状況

手洗い実施状況については，石けんや水で「手洗いを

する」の割合は，９場面で６２～９６％であったのに対し，

「必ず石けんで洗う」の割合は１３～５９％であった．手洗

い実施の割合は高いものの，石けんによる手洗いが徹底

されているわけではないことがとらえられた．吉川は，

１～６年生を対象に四つの手洗い場面（「手がよごれる

授業の後」「外遊び後」「トイレの後」「食事の前」）につ

いて，手洗いを「する」「しない」で調査している４）．そ

の結果，手洗いの実施は４年生の「外遊び後」７２％，「食

事の前」７５％以外は全て８０％以上と高かった．本調査の

「手洗いをする」では，「手が汚れる授業の後」９６％，「外

で遊んだ後」８３％，「トイレの後」９１％，「食事の前」９６％

となり，学年別では，４年生の「外で遊んだ後」７７％以

外は８０％以上となり，吉川らの結果と同様に高かった．

しかし，本調査において石けん使用の有無に焦点を当て

て手洗いの実施状況を分析したところ，石けんを使った

手洗い実施率は，あまり高くないことが示された．徳永

らが小学４年生に実施した健康行動アンケートの中でも，

外出後の手洗いは，「石けんで手を洗う」５５％であり，

「水で手を洗う」３７％であった８）．以上のことから，水

だけで手洗いをすませてしまう児童が少なくないと考え

られる．厚生労働省の新型インフルエンザに関するＱ＆

Ａによれば，ウイルス感染を予防するためには，手洗

い・うがいをすることが大切であり，手洗いについては

石けんを使って最低１５秒以上行うことが示されている９）．

石けんによる手洗いを一層促す必要がある．

手洗い実施状況の中で性差があったものは，「そうじ

の後」「生き物をさわった後」「外で遊んだ後」の３場面

であり，全９場面中の少数に限られた．また，各選択肢

の割合の性差も１０％程度であり，場面間の差に比べて小

さかった．したがって，性差はそれほど大きくないと考

えられた．

学年差があったものは「食事（給食）の前」「トイレ

の後」「外で遊んだ後」「家に帰ったとき」「おやつの前」

「夕食の前」であった．これらの場面について「必ず石

けんで洗う」と回答した割合は，学年が上がるにつれて

低下する傾向にあった．学年差の無かったものは「そう

じの後」「手が汚れる授業の後」「生き物をさわった後」

であった．また，「手を洗う」割合については，学年と

一定の関連は見られなかった．一方，吉川らは，外遊び

後の手洗いでは，高学年になるほど実施率が下がり，１

年生と６年生では有意な差が認められたと報告してい

る４）．「手を洗う」割合については，本研究と吉川らの結

果は必ずしも一致していないが，少なくとも，外遊び後

の場面は共通し，手洗いの実施状況は学年とともに低下

する傾向にあり，高学年の手洗い指導の内容等を検討す

る必要があると考えられる．

表１１ 保護者の手洗い指導と児童の手洗い実施状況の関連

保 護 者 の 手 洗 い 指 導 の 頻 度

食事の前 そうじの後 トイレの後
生き物を

さわった後

外出から家に

帰ったとき
調理の前

食事（給食）の前 －０．０５１ －０．０８４ －０．０６５ －０．０１１ －０．００７ －０．１２０

そうじの後 ０．０２２ ０．０５８ ０．０８４ ０．１８４ ０．０６２ －０．０１６

手が汚れる授業の後 ０．０４２ ０．０９５ ０．０７３ ０．１９０＊＊ ０．０３９ －０．０３６

トイレの後 －０．００６ －０．００８ ０．０４６ ０．００４ －０．０４６ －０．０６０

生き物をさわった後 －０．００８ ０．０７３ ０．０１１ ０．１３０ ０．０３９ －０．０２１

外で遊んだ後 ０．０５３ ０．０７２ ０．０６２ ０．１３７＊ ０．２３７＊＊ ０．０８４

家に帰ったとき ０．０７１ ０．１７６＊＊ ０．１０９ ０．２２４＊＊ ０．３６３＊＊ ０．１７７＊＊

おやつの前 ０．１２２ ０．１２４ ０．０３４ ０．１９７＊＊ ０．１０６ ０．１１３

夕食の前 ０．２７６＊＊ ０．０７５ ０．０４５ ０．１５１＊ ０．０５４ ０．０６６

Kendallのタウｂ ＊＊ｐ＜０．０１ ＊ｐ＜０．０５
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基本的生活習慣の中で，清潔領域は他の習慣に比べ定

着が困難だと言われている１０）．その理由としては，保育

園児を対象とした生活習慣に関する調査において，手の

汚れが目で確認できれば手洗いへの動機づけになるが，

手の汚れが見えなければ洗わないで済ませてしまうから

である６）と推測できる．本研究においても，「手が汚れる

授業の後」や「生き物をさわった後」に「必ず石けんで

洗う」割合が高かったことから，現状においても，児童

は，手にはっきりと汚れがついたとわかる場合には，石

けんによる手洗いの可能性が高まると考えられた．

２）手洗いをする理由，しない理由

児童が手洗いをする理由については，「手が汚れてい

るから」を清潔に関する回答，「細菌がついているから」

を感染に関する回答，「いつも石けんで洗っているから」

を習慣に関する回答と判断した．石けんで手洗いをする

児童に限っては，「清潔」「感染」の理解が高く，「習慣」

として身についていると考えられた．

「水だけで洗う」と回答した児童の中で，給食前では

「アルコールをするから」という理由が多かった．「ア

ルコールをする」とは速乾性手指消毒薬を使用すること

を意味する．日常の手洗いは，本来流水と石けんで行う

ものであり，速乾性手指消毒薬の適用は，流水下での手

洗いができない場所である場合，手指が目に見えて汚れ

ていない場合，または非抗菌性石けんと流水で目に見え

る汚れを取り除いた後１１）１２）とされている．その使用は消

毒薬の規定量（概ね１プッシュ）を手掌にとり，石けん

と流水での手洗い同様の手順で消毒薬が乾くまですり込

む必要がある．しかし，児童のグループインタビュー で

は「手を拭かずにアルコールをする」「アルコールが乾

かないので，ズボンで拭く」等の不適切な手指消毒をし

ており，手指消毒としては不十分であった．このことか

ら，児童は速乾性手指消毒薬の使用について十分には理

解しておらず，指導の工夫が必要であると考えられた．

「洗う時間がなかったから」は，休み時間終了近くま

で外で遊び，授業に遅れないように教室に入るためと考

えられた．学校での休み時間は児童にとって貴重である．

このような児童の成長発達における休み時間の意義を理

解した上で，休み時間をしっかり確保しながらも，教室

に入る前には手洗いをするように指導をしていくことが

大切である．その際，手洗いが短時間でできるように，

手洗い場の確保や洗いやすい形状の石けんを必要数配置

するなどの環境整備が必要であると考えられる．

「水だけできれいになるから」の回答については，体

育科保健領域の教科書では，手洗いの際に石けんを使う

ことが明示されていないことも関係するかもしれない．

また，児童が目に見えない微生物を意識していないこと

も考えられる．しかし，平元らによると，５歳児は風邪

などの身近な病気の原因として，バイキンの存在が理解

できるとしている１３）．小学生であれば感染源としての細

菌の存在は，十分理解できると考えられるので，除菌に

おける石けんの有効性の理解を深める必要がある．特に

高学年では，手洗い実施状況が低下する一方，理解力が

高まることから，指導内容としての石けん使用の有効性

は重要と考えられる．

２．保護者の手洗いと子どもへの手洗い指導

１）保護者の手洗い意識，実施状況

保護者の手洗い実施状況については，「必ず石けんで

洗う」と回答した割合は，６場面で１６～６７％であり，「洗

わない」以外を「手を洗う」とした場合の割合は９３～１００％

であった．保護者も児童と同様に，「手を洗う」割合に

比べ石けんを使った手洗いの割合は低く，「生き物をさ

わった後」を除き約半分以下であった．保護者において

も石けんを使った手洗いを行っている割合は低く，保護

者の手洗いも十分ではないと考えられた．

２）保護者の手洗い指導

ほとんどの保護者が声かけなどの手洗い指導を行って

いた．手洗い指導を「する」と答えた保護者に六つの手

洗い場面における手洗い指導について質問した．その結

果，「必ずする」の割合が最も高かった場面は「調理の

前」７４％であった．飯室らの調査では，子どもの感染予

防に関する項目で保護者が「とても重要」と考える項目

は，「調理前の手洗い」が最も高い値を示し，次いで「手

洗い」「調理器具の清潔」であった１４）．飯室らは，保護

者が手洗いを経口感染の予防手段として重要視している

と述べている．しかし，本調査での保護者の手洗い指導

の結果では，「必ずする」の割合が一番高い場面は「調

理前」であったものの，次いで「生き物をさわった後」

６９％，「外出から家に帰ったとき」６４％であり，「食事の

前」は３３％と低かった．基本的生活習慣の形成には，保

護者の生活習慣や態度が影響しうるため７），手洗いは病

原体の伝播経路を遮断できる唯一の簡単な方法である１２）

ことを保護者自身が認識し，指導の充実を図る必要があ

ると考えられた．

３）保護者の手洗い実施状況，手洗い指導と児童の手洗

い実施状況の関連

保護者の手洗い実施状況と児童の手洗い実施状況との

関連については，学校の場面での児童の手洗い実施状況

（「食事（給食）の前」「そうじの後」「手が汚れる授業

の後」）とはほとんど関連が見られず，相関係数はそれ

ほど高くないものの，学校と家庭の両方の場面や家庭で

の場面の手洗い状況（「外で遊んだ後」「家に帰ったとき」）

において，複数の関連が認められた．保護者の手洗い指

導との関連についても，相関は弱いが，学校と家庭の場

面，家庭場面において有意な関連が複数認められた．以

上のことから，保護者の手洗い実施状況や手洗い指導は，

児童の家庭での手洗い実施状況に弱いながらも影響を及

ぼしていると考えられた．

上延らは，幼児の手指の大腸菌の状況を登園時に測定

し，幼児の菌保有の状況と保護者のしつけの関連を調査

した７）．菌保有の少ない群では，保護者が手洗いについ

２４８ 学校保健研究 Jpn J School Health５４；２０１２



て「やかましく言う」４５％，「普通」５５％であったのに

対し，多い群ではそれぞれ１７％および８３％であり，両群

に明らかな有意差が見られた．そして，幼児に対し手洗

いを平素念入りにしつけることは，かなりの効果がある

としている．本研究においても，児童期の家庭にかかわ

る手洗いには，家庭の指導が必要であることが示された．

しかし，学校にかかわる手洗いでは，家庭での指導の効

果が反映されていなかったことから，学校での指導を含

めた幅広い方策の充実を図る必要がある．そのために，

手洗い実施状況について有意な関連が認められた意識に

焦点を当て，その向上を図ることが必要と考えられる．

さらに，用具や施設設備などの環境の整備や実施状況と

関連が認められた保護者に一層の協力を求めることなど

が考えられる．

今後は，児童の手洗い状況と，学校での指導や環境整

備の関連について検討し，より有効な対策を幅広く検討

する予定である．

�．ま と め

児童の手洗い実施状況については，「必ず石けんで洗

う」の割合は，９場面で１３～５９％であった．また，保護

者の手洗い実施状況は，「必ず石けんで洗う」の割合は，

６場面で１６～６７％であった．

児童の手洗い実施状況と保護者の手洗い実施状況，手

洗い指導の関連を手洗いの場面別に分析した結果，保護

者の手洗いや手洗い指導は，児童の家庭での手洗い状況

には有意な関連が多数見られたが，学校での手洗い状況

との有意な関連はほとんどみられなかった．したがって，

保護者の手洗い実施や手洗い指導は，児童の家庭での手

洗い状況にある程度影響を及ぼすが，学校での手洗い状

況にはあまり影響を及ぼさないと考えられた．
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小学校高学年を対象としたがん教育の実施可能性
―教科等との関連および教師の考え方を中心とした検討―
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Cancer Education in the School Setting for Upper Grade Pupils
―A Consideration of Relevancy to School Subjects and
Teacher Attitudes toward Cancer Education―

Hiroko Yako-Suketomo＊１ Yoko Kawamura＊２ Miho Kubota＊３

＊１ Center for Cancer Control and Information Services, National Cancer Center
＊２ Center for Policy Studies, Kumamoto University
＊３ Primary School Attached to Saitama University

Objective: The purpose of this study was to investigate the possibility of implementing cancer education for

upper grade elementary school pupils.

Methods: We conducted a document analysis on government guidelines for teaching as well as a semi-

structured interview with five teachers who were responsible for primary school education in metropolitan

Japan. Regarding the document analysis, the latest government guidelines for teaching at primary and junior

high school were downloaded from the website of the Ministry of Education（１６２pages,１５０，９０８letters）and

a dataset（in Adobe Acrobat PDF）was developed to use for the review. Some keywords seemingly related to

cancer education were set to run searches on the dataset. We sorted and analyzed the number of keywords

for relevant grades, subjects, and detail contents of the subjects. We did not focus on quantitative measures

on cancer education relevancy to the government teaching guidelines, but rather on its trends. Regarding the

semi-structured interview, a group interview was conducted concerning knowledge about cancer, teaching

styles in general, general teaching materials that they would desire, sources of teaching information, and atti-

tude toward cancer education. Qualitative analysis was used to capture perspectives related to teachers’per-

ceptions about cancer education by extracting codes, sub categories and categories from the interview text

data.

Results: The document analyses showed the relevancy of cancer education at all grades of primary and junior

high school and several subjects. From the qualitative analysis on the interviews with five teachers, thirteen

identified codes for teachers’idea about cancer education emerged and were grouped into five sub categories

（“teacher’s accurate knowledge,”“connection with the school’s educational principle,”“connection with possi-

ble subjects for cancer education,”“negative imagination formation,”and“teacher’s prejudice about cancer”）.

Two categories were then abstracted:“the sense of possible cancer education,”and“the sense of impossible

cancer education.”Finally a structured model showed the relationship among the categories, considered the

process of shaping teachers’idea of cancer education.

Conclusions: The results from this study, consisting of analyses on the content of teaching guidelines and in-

terviews with school teachers, showed the possibility of cancer education for upper grade elementary school

pupils. It is suggested that encouraging teachers to obtain accurate knowledge about cancer and to build sup-

portive environments for providing cancer information are necessary. Further research to verify the model as

well as to assess impacts when cancer education is widely implemented utilizing health impact assessment for

cancer education is needed.

Key words：cancer education, health promotion, new government guidelines for teaching, semi-

structured interview, qualitative research
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�．はじめに

国民の２人に１人が生涯のうちでがんに罹患すると推

計され，３人に１人ががんで死亡することが報告されて

いる１）．一方，そのような現状をもとにがんの原因を解

明するための疫学研究の蓄積により，一部のがんを除い

てがんは予防可能な疾病であることが明らかとなってい

る．例えば，世界保健機関（World Health Organiza-

tion；以下WHO）が２００３年に食事，栄養素に関する研

究結果を総合評価して「がん予防の食事指針」を発表し２），

２００７年に世界がん研究基金（WCRF）と米国がん研究

協会（AICR）が同様の報告書「食物・栄養・身体活動

とがん予防指針」３）を発表している．さらに，それらを参

考に日本人の生活習慣等を考慮し日本独自のエビデンス

評価に基づいた日本人のためのがん予防法が検討されて

いる４）．近年では喫煙と感染性因子が日本では最大のが

んリスク要因であることが推計され５），生活習慣の改善

と感染要因の除去が推奨される等，がんはコントロール

可能な疾病であることが益々強調されてきている．これ

らの研究は成人を対象としたものではあるが，子どもの

頃からがんの予防に関する知識を習得することは意義が

あるといえる．さらに，年齢別にみると，４０歳代前後か

らリスクが高まるため１），親や家族ががんに罹患する子

どもは少なからずいると考えられる．成人医療の現場で

は，特に親の病状が家族に影響を及ぼすと思われる状況

の場合にこそ，患者の子どもの特性を正しく理解し，適

切なサポートを行うことの必要性が指摘されている６－８）．

そのような点で，家族のがん罹患が分かる以前からがん

に関する理解を深めることもまた意義あるものといえる．

このことから，本研究では，親のがん罹患リスクが現実

的となる小学校高学年を対象とするがん教育のあり方を

検討することとした．

一方，日本の学校教育では，がんの教育の中でもがん

予防を主体とした内容が中心であり，医療にかかわる個

別の課題について知識として詳細に教えるという方針が

現在の保健においては原則としてとられていないという

指摘がある９）．このような背景について衛藤は，現行（平

成２３年度現在）の学習指導要領からは，単に知識の習得

のみならず意思決定と行動選択を意識的に取り入れるた

めのヘルスプロモーションの考え方が導入されたためで

あると論じている９）．

１９９７年の文部科学省保健体育審議会答申においてその

理念が提示されたヘルスプロモーションは，WHOが

１９８６年に採択したオタワ憲章１０）において提唱された２１世

紀の健康戦略である．その後２００５年に採択されたバンコ

ク憲章１１）において，ヘルスプロモーションの定義は，

人々が自らの健康とその決定要因をコントロールし改善

することができるようにするプロセスであると改訂され

たが，ヘルスプロモーション活動のための方法（健康的

な公共政策づくり，健康を支援する環境づくり，地域活

動の強化，個人技術の開発，ヘルスサービスの方向転

換）については，オタワ憲章以降その普遍性が保たれて

いる．この考え方に基づいて作成されたWHOのヘルス

プロモーティングスクール実践のためのガイドライン１２）

においても，学校保健政策，物理的環境，社会環境，近

隣関係，個人技術，ヘルスサービスの６領域が学校にお

けるヘルスプロモーションの主要な柱として提示されて

いる．つまり，このような背景を包含した現在の学校健

康教育においてがんに関する話題が導入されるためには，

がんという話題を通じて児童が健康的な生活習慣を送る

ための個人技術を獲得し，がんを通じた様々な社会資源

を把握し，家族をはじめとする身近な人間関係に良い影

響を与えることができるヘルスプロモーターとしての役

割を担うことが期待されるような教育方法が求められる．

換言すれば，たばこ対策や食生活，身体活動等のがん予

防にかかわる生活習慣（個人技術）を身につけ，早期発

見のためのがん検診を受け適切な治療を受ける（社会資

源の把握）とともに，２人に１人という身近ながんとい

う疾患に共に対処する（身近な人間関係）という一連の

能力は，自らの健康をコントロール可能とするプロセス

としたヘルスプロモーションの理念に匹敵するものであ

る．この能力を身につけるためには，保健学習の枠を超

えた学校活動が必須であることから，がんを題材とした

ヘルスプロモーティングスクールとの関連が想起される．

このようながん教育の有用性を視野に入れた国立がん

研究センターの研究班では，これまでに学童を対象とし

たがん教育のための教材を開発しており，がんの統計，

発生，予防，検診，治療，緩和ケア，心のケアに関する

知識伝達を行うための教材開発プロセスが報告されてい

る１３）．すなわち，大野１４）の考え方を援用すれば，ここで

のがん教育とは，がんに特化した教育を指しており，が

んそのものを主体として扱った教育である．しかし，現

時点で小学校や中学校などの義務教育でがんが扱われる

のは，体育科（保健分野）・保健体育科における生活習

慣病の予防の一環として触れられるのみで，がんそのも

のを主体として学ぶ機会は極めて少なく，それを扱うた

めの知識が教員に無いこと等も厚生労働省のがん対策推

進協議会において指摘されている１５）．このような現状の

もと，学校教育においてがんが主体として扱われる条件

を考えるためには，まず現行の政策や実施主体となる教

諭の現状といった社会環境を明らかにする必要がある．

厚生労働行政においてがんについて学ぶことの意義や重

要性が強調されても，それを学ぶことが結果として子ど

も達の生きる力にいかに寄与する可能性があるのかは，

がんを題材として扱う教員が，具体的にその場面を想起

することができるか否かにかかっている．本研究ではそ

の手立てとして，がんそのものを教えるということより

も，現在の学校教育においてがんという話題がいかに扱

われる可能性があるのかを検討する必要があると判断し

た．そこで本研究では，がん教育をがんの発生，統計，
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予防，検診，治療，緩和ケア，心のケアに関する知識伝

達と態度形成のプロセスと定義し，今後のがん教育のあ

り方についての示唆を得るために，小学校高学年を対象

としたがん教育の実施可能性を高める社会環境を分析す

ることを目的とした．

�．研究方法

本研究では，がん教育の実施可能性を高める社会環境

を分析するには，学習指導要領に代表される現行の文部

科学政策の現状分析とともに実施主体となる教諭の実態

把握といった両者の調査を行い，相互補完的な分析を行

う必要があると判断した．そこで，本研究では次に掲げ

る二つの調査を実施した．

１．文書調査

文部科学省新学習指導要領（本文）の中から総則を除

いたテキストデータを文部科学省ホームページ（http:／／

www.mext .go . jp／a_menu／shotou／new-cs／youryou／

index.htm）よりダウンロードし，Adobe Acrobat PDF

ファイル形式のデータベースを作成した（全１６２頁，総

文字数１５０，９０８字）．検索に用いるキーワードは，まず主

研究者１名ががん教育に関する７分野（がんの統計，発

生，予防，検診，治療，緩和ケア，心のケア）ごとにい

くつかの関連用語を挙げた後にweblio類語辞典（http:／／

thesaurus.weblio.jp／）を用いて類義語を検索した上で

７分野それぞれにおけるキーワード候補を決定した（結

果の表２を参照）．その後，共同研究者（がん研究，ヘ

ルスコミュニケーション，学校保健の専門家）間の合議

によりがん教育に関する６２キーワード（がんの統計１２語，

発生４語，予防２１語，検診８語，治療１０語，緩和ケア５

語，心のケア２語）を決定し，PDFファイル上の検索

機能を用いてキーワード検索を行った．得られた結果は，

キーワードごとに検出件数，検出された学年と教科およ

び項目を記録した．ただし，検出された場合でも文脈上

の意味合いが不適切である（例えば，ガンと検索した場

合のオルガンやガンジーなど）と判断された場合は，検

出件数からは除外した．なお，本研究では小学校高学年

を対象としたがん教育の検討を目的としているが，前後

の学年との比較可能性を担保するために，データベース

の作成には小学校と中学校の新学習指導要領を用いた．

２．インタビュー調査

東京近郊の国立大学教育学部附属小学校の教諭５名を

対象としたグループ形式による半構造化インタビューを

行い，がんに関する知識，全般的な教育スタイルの嗜好，

教育教材全般への要望，教育に関する情報の情報源，が

ん教育に対する態度についてたずねた．対象者の属性を

表１に示す．対象者５名は，当該小学校の教諭によって

構成される学校保健委員会メンバーであり，児童の実態

を把握した上での健康教育やがん教育のあり方について

適切な意見を得られると判断したことから，本研究対象

として選定した．本研究は，児童へのがん教育について

教諭の意見を得ることを目的としていることから，児童

へのがん教育にかかわる内容以外の個人情報（対象者の

年齢や職務年数等）については，一切質問内容から除外

し，モデレーターは対象者が自身の情報について語りた

い場面においてのみ受容する姿勢を保持した．一般に教

諭の価値観や考え方は年齢や職務年数等の属性によって

変動すると考えられているが，本研究においてはグルー

プインタビューを採用しており，必ずしも対象者個々人

の属性が分析結果に大きな影響を与えるとは考えにく

かったため，対象者の選定方法および採用したインタ

ビュー方法は妥当であると考えられた．インタビューは，

１名のモデレーターのもと１名の記録者が対象者の発言

内容をノートに書き留める形式で，２００８年秋に１回実施

した．所要時間は約２時間であった．インタビューは，

養護教諭に調整を依頼し日時を対象者と相談の上決定し，

対象者の勤務校の保健室で実施した．インタビューの際

には養護教諭にも同席を依頼した．分析は，インタ

ビュー終了後にノートに書き留めたテキストデータをそ

のまま転記することで行った．まず，健康社会学ならび

にヘルスプロモーションを専門とする主研究者１名が文

脈ごとに内容の意味づけを行い，コード化した．コード

の妥当性を高めるため，その結果を残りの３名の研究者

（健康教育学ならびにヘルスコミュニケーション，学校

保健，公衆衛生学の専門家）を含む全員で検討し，コー

ド化の内容について合意の得られた一覧を完成させた．

次に，主研究者がコード間の比較を継続的に行いながら

意味ごとに分類し，抽象度を高めながらカテゴリーを抽

出した．これらのカテゴリーは，その関連や時間的な経

過を考慮したモデル図にした．カテゴリー化やモデル図

の妥当性についても残りの３名の研究者を含む全員で検

討し，合議の得られた結果のみを採用することとした．

３．倫理的配慮

インタビュー調査については，あらかじめ対象者の勤

務校の学校長に研究の目的と内容および対象者より入手

した情報は研究の目的以外には使用しないことを書面で

伝えた後に，５名のインタビュー対象者にも，インタ

ビュー開始前に，同書面に沿ってあらためて説明を行い，

参加の意思を口頭で確認した．なお，対象者が情報の秘

匿を希望した場合は，その部分の公表は行わないことと

した．インタビュー調査は，国立がん研究センター倫理

審査委員会の承認を得て実施した．

表１ グループインタビュー対象者の特性

対象者 性 別 専門教科

Ａ 男 図画工作

Ｂ 男 生活

Ｃ 男 生活

Ｄ 男 保健体育

Ｅ 女 栄養※

※栄養教諭

２５２ 学校保健研究 Jpn J School Health５４；２０１２



�．研究結果

１．文書調査

表２にがん教育の分野別キーワードおよび検出件数を

示す．６１キーワードのうち３０語では検出が見られなかっ

たが，分野別にみると７分野すべてにおいてそれぞれ１

語以上の検出が見られた．その内訳は，統計７語（１２語

中），発生４語（４語中），予防１１語（２１語中），検診２

語（８語中），治療４語（１０語中），緩和ケア１語（５語

中），心のケア２語（２語中）であった．最も多く検出

されたのは，予防の‘運動’１５０件，次いで心のケアの

‘家族’３４件，予防の‘食事’１８件，‘スポーツ’１２件，

‘生活習慣’１１件の順であった．また，‘生活習慣病’

は２件検出されたものの‘悪性新生物’‘がん’は検出さ

れなかった．

表３にキーワード検出された学年と教科等および項目

を分野別に示す．学年別に見ると，小学校１～６学年お

よび中学校１～３学年の全学年において，いずれかの分

野でキーワードが検出された．教科別に見ると，小学校

の国語・社会・算数・理科・生活・家庭・体育・道徳・

外国語活動・特別活動，中学校の社会・数学・理科・保

健体育・技術家庭・外国語・道徳・特別活動においてが

ん教育に関するキーワードが検出された．さらに，小学

校６学年においては，全ての分野で検出が見られ，社会，

算数，理科，家庭，体育，保健，道徳，外国語活動，特

別活動においてキーワードが検出された．

２．インタビュー調査

表４にインタビュー調査のテキストデータから抽出さ

れた小学校教諭のがん教育に対する考え方のカテゴリー

とコードを示す．以下，カテゴリーを『 』，サブカテ

ゴリーを「 」，コードを‘ ’と表記する．本分析か

らは，１３のコードが得られ，５のサブカテゴリー（「正

しい知識」「教育方針との関連づけ」「がんを扱える教科

等の想起」「ネガティブなイメージ形成」「偏った情報」）

と２のカテゴリー（『がん教育実施可能感』『がん教育実

施不可能感』）が抽出された．また，これらのカテゴリー

の関係性を，がん教育の実施可能性に対する小学校教諭

の考え方の仮説モデルとして図１に示した．

�．考 察

１．がん教育のメリットとデメリット

文書調査の結果から，学習指導要領においてがんその

ものの記述はないことが改めて明らかとなった．インタ

ビュー調査の結果においても，‘扱いづらい情報がある’

‘がんに特化することで生じる問題’に関するテキスト

が得られる等，必ずしもがんに特化した教育の必要性を

感じない教諭もいることが明らかとなった．がんは，児

童にとってもネガティブなイメージ形成が定着している

ことが明らかになっているため１３）１６），学校教育で教育内

容としてがんを扱うには様々な障害が予想される．特に，

現行の教育課程において新たな教育内容が加わるために

は他の学習活動の代替として扱わざるを得ないことが想

定されるため，多忙な教育関係者には懸念の声が聞かれ

るかもしれない．しかし，児童ががんのような疾病を詳

しく学ぶことで，疾病の予防に限らず罹患時の対処方法

や身近な人間関係に役立てるための方法を習得しネガ

ティブなイメージ形成の改善に寄与することが報告され

ていることから１３）１６），がんがコントロール可能な疾病で

あるという認識，言いかえれば児童の生きる力の形成に

つながることが期待できる．がんについては，生活習慣

病であること，早期発見できること，有効な治療方法が

確立・整備されていること，といった科学的根拠が確立

された疾病であるため，がんを典型疾患として学校教育

で扱うことは可能であると思われる．小児がんや成人の

がんの一部には生活習慣病としての扱いが困難なものも

あるため，がんそのものについての理解を促すような普

及啓発が重要課題であることを忘れてはならないが，そ

のようながんに関する情報が定着するためには，まず典

型疾患としてのがんについて学ぶための環境整備が必要

とされよう．

２．病気の予防（地域の保健活動）におけるがん教育の

実施可能性

本研究の文書調査において，がん教育のすべての分野

で小学校６学年との関連が示された．そのうち検診と心

のケアを除く５分野は，体育科（保健分野）の病気の予

防との関連を示した．つまり，学習指導要領との関連か

らみれば当該教科を入口としたがん教育の実施が極めて

現実的と考えられる．このような結果をふまえ本研究で

は，平成２３年度より開始された小学校新学習指導要領の

体育科（保健分野）における病気の予防でがんを扱うこ

とを想定した試案を表５のようにまとめた．がん教育は，

当該部分の全ての項目の復習または典型的な生活習慣病

として位置づけることが可能である．特に，今回の新学

習指導要領で新たに追加された地域の様々な保健活動に

ついて学ぶ項目は，平成９年より文部科学省（旧文部省）

中央教育審議会が答申においてヘルスプロモーションを

基本理念として掲げ続けたことの具現化であると考えら

れるが，厚生労働行政においてもがん検診事業等のがん

対策活動を一般市民へ普及啓発することの必要性が指摘

されている１７）ことを鑑みれば，新学習指導要領における

このような改訂は学校保健と地域保健の連携のきっかけ

を与えるものとなるであろう．河村ら１３）の先行研究では，

がんに関する授業を受けた小学校６年児童に対し学んだ

内容を誰に伝えたいかをたずねたところ，家族に伝えた

いと回答した児童が最も多かった．さらに，片野田ら１６）

の先行研究では，母親について，がんについての授業を

契機にがんについて話したり学んだりする機会が増えた

ことが示唆されている．このように，学習した内容が身

近な人間関係において伝達される現象，すなわちchild-

to-child program１８）効果は，学校保健現場を通じてがん

２５３助友ほか：小学校高学年を対象としたがん教育の実施可能性



表２ がん教育の分野別キーワードおよび検出件数

分 野 キーワード 検出件数 検出件数に含まないもの

統計 統計 ６
器官 ６
病気 ５
確率 ５
疾病 ３
生活習慣病 ２
臓器 ２
死亡 ０
死因 ０
悪性新生物 ０
がん ０ 「がんじん」
ガン ０ 「オルガン」

発生 細胞 １０
遺伝子 ４
抵抗力 ３
免疫 １

予防 運動 １５０ 「人の体・天体などの運動」，「振り子の運動」，「自由民権運動」，「民族運動」，「社会
運動」，「平面図形の運動」，「運動とエネルギー」，動物と生物における「運動」

食事 １８
スポーツ １２ 国際社会における我が国の役割における「スポーツ」，「スポーツなどを題材とした魅

力的な道徳教材の開発・活用」
生活習慣 １１
栄養 ９ 理科の生物分野で使用される「栄養」
食生活 ８
予防 ７
感染 ４
喫煙 ２
飲酒 ２
（郷土）料理 １
たばこ ０
タバコ ０
化学物質 ０
受動喫煙 ０
身体活動 ０
アルコール ０
肥満 ０
体形 ０
やせ ０
ウイルス ０

検診 地方公共団体 ４
健康診断 １
検診 ０
検査 ０
健診 ０
早期発見 ０
レントゲン ０
Ｘ線 ０

治療 薬物 ４
医療 ２
放射線 １
医療機関 １
治療 ０
手術 ０
病院 ０
患者 ０
副作用 ０
治す／治る ０

緩和ケア 薬物 ４
緩和 ０
痛み ０
麻薬 ０
中毒 ０

心のケア 家族 ３４ 「家族の住空間・消費生活」
身近な人 ９
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表３ キーワード検出された学年と教科等および項目

分 野 学 年 教科等 項 目

統計 ３，４，５，６ 社会 都道府県の位置と名称
５ 社会 社会的事象

５，６ 体育（保健） 病気の予防
６ 算数 比，比例，ちらばり，平均
６ 理科 人の体のつくりと働き

中学 社会（地理） 地域的特色の追求
中学 社会（公民） 資料を選択し活用する学習活動
中２ 数学 資料の活用
中学 理科（第２分野） 動物の体のつくりと働き
中学 保健体育 健康な生活と疾病の予防
中学 保健体育 心身の機能の発達と心の健康

発生 ５，６ 体育（保健） 病気の予防
中学 理科（第２分野） 生物と細胞，細胞分裂と生物の成長
中学 理科（第２分野） 遺伝の規則性と遺伝子
中学 保健体育 健康な生活と疾病の予防

予防 １，２ 道徳 基本的な生活習慣
３，４ 体育（保健） 健康によい生活，体の発育・発達

３，４，５，６ 体育（保健） 病気の予防
５ 社会 我が国の農業や水産業

５，６ 家庭 日常の食事と調理の基礎
５，６ 体育（保健） 病気の予防
５，６ 道徳 主として自分自身に関すること
５，６ 外国語活動 コミュニケーションの場面

１，２，３，４，５，６ 体育
１，２，３，４，５，６ 特別活動 基本的な生活習慣の形成
１，２，３，４，５，６ 特別活動 健康安全・体育的行事

中学 技術・家庭 中学生の食生活と栄養
中学 技術・家庭 家族・家庭と子どもの成長
中学 保健体育
中学 保健体育 健康な生活と疾病の予防
中学 技術・家庭 食生活と自立
中学 外国語 特有の表現がよく使われる場面
中学 道徳 主として自分自身に関すること
中学 特別活動 健康安全・体育的行事

検診 ３，４ 体育（保健） 健康の大切さ
６ 社会 地方公共団体や国の政治の動き

中学 社会（公民） 国民の生活と政府の役割，民主政治と政治参加

治療 ５ 社会 情報化した社会
５，６ 体育（保健） 病気の予防
中学 保健体育 健康な生活と疾病の予防
中３ 保健体育 健康な生活と疾病の予防
中３ 理科（第１分野） 科学技術と人間

緩和ケア ５，６ 体育（保健） 病気の予防
中３ 保健体育 健康な生活と疾病の予防

心のケア １，２ 国語 話すこと・聞くこと
１，２ 生活
１，２ 生活 家庭生活を支えている家族
１，２ 道徳 主として集団や社会とのかかわりに関すること
５，６ 家庭 家庭生活と家族

１，２，３，４，５，６ 道徳 協力し助け合う態度
中学 技術・家庭 家族・家庭と子どもの成長
中学 道徳 主として集団や社会とのかかわりに関すること
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表４ 小学校教諭のがん教育に対する考え方

カテゴリー サブカテゴリー コード テ キ ス ト

がん教育実
施可能感�

正しい知識� がんについて
知っていること
�

・体のいろんな場所にできる
・遺伝する，自分もなると思う
・若い人の方が進行が早い
・年齢が上がるほどリスクが高い
・たばことの関係
・お酒との関係（肝がん）
・感染はしない
・抗がん剤や放射線治療がある

教育方針との関
連づけ�

求められる教育
方法�

・身近に感じられる課題が必要
・自分のこととして切実感を持つ
・切実感ではなく，相手との接し方を学ぶことも重要

児童の興味・関
心を引き出す教
材や方法�

・マンガ，吹き出し，絵文字などビジュアル要素のある教材・教科書
・身体を動かす，作業を伴う授業
・作り方が載っている図工教材など，家でもやれる内容

がんを扱える教
科等の想起�

保健・体育� ・たばこの害は肺がんだけではない
・保健では方法論を学ぶと同時に実技を重視する
・がんの経験者と話し合う機会があればよいと思う
・一緒に作ってかかわる，インクルーシブ教育が重要
・「がん」の体験をどのようにしたら得られるか
・AIDS教育よりも，生活習慣病であるがんの教育の方がいい

総合的な学習の
時間・特別活動
�

・いのちの学習
・予防よりも「がん」と闘う人の姿を知り正しく理解することが重要
・「がん」細胞を持った動物を飼育するという体験学習

社会� ・公民で市役所のサービス提供について学ぶ

国語・道徳� ・バリアフリーや環境問題を扱うのと同様に，がんについて取り扱う
・ディベート

がん教育実
施不可能感
�

ネガティブなイ
メージ形成�

がんへの誤解や
不確かさ�

・発見が難しい
・人間ドック等で本当に見つかるのか信じられない
・がんになったら検診を受ける？
・治りにくい
・手術しないと治らない

がんになったら
大変�

・髪の毛が抜ける
・入院が必要
・動けなくなってしまう

がんへの恐怖や
不安�

・４０歳を過ぎてからイメージが具体化し，家族は？仕事は？と不安になる
・幼少期に祖母のがんをみてイメージが強烈に残っている，怖い
・暗い

偏った情報� 限られた教員の
情報源�

・テレビが中心（「世界一受けたい授業」「余命１ヶ月の花嫁」「たけしの
本当は怖い家庭の医学」など）

・保険会社CM
・ドラマ
・がんを身近に感じさせるといっても，話をするだけで精一杯
・利用できるがんの資料が少ない
・教員が知っておくべきことが提示されるとよい

扱いづらい情報
がある�

・実際にがんの母親をもつ児童がいる
・扱いは難しい
・２人に１人，３人に１人でも，子どもにとっては違う世界

がんに特化する
ことで生じる問
題�

・「がん」より生活習慣病の方が大元なので，「がん」は副題にとどめてお
いた方が使いやすい

・予防接種をどこで受けられるのかは学習意義があるが，検診はがんに特
化する必要性は感じられない

（ ）内の数字は下位項目数を表す．

２５６ 学校保健研究 Jpn J School Health５４；２０１２



教育を実施することが，児童自らのがん予防生活習慣に

関する知識を学ぶだけでなく，がん検診，がん医療，が

ん患者といった話題を家庭において家族と共有するとい

う波及効果（child-to-parent）を生じさせ，ヘルスプロ

モーター養成の機会となっていること等が考えられた．

結果として，文部科学行政と厚生労働行政ともにwin-

winな状況が生じるであろう．平成２３年度は，国の５年

計画であるがん対策推進基本計画の最終年度であり，政

府では次期のがん対策の方向性について議論が進められ

ており，分野別施策にはこれまでの７分野（がん医療，

医療機関の整備等，がんに関する相談支援および情報提

供，がん登録，がんの予防，がんの早期発見，がん研

究）に加え，新たに小児がん，がんの教育・普及啓発，

がん患者の就労を含めた社会的な問題が追加された１８）．

がんの教育は，今後のがん対策においてより強化される

ことが期待されている．本研究で取り扱ったがん教育に

ついては，体育（保健）を超えた各教科でのがん教育実

施可能性が示された．よって，学校というセッティング

の内外においてがん教育を通じたヘルスプロモーション

の展開が今後可能であると考えられる．

３．教科等と教諭の考え方によるがん教育の要素導入の

可能性

本研究では，文書調査とインタビュー調査という異な

る研究方法の組み合わせを採用した．その結果，文書調

査の分析からは，小学校高学年では社会，算数，理科，

家庭，体育，保健，道徳，外国語活動，特別活動，イン

タビュー調査の分析からは，‘保健・体育’‘総合的な学

習の時間・特別活動’‘社会’‘国語・道徳’がそれぞれ

挙げられ，それらの各教科等にがん教育の要素の導入が

可能であると考えられた．さらに，インタビュー調査で

は，いのちの学習（‘総合的な学習の時間・特別活動’

の下位テキスト）など，文書調査では得られないがん教

育の実施可能性，すなわち学校の裁量に任せられる部分

やこれまでの指導経験から得られる教諭の考え方に関す

る結果が得られた．このように，本研究では単一の研究

方法では表出し得なかった結果が得られ，がん教育実施

の可能性を検討するための資料拡大を図ることができた

といえる．

本研究では文書調査やインタビュー調査においてがん

のキーワードを含む教科等が多数存在することが明らか

になったことから，がんの多様な学習機会の可能性を示

唆したと考えられる．衛藤は，がんについては，主とし

て人の健康について学習する保健にてその概要を学ぶが，

素材としては国語，外国語（英語），社会（地理歴史），

倫理，理科等の教科，道徳，総合的な学習の時間等で扱

われることもあり，さらにその他の学校教育活動（学級

図１ がん教育の実施可能性に対する小学校教諭の考え方の仮説モデル

表５ 体育科（保健分野）の病気の予防におけるがんの取り扱い（試案）

新学習指導要領（平成２３年４月実施）の内容（抜粋） 取り扱い可能ながんの内容

ア 病気は，病原体，体の抵抗力，生活行動，環境がかかわり合って起こること．

がんの統計・発生イ 病原体が主な要因となって起こる病気の予防には，病原体が体に入るのを防

ぐことや病原体に対する体の抵抗力を高めることが必要であること．

ウ 生活習慣病など生活行動が主な要因となって起こる病気の予防には，栄養の

偏りのない食事をとること，口腔の衛生を保つことなど，望ましい生活習慣を

身に付ける必要があること． がんの予防（一次予防）・緩和ケア・治療

エ 喫煙，飲酒，薬物乱用などの行為は，健康を損なう原因となること．

オ 地域では，保健にかかわる様々な活動が行われていること． がん検診（二次予防）・治療・心のケア
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活動，ホームルーム，特別活動等）でも扱われることが

あるとしていた９）．本研究結果は衛藤の知見を支持する

とともに，その詳細な内容まで明らかにした．一方，イ

ンタビュー調査の分析からは，教員個々人が持っている

がんに関する情報が偏っていることががん教育に対する

ネガティブなイメージ形成につながり，実施可能感を減

退させることにつながるのではないかと考えられた．こ

のことから，小学校高学年を対象としたがん教育が実施

されるためには，まず教員のがんに対する正しい知識の

普及啓発を促すことが必要であると考えられる．このこ

とは，前述した国のがん対策推進協議会における議論を

支持した．小学生を孫に持つがんサバイバーを対象とし

たインタビュー調査を実施した大野１４）の先行研究におい

ても，がんに関する教員の知識が一様でないことへの懸

念が示されており，本研究はそれを裏付ける結果となっ

た．さらに本研究では，インタビュー調査の分析から教

員の「正しい知識」を促進したり「ネガティブなイメー

ジ形成」を変えたりすることが，例えば教員が学校保健

計画や学校経営計画等といった「教育方針との関連づけ」

をがん教育と照らし合わせて考えることを可能とし，結

果として具体的な「がんを扱える教科等の想起」につな

がるものと考えられた．このことから，がん教育を実施

するための環境整備として，学習指導要領におけるがん

教育の位置づけを考慮するばかりでなく，教員のがん教

育実施可能感を高めるための教育方針の提示等も重要な

要素であると考えられる．加えて，後述するような児童

の学習効果を教員自らが実感し，がん教育の有用性を認

識することもまた動機づけの一助になろう．

４．本研究の限界と今後の課題

本研究は，東京近郊の国立大学教育学部附属小学校の

教諭を対象としたインタビュー調査結果を分析している

ため，代表性のある対象者の選定には至らなかった可能

性がある．特に，教員のがん教育実施可能感の減退要因

を分析するためには様々な地域の一般公立校の教諭を対

象とする等，より詳細な調査の実施が必要である．また，

本来であれば異なる２者以上の者が同時にコード化作業

を行い，その一致率や信頼係数の算出を行う等，分析方

法の信頼性を担保するための一定の手続きが必要であっ

たと考えられるが，本研究ではそのような作業を行って

いない．さらに，インタビュー調査の分析は，ノートに

書き留めたテキストデータをそのまま転記することで行

われたため，表４のコード化の信頼性を確保するには限

界があり，本来であれば逐語録を作成する等の手続きが

必要であったと考えられる．これらの限界がある一方で，

本研究では教員の考え方のみならず文書調査も取り入れ

る等，相互補完的な研究方法を採用しているため，必ず

しもインタビュー調査の分析結果に頼ることはしていな

い．文書調査については，学校保健計画等，学校特性を

考慮した文書の調査が今後必要であると考えられるが，

個別の事例分析は本研究の目的ではない．このことから，

本研究は方法論において限界がある一方，それを補うた

めの二つの調査によるものとした．今後は，政策策定過

程等を視野に入れ，さらに多角的な側面から異なる研究

方法により，がん教育実施可能性について検討する必要

がある．例えば，教科書を対象とした教育内容の分析も

今後検討する必要があろう．

現時点におけるがん教育は，先述したように義務教育

で扱われる機会は極めて少ない．新たな題材ゆえにがん

教育指導法の検討が今後必要である．がん教育を実施す

ることによる児童の知識，態度，行動の変容の望ましい

あり方の検討が求められると同時に，がん教育の実施に

より生じ得る特定集団への健康影響をあらかじめ予測す

ることが必要である．例えば，家族にがん患者をもつ児

童や小児がん患児への配慮すべき内容を明らかにするた

めに，事前にがん教育のための健康影響予測評価

（Health Impact Assessment）１９）を実施し，良い影響を

さらに発展させるための方策や，悪い影響を最小限にす

るための事前準備を明らかにするといった作業が今後必

要であろう．

�．結 語

文書調査とインタビュー調査の結果から，小学校高学

年におけるがん教育の実施可能性が示唆された．教科等

において小学校高学年を対象としたがん教育が実施され

るためには，教員のがんに対する正しい知識の普及啓発

を促し，偏った情報を改善する環境整備が必要である．

今後，仮説モデルを検証するとともに，がん教育を実施

するための健康影響予測評価を実施することも必要であ

ろう．
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はじめに（歯磨き指導のエビデンス）

本シリーズ第１回「エビデンスを考える」では，ある

学校保健の現場でエビデンスを明らかにしないで経験的

に「“うがい”とインフルエンザの予防」活動を実施し

た例が紹介されている．そして，“うがい”を例に，エ

ビデンスを証明する研究法や研究デザインが解説されて

いる１）．

著者も近年の学校保健活動において，専門とする歯科

の立場から，エビデンスについて気になっていることが

ある．それは，学校保健の研究や現場において，う歯

（う蝕＊）予防についての指導方法のクラシックさであ

る．結論から述べると，あまりにも強く「う歯（う蝕）

予防＝歯磨き（ブラッシング）指導」という図式でう蝕

予防や指導が展開されていることである．実際に，ある

学校保健の研究発表大会で，児童生徒のう蝕予防のため

にブラッシング指導（以下，歯磨き指導）法が歯科に関

する発表の全てであったことも経験したことがある．児

童生徒の生活習慣の育成のために，もしくは，歯肉炎や

歯周炎の予防のために歯ブラシ指導を徹底することは理

解できる．しかし，う蝕予防のために，歯磨き指導だけ

では，はたしてエビデンスがあると言えるのだろうか．

少なくともこの２０年は，う蝕の発生メカニズムの解明や

その予防方法が進歩している．特に，砂糖にかわる代替

甘味料の普及や，フッ化物による歯の再石灰化（う蝕の

早期段階で，歯の表層下の脱灰により，歯面が白く見え

るときは，フッ化物などを使用することにより，その白

部が消失する，すなわち，初期のう蝕部の歯質が修復す

るという現象）の役割が明らかになってきているからで

ある．歯の再石灰化を促進するのに有用なのは，フッ化

物応用である２）３）．そのため，すでに，１９９５（平成７）年

から学校保健法施行規則改正でGO（歯周疾患要観察者）

と共に，CO（要観察歯）を，歯の健康診断で検出し，

学校の現場でそれを保有する児童生徒に対して保健指導

やそれを追跡することになっている．う蝕の実質欠損を

伴わない初期症状で予防しようというために，その制度

が導入された訳である．それにもかかわらず，GOの歯

肉炎の指導と重なったためか，う蝕の予防に歯ブラシに

よるブラッシングが唯一の方法であるかのような活動や

指導がまだしばしば見られる．これは近年の学問的な論

文・文献で示されているエビデンスが，学校保健活動の

現場に生かされていない例と考える．この点について，

本編の最後でさらに述べてみるが，それは，エビデンス

を基にした学問的な論文の文献を見ていれば避けること

ができる．その意味で学校保健における，文献のレ

ビュー力は，研究論文を作成するためばかりでなく，エ

ビデンスのある学校保健活動を展開するためにも大切な

技術と言える．

一般に，学校保健に限らず，人々の健康づくりを支援

するためには，科学的な根拠がある研究，すなわち，エ

ビデンスのある研究に基づいて活動や指導が展開される

必要がある．このことは，本シリーズの第１，２回です

でに論じられている．したがって，学校保健の関係者は

エビデンスのある研究を行う方法や技術を十分身に付け

る必要がある．その研究を開始するために，また，調査

研究をまとめるにあたっては，そのテーマについてどの

ような研究がなされ，報告されているかを正しく読み，

把握していることが重要である．すなわち，エビデンス

のある学校保健活動をするために，さらに，学校保健の

研究をするために，研究テーマにそった文献の検索の技

術は大切である．その結果，研究したいと考えている

テーマが既に明らかになっているか，その研究を行うこ

とに意味があるかを知ることができるからである．

シリーズ第３回の本編では，文献検索，集め方，その

読み方について考える．

疑問に簡単に答えてくれるインターネット情報源

インターネットでアクセスできるワールド・ワイド・

ウェブ（www）は便利なものとなっているので読者の

ほとんどの方は利用されていると思う．官公庁のホーム

■連載 学校保健の研究力を高める

Serial articles: Building up the Research Skills for School Health

第３回 文献を集める，読む

中 垣 晴 男

愛知学院大学歯学部

３．Collecting and Reading Proper References on School Health Practice

Haruo Nakagaki
School of Dentistry, Aichi-Gakuin University

（＊註：学校保健では「う歯」と歯単位で表現されるが，本論では歯科で使用される「う蝕」と表現する．これは本

論で，白斑・白濁部など歯の部分的に生じたう蝕の初期症状部も論じるためである．）
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ページなどは，直近の法律改正，データなど，雑誌や本

より早く手に入れることができ便利である．学校保健の

活動やその研究テーマを考える際に役立つ．その中でも

百科事典としてのウィキペディア（Wikipedia）を利用

し，疑問や研究テーマを考える際の参考にした方は多い

と思う．勿論，著者も知りたい情報が必要な時はこれを

よく見る．ウィキペディアは，２００１年からweb上で提供

される，一般の人が執筆および編集をしている無料の百

科事典である．現在は，学校保健や保健医療関係の情報

など，広い範囲のテーマを検索，閲覧できる．英語

（http:／／en.wikipedia.org／），日本語版（http:／／ja.wikipedia.

org／）がある．

人によって，このような情報（後から述べる論文の第

１次資料，そのレビューの第２次資料，に対して，第３

次資料とよばれる）で十分であり，なぜ，努力してまで

雑誌の論文やそのレビュー誌を検索し，読まなくてはな

らないか悩む方があるかもしれない．それは，�これか

ら情報を得ることはテーマにするものとは異なっている

かもしれないこと，�第３次資料には，場合によっては

第２次資料でも，バイアス（偏り）が入っている可能性

が高いこと，�最終的には，自分自身で第１次資料を検

索，読まなければ，今度は情報を発信する側となるため

には役に立たないことが多いと考えられるからである．

したがって，第３次資料は，第１次，第２次資料の参

考にすぎない４）ということを知ることが，先ず，文献を

集める，読む，の第一歩と考えてほしい．

文献検索の意義

学校保健活動における文献検索の意義には次の二つが

ある．

１）学校保健活動を行うため：日常の学校保健活動をエ

ビデンスに従って行っていくために，または，現在の

方法を改善修正するために必要である．

２）学校保健の研究を行うため：研究論文を書く場合に

先行の研究にはどのようなものがあり，どこまで明ら

かにされているか，自分の研究はどの点を明らかにす

る，もしくは，したものであるかを明確にするために

必要である．

文献・論文の種類

文献には，�口頭による学会での発表，�専門雑誌の

論文，�レビュー誌，�大学の紀要，�大系書・教科

書・単行本，�インターネット情報などがある５）．�の

研究などは主に国内外，専門雑誌に掲載された論文であ

る．

論文にはつぎのようなものがある．

１）原著論文（original article）：独創的な研究テーマの

下に，研究，成果，考察を論じた論文である．

２）総説（review）：ある領域について，それまで，研

究され発表された論文を総括的にまとめ，客観的に論

説や評論を加えたものである．その領域の過去，現在，

今後の方向がわかるようにまとめられるものである．

３）報告（short communication）：その領域において新

しい研究成果で，素早く発表する価値があるものであ

る．通常原著論文であるが，緒言・方法・結果・考

察・結論を分けないでひとまとめにされているものも

多い．

４）資料（materials）：調査報告など利用価値があるも

ので，研究や活動に役に立つものである．

５）解説（commentary）：あるテーマについて解説を

したもの．今回の連載企画「研究力を高める」シリー

ズはこれに属するといえる．

６）論壇や編集者へ（letter to editor）：限られた範囲

で意見を述べたもの．通常雑誌の最後に掲載されるこ

とが多い．

また，�のレビュー誌もしくはその方法には，次のよ

うなものがある．

１）文献レビュー（literature review）：あるテーマに

ついての論文を検索し，科学的に評価吟味したもので

ある．

２）シ ス テ マ テ ィ ッ ク・レ ビ ュ ー（systematic re-

view）；エビデンスに基づいた医療（エビデンス・

ベースド・メディシン，EBM）において，治療，原

因，診断，予後を重視した医学文献の科学的根拠を概

観するものであるが，現在は医学領域以外での，いろ

いろな分野で用いられている．

３）メタ分析（met-analysis）：文献を厳密な量的な方

法で評価・比較して，結論を出すものである．例えば，

あるテーマに関して，ある条件で選択した研究文献の

結果を統計的処理を行って，研究発表年代とともに，

どのように結果やリスク（例，オッズ比と９５％信頼限

界）が累積されるかを示すものが挙げられる．

これらに共通しているのは，レビュー目的を明らかに

している，ある条件で論文を選択している，科学的な方

法やデータの信頼性を精査している，複数の研究結果を

総括している，科学的根拠で結論していることなどが挙

げられる．

文献検索の形式

� ブラウジング（browsing）：テーマがまだ決まって

いないとき，アイデアを得るために，新刊書や雑誌，

データベースを拾い読み（browsing）すること．

� カレント・アウェアネス（current awareness）：い

つも専門領域の新しい情報に目を通しておくことであ

る．

� さかのぼり検索：あるテーマを，過去にさかのぼっ

て検索するものである．本来の文献検索のことである．

文献検索の実際

実際の文献検索は，�書籍で探す方法，�雑誌で探す
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方法，�データベースから探す方法などがある．�で日

本学校保健学会の「日本学校保健学会大会」の大会内容

がPDFでダウンロ ー ド で き る（http:／／jash.umin.jp／

print／index.html）．また英文誌のオンラインジャーナル

（http:／／jash.umin.jp／print／index.html＃２）もある．

ここでは，�のデータベースから１）医中誌WEB，

２）PubMed，３）Scopus，４）Cochrane Libraryの四

つ＋Googleを用いた文献検索の実際を示す．なお，

PubMed，Google以外でのタイトル，抄録以外の多くの

データベースは有料であるため，大学などの図書館の

データベースから検索する必要がある．

１）医中誌WEB（http:／／login.jamas.or.jp／）

医中誌Webを開き，心に浮かんだ言葉をそのまま検

索画面のセルに打ち込み，検索ボタンを押す，というの

は，一般的なやり方である．ここでは，専門家としての

使い方として，シソーラス検索を紹介する．上の図は，

シソーラス参照画面を開き，「児童保健」という言葉を

入力し，「参照」ボタンを押したあとの画面である．こ

の画面を説明すると，同義語として，「児童保健サービ

ス」，「児童保健医療サービス」，「児童保健業務」があり，

これらの言葉は「小児保健医療サービス」という言葉（シ

ソーラス用語）に集められている，という意味なのであ

る．したがって，図１で，「小児保健医療サービス」の

前にチェックを入れ，「チェックしたキーワードで検索」

ボタンを押せば，同義語ももれなく検索できるわけであ

る．一つひとつ思いついた言葉を検索しているよりも便

利である．キーワードを掛け合わせたい時は，検索画面

に戻り，その言葉の前にチェックを入れ「履歴検索」ボ

タンを押すだけですむ．
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２）PubMed（http:／／www.ncbi.nlm.nih.gov／sites／entrez）

外国文献の検索にはPubMedが一番である．上図は，

PubMedの画面を開き，入力セルの左にあるプルダウン

メニューから，MeSHを選び，入力セルに，「dental

hygiene」と入力し，「search」ボタンを押した直後の画

面である．MeSHとは，Medical Subject Headingsの略

で，すぐ前に紹介した医中誌WebのシソーラスがMeSH

の日本語版のようなものと考えるとよい．医中誌と同様

に，dental hygieneが，「Oral Hygiene」に変更されて

いる．あとは，右側にある，Add to search builderボタ

ンとSearch PubMedボタンを順に押していけば，検索

結果を得ることができる．掛け合わせ検索は，入力セル

のすぐ下の「Advanced」という言葉をクリックすれば，

検索履歴と掛け合わせ検索のできる画面を開くことがで

きる．

３）Scopus（http:／／www.scopus.com.home.url）

Scopus（スコーパス）は，出版社であるElsevierが開

発した検索ソフトであり，外国文献を，キーワード，著

者，所属機関で検索することができる．外国雑誌に投稿

する時，インパクト・ファクター（Impact factor）も

大切であるが，自分の引用論文の追跡も必要である．

Scopusの大きな特徴として，著者の引用文献数を検索

することができることである．つまり，誰かの，もしく

は自分の書いた論文がその後どのような論文に引用され

ているのか，また年単位で引用件数がわかるという便利

な機能を持っている．上図は，ある著者の引用文献数が，
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Google

１９９６年以降に５７件あった，ということを示している．

４）Cochrane Library（コクラン・ライブラリー）

システマティック・レビューやメタ分析の実際として，

Cochrane Libraryがある．臨床文献のシステマティッ

ク・レビューの電子図書館で，イギリス人の疫学者であ

るＡ．コクラン（Cochrane）によって２０年前にコクラ

ン・センターが創られた．現在保健医療介入研究のシス

テマティック・レビューで，だれでもアクセスできるよ

うになっている（http:／／www.cochrane.org／reviews／）．

英語で記載されているが，医療情報サービスMinds

（http:／／minds.jcqhc.or.jp／n／top.php）において，その

一部が日本に翻訳されているので，閲覧することができ

る．

児童や生徒に検索を教える時，インターネットで

Googleを利用すると便利である．子ども用の説明文を

集めるためには，検索語は，ひらがなやカタカナで入力

する，調べる単語の後に「～とは」と「とは」を入れる

と，平易な文章が表示される．

例：えいようきっず（http:／／www.nutritio.net／kidspage／

disease／）

文献検索の整理

集めた文献の整理は論文を能率的に完成するために必

要である．質の高い論文を作成するためには重要なこと

である．

１）文献内容の整理：論文題目，研究目的，方法，結果，

結論，出展を文献整理カードなどに整理することが大

切である．

２）文献検索必要な情報：�雑誌であるなら，著者（全

員），表題，雑誌，巻（号），ページの最初と終わり，

発行年，�書籍なら編者（著者），書名（版），発行所，

始めと終わりのページ，発行年

近年文献レビューの方法としてマトリックス方式が紹

介されている４）．すなわち，文献レビューフォルダーを

作成して行う方法である．これは，�ベーパー・トレイ

ル・フォルダー（検索したときのキーワード，メモ，な

どを記録しておく部，�文書フォルダー（文献のコピー

やPDFファイルで，それ以外の資料リンクの部，�レ

ビュー・マトリックス・フォルダー（文章を要約するた

めに，表計算ソフトの集計表（行・列），そして�総括

フォルダー（文献レビューを執筆する）からなるもので

ある．詳細は「看護研究のための文献レビューマトリッ

クス方式」（ジュディス・ガラード（安部陽子訳），医学

書院，２０１２）４）を参照されたい．

文献の読み方

文献を読むときは，出来るだけ良い論文を選ぶことが

大切である．ここでは，足立６）の挙げた点を引用しなが

ら，小生の考えを追加して述べる．

１）基本的な文献は見落とさない：文献収集を努力して

集めるが，研究のキーになるような大切な文献を見落

としている場合がある．引用文献として引用しなくて

もよいが，大切な文献は見落としがないようする必要

がある．

２）原典を読む：ある論文で引用している文献を読んで

みると，本文で引用したような意味でない場合がある．

引用者の解釈が違っていることがあるので，必ず原典

にあたって引用することが必要である．

３）文献全体を読む：論文は抄録や要約だけで引用しな
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いで，本文を必ず読んで引用することが大切である．

論文の深みや，考察から大切な情報を得ることができ

ることが多い．

また，考察を丁寧に読むことは，論文を書く力（論

文力）を上達するのに大切な要素と考える．

４）文献を批判的に読む：論文は十分吟味して読むこと

が大切である．科学的な視点から読むことは，論文を

書く力にとって大切な要素である．

５）抄録や収録は注意する：抄録や学会発表は，査読

（ピアレビュー）がない．したがって，参考にするの

はよいが，論文への引用は避ける方が賢明である．ほ

とんどの雑誌は抄録等や査読のない雑誌の論文は引用

を許可されていない．

６）文献はいろいろな角度から見る：研究は，いろいろ

な事象を扱っている．いくつかの視点やキーワードか

ら検索することが大切である．特に，人を対象とする

学校保健活動においては社会学的，歴史学的，経済学

的な視点など，広い視野から検討することが必要であ

る．

まとめ（続：歯磨き指導のエビデンス）

少し前になるが，著者らは小学校児童について，一日

の生活リズムを調べてその結果を雑誌に投稿したことが

ある．我々の開発した生活習慣チェック票である「お口

の健康づくり得点」と，う蝕の経験，歯肉炎，歯垢（よ

ごれ）の三角評価図を比較しながら，児童の生活リズム

と歯・歯肉の健康を調べたものである．その結果，う蝕

の経験は朝起きてから登校するまでの時間（支度時間）

と関係があり，３３分（小学３年生），４０分（小学５年生）

が最も少なく，その時間より短くなるにしたがって，ま

た反対に長くなるにしたがって経験リスクが高くなると

いう結果が得られ，生活リズムが大切という内容を報告

した７）．その際，う蝕の経験リスクと歯磨きの有無とは

関係がなかったという結果も報告した．それに対して，

ある査読者から，歯磨きの有無とう歯経験が関係ないと

いうのは疑問があり，歯磨きがう蝕予防に効果があると

いう論文が引用されていなく，論文検索も不完全だと指

摘をされた．著者らは，この結果となっても理論上矛盾

がない，すなわち，エビデンスがあると何回か議論して，

最終的に論文は受理された．う歯（う蝕）は，�微生物

叢（う蝕の原因菌），�食事性基質（砂糖），および�宿

主（歯）の３因子が，一種の関数関係のように，重なっ

たところに生じる．反対に，その予防には，�は殺菌剤

で洗口することや，歯垢を歯磨きで除去する，�は間食

（砂糖）制限や代替甘味料，そして，�は，フッ化物応

用（フッ化物配合歯磨き剤使用，フッ化物洗口，フッ化

物塗布など）の３因子を少しずつ組み合わせると，効果

的に，しかも楽に予防することができる．特に，日本の

フッ化物配合歯磨き剤のマーケット・シェアが，まだ

１００％でないことや，一日の歯磨き回数が２回の現状で

表１ 歯科的予防８）９）

疾患 予防的介入方法
エビデン
スの質

勧告の
強さ

う蝕 フッ化物 全身的：水道水フッ
化物添加，錠剤

� Ａ

局所的：歯磨剤，洗
口剤，塗布

� Ａ

シーラント（小窩裂溝填塞） � Ａ

食事のコン
トロール

甘いものを控える �―１ Ａ

就寝中の哺乳びん使
用は控える

� Ｂ

個人的な歯科衛生（フッ化物非
配合歯磨剤，デンタルフロス）
（フッ化物配合歯磨剤を使用し
ての歯磨き）
（デンタル・フロッシング）

�
（�，�）
（�―２）

Ｃ
（Ｂ）＊＊

（Ｂ）＊＊

定期的な歯科検診 � Ｃ

歯周
病

プラークと
歯石除去

個人による口腔衛生 � Ａ

スケーリング，ルー
トプレーイングによ
る専門家のケアと個
人による口腔衛生を
組み合わせた予防

� Ａ

クロールヘキシジン（ハイリス
クグループのみ）

� Ａ

定期的な歯科検診 � Ｃ

咬合
異常

歯が抜けたあとの空隙の維持 �―２ Ｂ

６歳までに指しゃぶりの癖を直す � Ｃ

口腔発育中の気道の確保 � Ｃ

外傷 接触するスポーツ用のマウス
ガード

�―３ Ａ

自動車のシートベルト �―３ Ａ

オートバイ用ヘルメット，フェ
イスシールド

� Ｃ

スケートボード用のヘルメット，
マウスガード

� Ｃ

口腔
がん

たばこを避
ける

喫煙
�―２ Ａ

禁煙 �―２ Ａ

悪性になる前の病変の発見，リ
スクファクターの種類，カウン
セリングの準備などを目的にし
た年１回の口腔検診

� Ｃ

（米国：予防医療研究班による歯科疾患予防のガイドライン，
１９９３，＊＊９）は１９９６第２版より著者が挿入，その他は文献９）より
引用）

エビデンスの質基準：
�：一つ以上の正しくデザインされたランダム化比較試験

（RCT）から得られたエビデンス
�―２：複数の調査機関による，よくデザインされたコ

ホート研究または症例対照研究から得られたエビデンス
�：臨床的経験，記述的研究，熟練した委員会の報告に基

づいた社会的地位のある権威者の意見
利用勧告の強さの基準：

Ａ：その項目を行うべきだという勧告を支持する確かなエ
ビデンスがある．

Ｂ：その項目を行うべきだという勧告を支持するエビデン
スがある．

Ｃ：その項目を行うべきだと考えられるエビデンスが乏し
い．しかしほかの団体からは勧告される可能性がある．

（米国予防医療研究班（福井次矢ら訳）：予防医療実践ガイ
ドライン．４３５，医学書院，東京，１９９３）８）
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は，歯磨きのみのう蝕の経験リスクの低下対策は，万全

とはいえない．近年の日本のう蝕が減少しているのは，

歯磨きだけでなく，フッ化物配合歯磨剤などフッ化物や

代替甘味料の使用によるところが大きい．歯磨き指導は，

児童生徒の歯肉炎の広がりの予防や口臭の予防，さらに

生活習慣の一つという点に焦点をあてるべきである．た

だし，これは，学校において歯磨き指導が意味がないと

いうことを述べているわけでないことに注意してほしい．

歯磨きだけでう歯予防するという図式は，フッ化物入り

歯磨き剤で一日多数回歯磨きをする以外，学問的にエビ

デンスが乏しいということを述べている．参考に，米国

において，歯科疾患の予防的介入のエビデンス８）を表１

に示す．表１の上から６行目の「個人的な歯科衛生（フッ

化非配合歯磨剤，デンタルフロス）はう蝕予防の証拠エ

ビデンスの質としては，�（権威者の意見による），推

奨の強さではＣ（エビデンスが乏しい）とされている．

これが米国で発表されたのが１９８９年であり，すでに２０年

以上前においても，う蝕予防における歯磨きの位置づけ

が，わが国とはだいぶ様子が違うことがお分かりと思う．

なお，第２版（１９９６）では，表１の，（フッ化物配合歯

磨剤を使用しての歯磨き）と（デンタル・フロッシン

グ）＊＊となっている．また，この表を発表したU.S. Pre-

ventive Services Task Forceの最近のホームページによ

れば，１９９６年以降には注目すべき新たなエビデンスはな

いとされている．

結論として，最初に戻るが，学校保健活動における文

献検索は，�日常の学校保健活動をエビデンスに従って

展開していくため，または，現在の方法を改善や修正す

るために必要である．そして，�学校保健の研究論文を

書く場合に先行の研究により，どこまで明らかにされて

いるかを知り，自分の研究はどの点を明らかにするか，

もしくは，したものであるのを明確にするためにも必要

である．

（歯学・薬学図書館情報センター柿田憲広事務長のご

協力に感謝する．）

文 献

１）大澤功：学校保健の研究力を高める．第１回エビデンス

を考える．学校保健研究 ５４：７９―８３，２０１２

２）Whitford GM：The metabolism and toxicity of fluoride.

Monographs in Oral Science１３：１２１,１９８７

３）ten Cate JM：フッ素の使用による齲蝕予防とそのメカ

ニズム．歯界展望 ９８：６１０―６１６，２００１

４）ジュディス・ガラード（安部陽子訳）：看護研究のため

の文献レビュー マトリックス方式．１４，６０，医学書院，

東京，２０１２

５）山崎茂明，六本木淑恵：看護研究のための文献検索ガイ

ド）（第４版増補版）．１９―２５，日本看護協会出版会，東京，

２０１２

６）足立はるゑ：看護研究サポートブック．３６，４２，MCメ

ディカ出版，大阪，２０１２

７）中島伸広，岩崎隆弘，加藤考冶ほか：児童のおける一日

の生活リズムとう蝕経験．学校保健研究 ５０：９８―１０６，

２００８

８）米国予防医療研究班（福井次矢ら監訳）：予防医学実践

ガイドライン．４３５，医学書院，東京，１９９３

９）U.S. Preventive Services Task Force：Guide to Clinical

Preventive Services. Report of the U.S. Preventive Serv-

ices Task Force（２nd ed.）８８１, A Waverly Company, Balti-

more１９９６
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会 報 平成２４年度 第１回日本学校保健学会理事会議事録

日 時：平成２４年４月１４日（土） １３：００～１５：３０

場 所：名古屋市千種区末盛通２―１１ 愛知学院大学歯学部附属病院（南館７階講義室１）

出席者：佐藤�造（理事長）・植田誠治・川畑徹朗・後藤ひとみ・宮下和久・村松常司（常任理事）・宮尾 克（事務

局長）・佐々木胤則・横田正義・面澤和子・朝倉隆司・近藤 卓・高橋浩之・野津有司・三木とみ子・渡邉

正樹・中垣晴男・石川哲也・西岡伸紀・森岡郁晴・鈴江 毅・友定保博（理事）・鎌田尚子（監事）・下村淳

子・山田浩平（幹事）・辻本悟史（年次学会事務局長）

委任状提出：数見隆生・衞藤 隆・岡田加奈子・瀧澤利行・中川秀昭・大澤 功・春木 敏・松本健治・山本万喜

雄・住田 実・照屋博行・門田新一郎

今回議事録署名人の指名：友定保博・中垣晴男

理事長挨拶

前回議事録の確認

確認後，了承された．

１．審議事項

１）日本学校保健学会法人化について

佐藤理事長より，法人化に関して，平成２４年１１月開催の日本学校保健学会評議員会・総会（神戸）後の設立を

目指して，本日の理事会を含めて今後４回の理事会（平成２４年４月，７月，１０月，１１月開催予定）で定款案や規

約細則案等を検討していくこと等が説明された．法人化における定款案については植田常任理事（渉外・国際・

法人化担当）によって，山西行政書士と検討して作成された資料２を基に説明がなされた．具体的な訂正箇所は

以下の通りである．なお，資料２の定款案は日本学校保健学会の会則を基に作成されている．

� 第３章 会員については，法的な内容に合わせて訂正した．なお，第１６条において，評議員＝社員＝代議員

である．なお，一般社団法人では評議員を代議員と呼称するとのことであった．

� 第３０条 役員の任期について，理事の任期は法律の関係上２年以内とした．なお，これまでと同様に３年の

任期にしていきたいが，定款には３年と書くことができない．

○ 定款（案）作成における審議事項１

役員任期を３年としたいが，法律上では理事の任期の上限が２年のため，以下の二つの対策案が出された．

対策�：理事は任期を２年とし，任期満了後に総会で重任・登記し，１年後に辞任する．

対策�：理事は任期を１年とし，任期満了後に総会で重任する事を２回行うことで３年の任期にする．�

�とも監事の任期は３年とする．デメリットは，毎年登記手続きが必要となり，多少の手間とコ

ストがかかる．

これら対策案に関して検討がなされ，対策�が承認された．

� 第６章 理事会 理事会について，法律上では委任状が使用できないため，その旨が記載された．

� 第１１章 資産および会計，第４４条 事業年度について

○ 定款（案）作成における審議事項２

事業年度について，法律上では事業年度末から３カ月以内に総会を開催し，決算関係の書類の承認を受け

る必要がある（総会は委任状を含めて過半数以上の代議員（社員）の出席が必要）．なお，総会終了後に直

ちに理事会を開催する必要がある．

これらの内容を踏まえ，以下の二つの対策案が出された．

対策�：事業年度を９月～８月末日にする

対策�：事業年度を４月～３月末日にする

これら対策案に関して検討がなされ，対策�が承認された．

○ 定款（案）作成における審議事項３

法人の設立時期を平成２４年１１月１０日（第５９回日本学校保健学会総会）の総会前にする場合と後にする場合

では，会議の段取りと設立時の書類作成の内容が異なるため，法人の設立時期について，以下の二つの対策

案が出された．
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対策�：１１月の総会時に法人設立を行う場合

対策�：１１月の初旬に法人設立，総会において承認決議を得る

これら対策案に関して検討がなされ，対策�が承認された．

佐藤理事長から今回の審議の結果，定款（案）の大枠は決定と考える．そこで，規約の細案，細則など細部

にわたっての検討を次回以降の理事会で行うこととする．その内容については，法・制度委員会を中心に検討

していくこととなった．

２）平成２４年度学会共同研究，特別研究について

� 学会共同研究

震災関係以外の研究内容を募集する予定

学校保健研究５４巻１号に募集の旨を掲載．募集内容は例年と同様に行う．

� 特別研究

東日本大震災に関連した研究内容を募集する予定

学校防災の管理，災害が子どもの心身に与える影響などのテーマを募集する．

� 今後の特別研究の進め方について

学術委員会が主体で具体的に運営する方針から，会員に公募して選考・監督する方法に変更する

特別研究のテーマ

� 日本における災害管理と防災教育の実態と課題

� 子どのも心身への影響と課題

�には福島原発の放射能汚染と学校保健の課題を含む

学会共同研究，特別研究については，８月中に学術委員会による１次審査が行われ，９月に決定予定である．

なお，研究の期間は９月からの２年間を予定している．

以上の報告が，承認された．

３）第３回（平成２４年度）日本学術振興会育志賞受賞候補者について

将来，我が国の学術研究の発展に寄与することが期待される，優秀な大学院博士課程の学生を顕彰するため，

学会から推薦する人がいるようであれば，佐藤理事長に連絡することとなった．

４）第９回（平成２４年度）日本学術振興会賞受賞候補者の推薦について

研究者養成事業の一環として，「日本学術振興会賞」を制定し優れた若手研究者を顕彰するため，学会から推

薦する人がいるようであれば，佐藤理事長に連絡することとなった．

５）第５９回日本学校保健学会（平成２４年度神戸）について

川畑年次学会長より平成２４年１１月９日（金）～１１日（日）に神戸国際会議場で開催すること，学会案内の第２報が

学校保健研究第５４巻第１号に掲載される旨が報告された．加えて，学会の会場および開催プログラムについて紹

介があり，辻本事務局長より，１５団体から後援名義の許可が得られていることの報告があった．

６）第６０回日本学校保健学会（平成２５年度東京）について

植田年次副学会長より，メインテーマ「連携と協調の時代の学校保健」と期日［平成２５年１１月１５日（金）～１７日

（日）］，会場（聖心女子大学）について報告があった．

７）第６１回日本学校保健学会（平成２６年度）について

順番では東日本（北海道，東北，北陸，東海）であり，現在，その調整役は村松理事が担当している旨が報告

された．その後，村松常任理事より，学会長候補者は現在検討中であること，候補者は次回の理事会以降に発表

することが報告された．

８）学会賞選考委員会委員長の退任および今後の委員会のあり方

現在，学会賞選考委員会の衞藤委員長には国際交流員会委員長就任を依頼したため，委員長を交代予定である

ことが報告された．新委員長は，学会賞選考委員で互選して選出する予定である．

９）第６回アジア地域セーフコミュニティ会議のホームページ広報のお願い

表記の会議を，本学会のホームページを通じて広報してほしい旨の連絡が佐藤理事長宛にあったことが報告さ

れた．このセーフコミュニティ会議には，衞藤理事がかかわっているとのことで，本学会ホームページにて広報

することとなった．

１０）２０１２年度住友生命件区財団助成プログラムについて

佐藤理事長宛に標記の助成プログラム募集の連絡があり，その紹介があった．

１１）今後の理事会開催予定について

次回の平成２４年度第２回常任理事会・理事会は平成２４年７月１６日（月）愛知学院大学歯学部附属病院にて開催す
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ることが了承された．

１２）その他

� ホームページに役員名簿の掲載

ホームページに役員の名簿を掲載する旨の確認がなされ，承認された．

報告事項

１）委員会報告

� 法・制度委員会

村松常任理事より，報告資料１に基づき第６回法・制度委員会の報告があった．加えて後藤副委員長より教

員免許取得における学校保健の必修化について，学会独自の実態調査をする予定であることが報告された．ま

た，選挙制度の検討について，石川理事を中心に進めていることが報告された．

� 学会誌編集委員会

川畑編集担当常任理事より，報告資料２に基づき第５回編集委員会，第８回編集小委員会の報告があった．

また，学校保健にかかわる研究力を高めるために１２回にわたる特集の掲載が始まったことが紹介された．さら

に，学校保健研究の投稿規程が変わったことを受け，School Healthの投稿規定も変更していく予定であるこ

とが報告された．

� 学術委員会

宮下学術担当常任理事より，報告資料３に基づき第９回学術委員会の報告があった．学会共同研究と特別研

究の採択について検討していくことが報告された．

� 国際交流委員会

野津委員より，報告資料４に基づき第２回国際交流委員会の報告があった．川畑編集担当常任理事より，学

校保健研究の巻頭言を中華民国学校衛生学会（本学会とは交流規定を締結している）の理事長にお願いして欲

しいとの意見が出され，委員会内で検討することとなった．

２）学術刊行物郵便物（発行人の変更）届・同（団体所在地変更）届について

佐藤理事長より，学術刊行物の発行人の変更および学会の所在地が，前理事長の名義から現在の佐藤理事長の

名義に変更されたこと，また，宮尾事務局長より實成前理事長の勤務校にある学会関係の資料が現理事長のとこ

ろに移送される予定であることが報告された．

３）全国公衆衛生関連学協会連絡協議会について（平成２４年２月２４日）

４）日本スポーツ体育健康科学学術連合について（平成２４年３月１７日）

上記の３）４）について，佐藤理事長より参加の報告がなされた．

５）全国養護教諭連絡協議会第１７回研究協議会について（平成２４年２月２４日）

表題の協議会について，後藤常任理事より参加の報告がなされた．

６）平成２３年度決算報告

宮尾事務局長より，平成２４年３月３１日現在，学会残高が１２，０６４，５４８円であり，昨年度より１０万程少ないことが

報告された．この原因は，昨年度に比べて学会費の納入がなされていない会員が多いためであり，催促等の対応

をしていく予定であることが報告された．

７）その他

� 医学中央雑誌 収載諸目録２０１２（回覧）

� 日本精神衛生学会MENTAL HEALTH NEWS LETTER（第８７号）（回覧）

� 東北学校保健学会会誌（第５９号）（回覧）

上記�～�の資料について，佐藤理事長から紹介があった．

なお，理事会終了後，各種委員会が分散開催された．

以上
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会 報 第５９回日本学校保健学会開催のご案内（第４報）
年次学会長 川畑 徹朗（神戸大学）

１．メインテーマ：「全ての子どもの積極的健康，全人的発達を促進する学校保健～ライフスキル教育の可能性を追

究する～」

２．開催期日：平成２４年１１月９日（金）～１１日（日）

３．学会会場：神戸国際会議場

〒６５０―００４６ 神戸市中央区港島中町６―９―１ ホームページ：http:／／kobe-cc.jp／

JR三宮駅からポートライナー【市民広場（コンベンションセンター）駅下車】で約１０分

JR新神戸駅から地下鉄（三宮駅乗り換え），ポートライナーで約３０分

神戸空港からポートライナーで約８分

大阪国際空港（伊丹空港）からリムジンバス（三宮乗り換え），ポートライナーで約５０分

関西国際空港からリムジンバス（三宮乗り換え），ポートライナーで約８０分

４．主 催：日本学校保健学会

５．共 催：JKYBライフスキル教育研究会，JKYBライフスキル教育研究会関東支部，JKYBライフスキル教育研

究会東海支部，JKYBライフスキル教育研究会近畿支部，JKYBライフスキル教育研究会中国・四国

支部

６．後 援：文部科学省，�日本学校保健会，近畿学校保健学会，兵庫県教育委員会，神戸市教育委員会，姫路市

教育委員会，伊丹市教育委員会，大阪府教育委員会，京都府教育委員会，滋賀県教育委員会，奈良県

教育委員会，和歌山県教育委員会，大阪市教育委員会，兵庫県医師会，兵庫県歯科医師会，兵庫県薬

剤師会，兵庫県学校保健会，神戸大学，神戸大学大学院人間発達環境学研究科
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７．学会のプログラム等（予定）

１１月９日（金） 常任理事会，理事会，評議員会，学会関連行事等

１１月１０日（土）

（午前）

【学会長講演】 １０：００～１１：００

「しなやかに生きる心の能力を育てるライフスキル教育」

演 者 川畑徹朗（神戸大学大学院教授）

座 長 衞藤 隆（日本子ども家庭総合研究所副所長）

【特別講演１】 １１：００～１２：００

「困難に立ち向かう心をはぐくむ―ポジティブ心理学から―」

演 者 島井哲志（日本赤十字豊田看護大学教授）

座 長 大澤 功（愛知学院大学教授）

【一般口演】 １０：００～１２：００

【ポスター発表】 ９：３０～１１：３０

【自由集会１】 １１：３０～１３：００

「東ティモールの戦災孤児の発育障害を考える」

コーディネーター 小尾栄子（山梨県立大学）

【企業展示】 ９：００～１７：３０

（午後）

【ランチョンセミナー１】 １２：００～１３：００

「新学習指導要領における医薬品～医薬品業界からのメッセージ～」

演 題１ 「セルフメディケーション：一般用医薬品の販売制度」（仮）

演 者 西澤元仁（日本OTC医薬品協会顧問）

演 題２ 「創薬から育薬まで：医薬品のできるまで」（仮）

演 者 仲谷博明（日本製薬工業協会専務理事）

演 題３ 「くすりの教育DVDについて：ポイントと活用法―」（仮）

演 者 藤原昭雄（くすりの適正使用協議会副理事長）

座 長 鬼頭英明（兵庫教育大学大学院教授）

協 賛： 日本製薬工業協会・日本OTC医薬品協会・くすりの適正使用協議会

【ランチョンセミナー２】 １２：００～１３：００

「電磁波の健康影響―電磁波リスクとの付き合い方―」

演 者 大久保千代次

（電磁界情報センター所長，元WHO放射線・環境衛生ユニット サイエンティスト）

座 長 （未定）

協 賛： 一般社団法人 電気安全環境研究所 電磁界情報センター

＊ ランチョンセミナーへの参加については事前申込みが必要です（各コースとも定員１５０名）．

それぞれのセミナーでは，無料でお弁当を用意しております．

ランチョンセミナーへの参加を希望される方は，氏名，職種，勤務先の名称，住所，電話番号，Ｅメールア

ドレス，希望されるセミナーの番号（１～４）を書いて，jash５９jimukyoku@yahoo.co.jpへお申し込みくださ

い．メールの件名の欄には「第５９回日本学校保健学会ランチョンセミナー参加希望」と入力ください．定員に

なり次第，受付は終了致します．なお，２日間ともご参加いただくことができますが，１日に二つのセミナー

へはお申込みいただけません．
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【理事長あいさつ】 １２：３０～１２：４５

演 者 佐藤�造（日本学校保健学会理事長，愛知学院大学教授）

座 長 村松常司（東海学園大学教授）

【学会総会】 １２：４５～１３：４５

【特別講演２】 １４：００～１５：００

「学校における喫煙，飲酒，薬物乱用防止教育の進め方」

演 者 北垣邦彦（文部科学省健康教育調査官）

座 長 西岡伸紀（兵庫教育大学大学院教授）

【特別講演３】 １５：００～１６：００

「学校での医薬品に関する教育の進め方」

演 者 鬼頭英明（兵庫教育大学大学院教授）

座 長 北垣邦彦（文部科学省健康教育調査官）

【特別講演４】 １６：００～１７：３０

「Using the Health Promoting Schools Model to Reduce Student Bullying Behaviour」

演 者 Donna Cross（西オーストラリア州Edith Cowan大学教授）

座 長 辻本悟史（神戸大学大学院准教授）

【教育講演１】 １４：００～１５：００

「小学校におけるライフスキル教育」

演 者 池田真理子（福山市立野々浜小学校校長）

座 長 吉田 聡（大津市立膳所小学校教頭）

【教育講演２】 １５：００～１６：００

「中学校におけるライフスキル教育」

演 者 工藤ひとし（新発田市立本丸中学校校長）

座 長 池田真理子（福山市立野々浜小学校校長）

【ワークショップ１】 １４：００～１６：００

「性教育」（JKYBライフスキル教育研究会／JKYBライフスキル教育研究会関東支部共同企画）

コーディネーター 川畑徹朗（神戸大学大学院教授）

講 師 李 美錦（神戸大学人間発達環境学研究科博士課程後期課程）

【ワークショップ２】 １３：３０～１６：００

「歯と口の健康教育」（JKYBライフスキル教育研究会東海支部企画）

コーディネーター 近森けいこ（名古屋学芸大学准教授）

講 師 高柳幸司（愛知県私立学校歯科医会理事）

近森けいこ（名古屋学芸大学准教授）

田中清子（名古屋市子ども適応相談センター相談員）

横山美智江（一宮市立尾西第三中学校養護教諭）

湯之上志保（公益財団法人ライオン歯科衛生研究所チーフ歯科衛生士）

武井典子（公益財団法人ライオン歯科衛生研究所副主席）

渡辺千津子（常葉学園浜松大学非常勤講師）

＊ ワークショップへの参加については事前申込みが必要です（各コースとも定員４０名）．

ワークショップへの参加を希望される方は，氏名，職種，勤務先の名称，住所，電話番号，Ｅメールアドレ

ス，希望されるワークショップ名を書いて，hishidawellbeing@yahoo.co.jpへお申し込みください．なお，

メールの件名の欄には「第５９回日本学校保健学会ワークショップ参加希望」と入力ください．定員になり次第，
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受付は終了いたします．

【一般口演】 １４：００～１６：００

【懇親会】 １８：００～２０：００ 神戸国際会議場３階レセプションホール

１１月１１日（日）

（午前）

【学会共同研究発表】 １０：３０～１１：００

「ピアサポート活動による定時制高校生の精神的健康の改善に関する研究」

演 者 岡田倫代（香川県立観音寺第一高等学校教諭）

座 長 宮下和久（和歌山県立医科大学教授）

【日本学校保健学会 学会賞受賞講演】 １１：００～１１：３０

「いじめの影響とレジリエンシー，ソーシャル・サポート，ライフスキルとの関係」

演 者 菱田一哉（神戸大学人間発達環境学研究科博士課程後期課程）

座 長 森岡郁晴（和歌山県立医科大学教授）

【�日本学校保健会研修会】 ９：３０～１２：００

「メディアリテラシーと子どもの健康」

演 者 川畑徹朗（神戸大学大学院教授）

鬼頭英明（兵庫教育大学大学院教授）

千須和直美（大阪市立大学特任助教）

西岡伸紀（兵庫教育大学大学院教授）

吉田 聡（大津市立膳所小学校教頭）

【一般口演】 ９：３０～１１：４５，１３：００～１６：１５

【ポスター発表】 ９：３０～１１：３０，１３：００～１５：００

【自由集会２】 １１：４５～１２：４５

「養護教諭養成モデル・コア・カリキュラムに基づく『養護に関する科目』の検討」

主 催 日本教育大学協会全国養護部門研究委員会

【企業展示】 ９：００～１６：３０

【ランチョンセミナー３】 １１：４５～１２：４５

「学校管理下における熱中症の実態と対策」

演 者 中井誠一（京都女子大学教授）

座 長 平川和文（神戸大学大学院教授）

協 賛：大塚製薬株式会社

【ランチョンセミナー４】 １１：４５～１２：４５

「２０１２年麻しん排除を目指して～達成のカギを握る養護教諭の保健教育～」

演 者 多屋馨子（国立感染症研究所感染症情報センター第三室長）

座 長 岡部信彦（川崎市衛生研究所所長）

協 賛：一般社団法人 日本ワクチン産業協会

＊ ランチョンセミナーへの参加については事前申込みが必要です（各コースとも定員１５０名）．

それぞれのセミナーでは，無料でお弁当を用意しております．

ランチョンセミナーへの参加を希望される方は，氏名，職種，勤務先の名称，住所，電話番号，Ｅメールア
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ドレス，希望されるセミナーの番号（１～４）を書いて，jash５９jimukyoku@yahoo.co.jpへお申し込みくださ

い．メールの件名の欄には「第５９回日本学校保健学会ランチョンセミナー参加希望」と入力ください．定員に

なり次第，受付は終了致します．なお，２日間ともご参加いただくことができますが，１日に二つのセミナー

へはお申込みいただけません．

（午後）

【シンポジウム１】 １４：００～１６：３０

「いじめ防止対策―一次予防に焦点を当てて―」（年次学会特別企画）

コーディネーター 川畑徹朗（神戸大学大学院教授）

シンポジスト

� 「新潟県村上市朝日地区におけるいじめ防止の取組」（仮）

工藤ひとし（新発田市立本丸中学校校長）

� 「いじめの保護要因としてのライフスキルおよびソーシャル・サポート―一次予防プログラムの

提言―」（仮）

菱田一哉（神戸大学人間発達環境学研究科博士課程後期課程・

平成２３年度日本学校保健学会学会賞受賞者）

� 「開発的・予防的生徒指導としてのライフスキル教育」（仮）

山下雅道（姫路市教育委員会事務局学校教育部・管理指導主事）

【シンポジウム２】 １４：００～１６：３０

「震災と学校保健」（学術委員会企画）

コーディネーター 友定保博（山口大学教授）

朝倉隆司（東京学芸大学教授）

シンポジスト

� 「東日本大震災と学校保健（安全）の課題と対策」

渡邊正樹（東京学芸大学教授）

� 「大災害が子供の心身に及ぼす影響と今後の課題」

我妻則明（岩手大学教授）

� 「阪神淡路大震災から生かされた教訓，残された課題」

藤岡達也（上越教育大学教授）

【ワークショップ３】 １３：００～１５：３０

「食教育」（JKYBライフスキル教育研究会近畿支部企画）

コーディネーター 春木 敏（大阪市立大学大学院教授）

講 師 村上元良（綾部市立中筋小学校教頭）

山本信子（大阪青山大学准教授）

宇佐見美佳（羽衣国際大学講師）

【ワークショップ４】 １３：００～１５：３０

「ライフスキル教育」（JKYBライフスキル教育研究会中国・四国支部企画）

コーディネーター 池田真理子（福山市立野々浜小学校校長）

講 師 藤本俊美（府中市立府中明郷小学校教諭）

村上啓二（福山市立誠之中学校主幹教諭）

戸野 香（広島県立三原高等学校養護教諭）

＊ ワークショップへの参加については事前申込みが必要です（各コースとも定員４０名）．

ワークショップへの参加を希望される方は，氏名，職種，勤務先の名称，住所，電話番号，Ｅメールアドレ

ス，希望されるワークショップ名を書いて，hishidawellbeing@yahoo.co.jpへお申し込みください．なお，

メールの件名の欄には「第５９回日本学校保健学会ワークショップ参加希望」と入力ください．定員になり次第，

受付は終了いたします．
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８．一般発表（口演，ポスター）の方法

１）一般演題（口演）発表の方へ

�発表時間

発表時間は１０分，討論は５分（計１５分）です．９分で１鈴，１０分で２鈴，討論終了時（１５分）で３鈴を

鳴らして合図をいたしますので，時間を厳守してください．

�発表者受付

発表者は，発表時間の３０分前までに必ず各会場の発表者受付で受付を済ませてください．当日配付資料

のある方は，発表者受付で担当者にお渡しください．

�次演者席

発表会場では，次演者席を用意しております．発表の１演題前になりましたら，次演者席にご着席くだ

さい．

�パワーポイント

パワーポイントを利用される方は，必ず事前に学会事務局まで送付願います（１０月２１日（日）を締め切り

とさせていただきます）．その際，以下の注意事項をお守りください．

● 学会で使用するパワーポイントのバージョンは，Windows用「Power Point２０１０」もしくはMac用

「Power Point２００８」です．それ以外のバージョンで作成されたファイルは，スライドの印象が変わる

ことがあるため，事前にご確認ください．なお，Macの使用は演題登録の際にお申し出があった方に限

らせていただきます．

● 原則として，スライド枚数は１０枚前後でお願いします．なお動画の使用はご遠慮ください．また，パ

ソコンの操作は発表者自身で行っていただきますのでご了承ください．

● データのファイル名は，「演題番号＿発表者氏名」としてください．「演題番号」はＯ（アルファベッ

ト）で始まる，プログラムに記載された番号です（受付番号ではありませんのでご注意ください）．

● データは原則として，Ｅメールの添付でお送りください．ただし，８MB（メガバイト）以上のファ

イルはサーバーが受信を拒否しますので，８MB未満であることを確認してから送信してください．そ

の際，確認のために，作成したパソコンの種類（WindowsかMacか），Power Pointのバージョンをお

知らせください（例：Windows Power Point２００３）．

送り先：jash５９＠convention.co.jp

● Ｅメールの場合，必ず受け取りの返信をいたしますので，もし返信がない場合は事務局までご一報く

ださい（ただし，すぐ返信できる体制ではありませんので，最大１週間程度お待ちください）．

● 発表当日は念のため，USBメモリー等で各自のデータをお持ちください．

● お預かりしたデータは，事務局が責任をもって学会終了後すみやかに消去（廃棄）させていただきます．

２）一般演題（ポスター）発表の方へ

�発表会場

神戸国際会議場３階レセプションホール

�ポスター作成要領

パネルは，縦１８０cm×横１２０cmの用紙が貼り付け可能なものを用意しております．P１０またはP１１で始ま

る「演題番号」が，あらかじめパネルの左上に表示してありますので，これを隠さないような形で，「演

題名」「発表者氏名（所属）」を含めて記載したポスターをご用意ください．
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※掲示用のテープは学会事務局で用意いたします．

�掲示時間

１１月１０日（土）は９：３０～１１：３０，１１月１１日（日）は９：３０～１１：３０，１３：００～１５：００が掲示時間です．ポ

スターの貼付は，午前のセッションは９：３０から，午後のセッションは１３：００からできます．掲示時間内

に午前と午後に分けて討論を行います（下記参照）．

�討論時間

ポスター会場では，座長制はとっておりません．ただし，１１月１０日（土）は１１：００～１１：３０，１１日（日）は

１１：００～１１：３０，１４：３０～１５：００にそれぞれ討論の時間を設定しております．必ず，この時間にポスター

の前で待機し，参加者の質問にお答えください．

�撤去

ポスターは，討論終了後ただちに撤去をお願いします．

９．事前参加申込および学会参加費

１）事前参加申込（８月３１日まで）

・原則として，年次学会ホームページからの受付となります．

第５９回日本学校保健学会 http:／／www.jash５９.net

（日本学校保健学会ホームページからもアクセスできます）

・参加費は同封の払込取扱票，または郵便局の払込取扱票（青い用紙）で振込をお願いします．参加費の振

込をもって参加申込とさせていただきます．お振込いただいた方には「参加登録証」を郵送させていただ

きます．学会当日の受付がスムーズになりますので，事前登録・参加申込をご利用ください，

【振込先】

（郵便振替）

加入者名：第５９回日本学校保健学会 口座記号番号：００９１０―３―３２２６７４

＊同封の用紙以外で振り込まれる方は，通信欄に必ず振込金額の内訳をお書きください．

２）学会参加費

【８月３１日までの早期申込】

事前に講演集送付をご希望の方は送料５００円を加えて申し込んでください．

� 一般（会員，非会員） ９，０００円（講演集代込）

� 学生（学部生，大学院生） ５，０００円（講演集代込）
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【９月１日以降の申込】

� 一般（会員，非会員） １０，０００円（講演集代込）

� 学生（学部生，大学院生） ６，０００円（講演集代込）

＊ ��の場合は，事前に「参加登録証」を郵送しますので，必ず学会当日にお持ちください．

＊ 学生参加の方は，確認のために学生証もしくはそのコピーを学会当日に学会総合受付でご提示ください．

３）懇親会費（１１月１０日（土）開催）

一般（会員，非会員） ６，０００円

学生（学部生，大学院生） ５，０００円

４）講演集代のみ

・事前送付をご希望の場合は，１冊３，５００円（送料込み）で必要部数をご記入の上，送金してください．事

前送付は，８月３１日までの申込とさせていただきます．

・学会当日は，１冊３，０００円で販売いたします．数に限りがございますのでご注意ください．

５）昼食

・会場付近にはレストランがありますのでご利用ください．また，１１月１０日（土），１１日（日）ともに，昼食時

にランチョンセミナーを開催する予定です．

１０．宿泊，交通

年次学会ではお取り扱いいたしません．

１１．託児サービス

学会場に隣接するポートピアホテル内の託児施設「ファンタジックアリス」がご利用いただけます．以下のホー

ムページをご参照のうえ，各自でお申し込みください．枠に限りがございますので，ご利用される場合は，お早め

のご予約をお勧めいたします．

http:／／www.twb.co.jp／portpia.html

なお，当学会では，基本料金（２時間）の４，７２５円を負担いたします（１日につき１回）．利用される方は，予約

内容を必ず事前に下記アドレスへお知らせください（１０月２１日（日）を締め切りとさせていただきます）．

jash５９jimukyoku@yahoo.co.jp

また，ご利用になられました際には，利用当日の領収書を学会総合受付までご持参ください．上記の予約内容を

確認の上，学会負担分を現金にてお支払いいたします．

１２．年次学会事務局

〒６５７―８５０１ 神戸市灘区鶴甲３―１１ 神戸大学大学院人間発達環境学研究科健康発達論コース内

第５９回日本学校保健学会事務局（事務局長 辻本 悟史）

（お問い合わせは，下記の運営事務局にお願いします．）

１３．年次学会運営事務局

〒６５０―００４６ 神戸市中央区港島中町６―９―１

神戸国際交流会館６階 日本コンベンションサービス�内 榊原 理恵

第５９回日本学校保健学会 運営事務局

E-mail：jash５９＠convention.co.jp

TEL：０７８―３０３―１１０１ FAX：０７８―３０３―３７６０

（お問い合わせはできるだけＥメールでお願いします）

１４．年次学会ホームページ

http:／／www.jash５９.net

最新の情報はホームページでご確認ください．

（日本学校保健学会ホームページからもアクセスできます）
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会 報

原稿の種類 内 容

１．総 説

Review

２．原 著

Original Article

３．研究報告

Research Report

４．実践報告

Practical Report

５．資料

Research Note

６．会員の声

Letter to the Editor

７．その他

Others

学校保健に関する研究の総括，解説，提

言等

学校保健に関する独創性に富む研究論文

学校保健に関する研究論文

学校保健の実践活動をまとめた研究論文

学校保健に関する貴重な資料

学会誌，論文に対する意見など（８００字

以内）

学会が会員に知らせるべき記事，学校保

健に関する書評，論文の紹介等

機関誌「学校保健研究」投稿規定（平成２４年４月１日改正）

１．本誌への投稿者（共著者を含む）は，日本学校保健

学会会員に限る．

２．本誌の領域は，学校保健およびその関連領域とする．

３．原稿は，未発表のものに限る．なお，印刷中もしく

は投稿中の原稿の投稿も認めない．

４．投稿に際して，所定のチェックリストを用いて投稿

原稿に関するチェックを行い，投稿者の記名・捺印の

上，原稿とともに送付する．

５．本誌に掲載された原稿の著作権は，日本学校保健学

会に帰属する．

６．原稿は，日本学校保健学会倫理綱領を遵守する．

７．本誌に掲載する原稿の種類と内容は，次のように区

分する．

「総説」，「原著」，「研究報告」，「実践報告」，「資料」，

「会員の声」以外の原稿は，原則として編集委員会の

企画により執筆依頼した原稿とする．

８．投稿された原稿は，査読の後，編集委員会において，

掲載の可否，掲載順位，種類の区分を決定する．

９．原稿は，「原稿の様式」にしたがって書くこと．

１０．原稿の締切日は特に設定せず，随時投稿を受付ける．

１１．原稿は，正（オリジナル）１部のほかに副（コピー）

２部を添付して投稿すること．

１２．投稿の際には，査読のための費用として５，０００円を

郵便振替口座００１８０―２―７１９２９（日本学校保健学会）に

納入し，郵便局の受領証のコピーを原稿とともに同封

する．

１３．原稿は，下記あてに書留郵便で送付する．

〒１１２―０００２ 東京都文京区小石川１―３―７

勝美印刷株式会社 内「学校保健研究」編集事務局

TEL：０３―３８１２―５２２３ FAX：０３―３８１６―１５６１

その際，投稿者の住所，氏名を書いた返信用封筒

（角２）を３枚同封すること．

１４．同一著者，同一テーマでの投稿は，先行する原稿が

受理されるまでは受付けない．

１５．掲載料は，刷り上り８頁以内は学会負担，超過頁分

は著者負担（１頁当たり１３，０００円）とする．

１６．「至急掲載」希望の場合は，投稿時にその旨を記す

こと．「至急掲載」原稿は，査読終了まで通常原稿と

同一に扱うが，査読終了後，至急掲載料（５０，０００円）

を振り込みの後，原則として４ヶ月以内に掲載する．

「至急掲載」の場合，掲載料は，全額著者負担となる．

１７．著者校正は，１回とする．

１８．審査過程で返却された原稿が，特別な事情なくして

学会発送日より３ヶ月以上返却されないときは，投稿

を取り下げたものとして処理する．

１９．原稿受理日は，編集委員会が審査の終了を確認した

年月日をもってする．

原稿の様式

１．原稿は，和文または英文とする．和文原稿は，原則

としてMSワードまたは一太郎を用い，Ａ４用紙４０字

×３５行（１，４００字）横書きとする．ただし査読を終了

した最終原稿は，CD，フロッピーディスク等をつけ

て提出する．

２．文章は，新仮名づかい，ひら仮名使用とし，句読点，

カッコ（「，『，（，［など）は１字分とする．

３．英語は，１字分に半角２文字を収める．

４．数字は，すべて算用数字とし，１字分に半角２文字

を収める．

５．図表，写真などは，直ちに印刷できるかたちで別紙

に作成し，挿入箇所を原稿中に指定する．

なお，印刷，製版に不適当と認められる図表は，書

替えまたは削除を求めることがある．（専門業者に製

作を依頼したものの必要経費は，著者負担とする）

６．和文原稿には，４００語以内の英文抄録と日本語訳を

つける．ただし原著，研究報告以外の論文については，

これを省略することができる．英文原稿には，１，５００

字以内の和文抄録をつける．また，すべての原稿に

は，５つ以内のキーワード（和文と英文）を添える．

これらのない原稿は受付けない．

英文抄録および英文原稿については，英語に関して

十分な知識を持つ専門家の校正を受けてから投稿する．

７．研究の内容が倫理的配慮を必要とする場合は，研究

方法の項目の中に倫理的配慮をどのように行ったかを

記載する．

８．正（オリジナル）原稿の表紙には，表題，著者名，

所属機関名，代表者の連絡先（以上和英両文），原稿

枚数，表および図の数，希望する原稿の種類，別刷必

要部数を記す（別刷に関する費用は，すべて著者負担

とする）．副（コピー）原稿の表紙には，表題，キー

ワード（以上和英両文）のみとする．
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９．文献は，引用順に番号をつけて最後に一括し，下記

の形式で記す．本文中にも，「…知られている１）．」ま

たは，「…２）４），…１－５）」のように文献番号をつける．著

者もしくは編集・監修者が４名以上の場合は，最初の

３名を記し，あとは「ほか」（英文ではet al.）とする．

［定期刊行物］ 著者名：表題．雑誌名 巻：頁―頁，発

行年

［単行本］ 著者名（分担執筆者名）：論文名．（編集・監

修者名）．書名，引用頁―頁，発行所，発行地，

発行年

―記載例―

［定期刊行物］

１）�石昌弘：日本学校保健学会５０年の歩みと将来への

期待―運営組織と活動の視点から―．学校保健研究

４６：５―９，２００４

２）川畑徹朗，西岡伸紀，石川哲也ほか：青少年のセル

フエスティームと喫煙，飲酒，薬物乱用行動との関係．

学校保健研究 ４６：６１２―６２７，２００５

３）Hahn EJ, Rayens MK, Rasnake R et al.: School to-

bacco policies in a tobacco-growing state. J Sch

Health７５:２１９―２２５,２００５

［単行本］

４）鎌田尚子：学校保健を推進するしくみ．（�石昌弘，

出井美智子編）．学校保健マニュアル（改訂７版），１４１―

１５３，南山堂，東京，２００８

５）Hedin D, Conrad D: The impact of experiential

education on youth development. In: Kendall JC and

Associates, eds. Combining Service and Learning: A

Resource Book for Community and Public Service.

Vol１,１１９―１２９, National Society for Internships and

Experiential Education, Raleigh, NC,１９９０

［インターネット］

６）American Heart Association: Response to cardiac

arrest and selected life-threatening medical emer-

gencies: the medical emergency response plan for

schools. ２００４. Available at: http:／／circ.ahajournals.

org／cgi／reprint／０１.CIR. ００００１０９４８６. ４５５４５. ADv１.

pdf. Accessed April６,２００４
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投稿時チェックリスト（平成２４年４月１日改正）

以下の項目についてチェックし，記名・捺印の上，原稿とともに送付して下さい．

□ 著者（共著者を含む）は全て日本学校保健学会会員か．

□ 投稿に当たって，共著者全員の承諾を得たか．

□ 本論文は，他の雑誌に掲載されたり，印刷中もしくは投稿中の論文であったりしないか．

□ 同一著者，同一テーマでの論文を「学校保健研究」に投稿中ではないか．

□ 原著もしくは研究報告として投稿する和文原稿には４００語以内の英文抄録と日本語訳を，英文原稿には１，５００字以

内の和文抄録をつけたか．

□ 英文抄録および英文原稿について，英語に関して十分な知識を持つ専門家の校正を受けたか．

□ キーワード（和文と英文，それぞれ５つ以内）を添えたか．

□ 研究の内容が倫理的配慮を必要とする場合は，研究方法の項目の中に倫理的配慮をどのように行ったのかを記載

したか．

□ 文献の引用の仕方は正しいか（投稿規定の「原稿の様式」に沿っているか）

□ 本文にはページを入れたか．

□ 図表，写真などは，直ちに印刷できるかたちで別紙に作成したか．

□ 図表，写真などの挿入箇所を原稿中に指定したか．

□ 本文，表および図の枚数を確認したか．

□ 原稿は，正（オリジナル）１部と副（コピー）２部があるか．

□ 正（オリジナル）原稿の表紙には，次の項目が記載されているか．

□ 表題（和文と英文）

□ 著者名（和文と英文）

□ 所属機関名（和文と英文）

□ 代表者の連絡先（和文と英文）

□ 原稿枚数

□ 表および図の数

□ 希望する原稿の種類

□ 別刷必要部数

□ 副（コピー）原稿２部のそれぞれの表紙には，表題，キーワード（以上和英両文）のみが記載されているか（そ

の他の項目等は記載しない）．

□ 表題（和文と英文）

□ キーワード（和文と英文）

□ ５，０００円を納入し，郵便局の受領証のコピーを同封したか．

□ 投稿者の住所，氏名を書いた返信用封筒（角２）を３枚同封したか．

上記の点につきまして，すべて確認しました．

年 月 日

氏名： 印
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〈参 考〉

日本学校保健学会倫理綱領
制定 平成１５年１１月２日

日本学校保健学会は，日本学校保健学会会則第２条の規定に基づき，本倫理綱領を定める．

前 文

日本学校保健学会会員は，教育，研究及び地域活動によって得られた成果を人々の心身の健康及び社会の健全化の

ために用いるよう努め，社会的責任を自覚し，以下の綱領を遵守する．

（責任）

第１条 会員は，学校保健に関する教育，研究及び地域活動に責任を持つ．

（同意）

第２条 会員は，学校保健に関する教育，研究及び地域活動に際して，対象者又は関係者の同意を得た上で行う．

（守秘義務）

第３条 会員は，学校保健に関する教育，研究及び地域活動において，知り得た個人及び団体のプライバシーを守秘

する．

（倫理の遵守）

第４条 会員は，本倫理綱領を遵守する．

２ 会員は，原則としてヒトを対象とする医学研究の倫理的原則（ヘルシンキ宣言）を遵守する．

３ 会員は，原則として疫学研究に関する倫理指針（平成１４年文部科学省・厚生労働省）を遵守する．

４ 会員は，原則として子どもの権利条約を遵守する．

５ 会員は，その他，人権に関わる宣言を尊重する．

（改廃手続）

第５条 本綱領の改廃は，理事会が行う．

附 則 この倫理綱領は，平成１５年１１月２日から施行する．
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会 報 「学校保健研究」投稿論文査読要領
日本学校保健学会 機関誌編集委員会

平成２１年２月１５日

１．日本学校保健学会会員（以下投稿者と略す）より論説，原著，報告，実践報告または資料として論文の審査依頼がなされ

た場合（以下，投稿論文と略す），編集委員長は，編集委員会または編集小委員会（以下，委員会と略す）の議を経て担当

編集委員を決定する．ただし，委員会が１０日以内に開催されない場合は，編集委員長は委員会の議を経ないで担当編集委員

を決定することができる．この場合，編集委員長は，担当編集委員名を編集委員会に報告する．

２．担当編集委員は，評議員の中から投稿論文査読者（以下査読者と略す）２名を推薦し，委員会においてこれを決定する．

ただし，当該投稿論文領域に適切な評議員がいない場合は，その他の会員または非会員をこれに充てることができる．

３．査読者による査読期間は，１回目の査読期間を２１日間，２回目以降を１４日間とする．

４．編集委員長は，査読者に対し下記の書類を送付し，査読を依頼する．

� 著者名や所属をすべて削除した論文のコピー

� 投稿論文査読依頼用紙

� 審査結果記入用紙（別紙を含む）

� 返送用封筒

� 論文受領確認用のFAX用紙

５．査読期間が守られない場合，編集委員長は，査読者に早急に査読するよう要求する．

６．審査結果記入用紙は，別紙（査読者からの審査結果記載部分）のみをコピーし，これを投稿者に送付する．

７．第１回目の査読の結果において，２名の査読者の判断が大きく異なる場合は，担当編集委員の意見を添えて投稿者へ返却

する．なお，論文の採否や原稿の種類の最終判断は，編集委員長が行う．

８．投稿者による投稿論文の内容の訂正・追加のための所要期間は，１か月を目途とする．

９．投稿者による投稿論文の内容の訂正・追加のために１か月以上要する場合は，投稿者から編集委員長に連絡するように依

頼する．

１０．投稿者からの訂正・追加原稿には，「査読者への投稿者の回答」及び訂正・追加前の投稿論文コピーを必ず添えるよう指

示する．

１１．第２回目の査読の結果，２名の査読者の結果が異なる場合は，担当編集委員の判断により調整するとともに委員会で審議

する．

１２．編集委員長は，委員会の審議の結果を尊重して最終判断を行う．

１３．その他，査読に当たっての留意点

� 論文の目的・方法・結論が科学的であり，かつ論理的に一貫しているかどうかを判断することが，査読の主たる目的で

ある．したがって，査読者の見解と異なる場合は，別途学会の公開の場において討論する形をとることとし，それを理由

に採否の基準にしてはならない．

� 問題点は，第１回目の査読で全て指摘することとし，第１回目に指摘しなかった問題点は第２回目以降には，指摘して

はならない．

� 第２回目以降に新たに問題点が発見された場合は，その旨を編集委員長に報告し，判断を受ける．その場合，編集委員

長は，委員会に報告する．

� 新しく調査や実験を追加しなければ意味がない投稿論文は不採用とし，採用できない理由を付す．

� 査読者のいずれか１名が，不採用とした場合，編集委員会の判断により，第３査読者に査読を依頼することができる．

その際，不採用とした査読者の査読は，その時点で終了する．
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会 報 「日本学校保健学会東日本大震災に関する特別研究」の
募集の公募延長（８月末締切）について

日本学校保健学会理事長 佐藤 �造
学術委員会委員長 宮下 和久

日本学校保健学会では，学会活性化の一つの施策として，研究費の補助をしています．今回，東日本大震災に関連

して学術面から支援する目的で「特別研究」の事業を企画しました．

応募に際しては，学会ホームページおよび，以下の規定を周知のうえ必要事項を記載した「日本学校保健学会特別

研究申請書」を学会理事長宛に平成２４年８月３１日（消印有効）までに送付してください．

【応募の方法】

申請書に必要事項を記入し，期限までに，下記の送付先へ郵送すること．

送付先 〒４７０―０１９５ 愛知県日進市岩崎町阿良地１２

愛知学院大学心身科学部 佐藤�造理事長

【応募の資格】

応募は本学会の会員に限る．共同研究者も同様でなければならない．

また，同一会員が複数の課題の研究代表者および共同研究者になることはできない．

【研究費と研究期間】

研究課題は３題程度，研究費は１件につき１年間に２０万円程度とする．

研究の期間は２年間とし，平成２４年１０月から開始し，平成２６年９月末までとする．期間の延長は認めない．採択

された研究費の交付は平成２４年１０月をめどに行う．

【研究成果の報告】

研究費の交付を受けた場合は，研究補助期間終了後１年以内に研究成果の報告を本学会誌に投稿しなければなら

ない．また，その報告には本学会より研究補助を受けた旨を明記することとする．

【研究課題の選考】

下記の二つの研究課題から３題程度とする．

� 日本における防災管理と防災教育の実態と課題

� 災害が子どもの心身へ与える影響と課題（福島原発問題を含む）

なお，特別研究のねらい，期待される成果，学会内外の貢献等の詳細は学会ホームページを参照すること．

その採択は，一定の基準のもとに公平を期して２段階の審査（学術委員会での選考および理事会での承認）を経

て最終決定する．決定次第その可否を研究代表者へ文書で通知する．

「日本学校保健学会東日本大震災に関する特別研究」申請書への記載事項

研究課題：

研究代表者：

氏 名

所属機関，職名，所属機関の所在地，電話・FAX番号，メールアドレス

自宅住所，電話・FAX番号

略 歴

研究の計画と内容：

【研究目的】，【期待される成果】，【学会内外への貢献】の三つの観点を柱に，８００字程度にまとめること．

研究組織（代表者および研究分担者）：

氏名，所属機関，職名，役割分担（具体的な分担事項），最近３年間の本学会における活動状況（「学校保健研究」

や「School Health」への投稿，学会における発表など）

なお，この申請書はワープロまたはタイプで作成し，Ａ４サイズ用紙，２枚以内にまとめてください．
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地方の活動

地方の活動

第６９回北陸学校保健学会の開催と演題募集のご案内
北陸学校保健学会 会長 中川 秀昭

（金沢医科大学教授）

下記の要領にて，第６９回北陸学校保健学会を開催致しますので，多数ご参加ください．

１．期 日：平成２４年１０月２７日（土） 午前９時から午後４時（予定）

会 場：金沢大学 人間社会学研究域（〒９２０―１１９２ 石川県金沢市角間町）

２．日 程：

午前 一般口演

午後 総会

特別講演：（仮）学校で予防すべき感染症と，その対応の考え方

講 師：安保 徹 先生（新潟大学大学院医歯学総合研究科）

３．申込方法

一般口演

� 演題申込 平成２４年８月３１日（金）までに，演題名を添えて葉書もしくはFax，E-mailにて下記までお申込ください．

� 口演時間 発表１０分，質疑応答５分（予定）

� 抄録原稿 演題のお申し込みがあれば，直ちに，講演原稿作成の手引きをお送りいたします．

� 原稿〆切 平成２４年９月２８日（金）消印有効

４．演題申込および問い合わせ先

〒９２０―１１９２ 金沢市角間町 金沢大学人間社会学域 北陸学校保健学会事務局（河田）

Tel：０７６―２６４―５６０７ Fax：０７６―２６４―５６０７

E-mail：kawata.h@staff.kanazawa-u.ac.jp（河田宛）

平成２４年度第６０回九州学校保健学会のお知らせ

期 日 平成２４年８月１９日（日） 午前９時３０分受付開始

会 場 九州大学医学部 百年記念講堂

会 長 竹下研三 NPO子ども相談センター

当日会員会費，入場料等は無料

内 容 一般演題

会長講演 「学習障害LDにきづいてほしい

―治療教育が成功する唯一の発達障害である―」

シンポジウム テーマ「学校給食はいま」

司会 竹下研三先生（NPO子ども相談センター）

徳井教孝先生（産業医科大学健康予防食科学研究室教授）

シンポジスト

徳井教孝先生（産業医科大学健康予防食科学研究室教授）

三成由美先生（中村栄養大学栄養学科教授）他

お問い合わせ先

熊本県玉名市冨尾８８８ 九州看護福祉大学（照屋博行）

電話＆FAX：０９６８―７５―１９２９
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お知らせ 日本セーフティプロモーション学会

第６回学術大会のご案内

テーマ：事故や災害からのメッセージ―何を学び，どのように活かすか―

現在，多岐にわたる安全課題に対して，科学的根拠を踏まえた対策が求められています．各課題や実践に関する科

学的根拠の形成は必要ですが，一方で，科学的根拠が不十分である課題に対しても，対応が迫られています．大会で

は，科学的根拠の意義や形成の方法，科学的根拠の活用，科学的根拠が不十分な場合の対策について，日常的な傷害，

犯罪被害，暴力，自然災害などの課題，身近な具体策からイン

ターナショナル・セーフスクール，安全にかかわる政策などの

様々なレベルの対策を取り上げ，講演，シンポジウム，一般口演

などを通して考えたいと思います．

日 時：２０１３（平成２５）年３月８日（金）・９日（土）

場 所：国立大学法人兵庫教育大学 神戸サテライト

（神戸市中央区東川崎町１丁目５―７

神戸情報文化ビル３階）

JR神戸駅より徒歩８分，阪急・阪神高速神戸駅より

徒歩１３分

主 催：日本セーフティプロモーション学会

大会長：兵庫教育大学大学院学校教育研究科 教授 西岡伸紀

問い合わせ先：

�学術大会：西岡伸紀（nobnishi@hyogo-u.ac.jp，電話（FAX）：０７９５―４４―２１７８）

鬼頭英明（電話（FAX）：０７９５―４４―２１８０）

�日本セーフティプロモーション学会事務局：日本セーフティプロモーション学会 検索

京都府立医科大学医学部看護学科 木村みさか（misaka@cmt.kpu-m.ac.jp，電話（FAX）：０７５―２１２―５４３９）
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編 集 後 記

学校保健研究は，発育発達期にある子どもたちの健康
管理に関する理論や方法論について，日々の生活全般を
通して考察し，教育実践を経て汎用性の高い健康教育の
方法論を確立し，学校教育の場に普及することを目的の
一つとすると考えます．本号掲載の論文テーマをみます
と，対人葛藤場面での社会的スキル，高校生の学校連結
性と飲酒・喫煙行動の関連，大学生の違法薬物に対する
意識，中学生の医薬品使用行動，手洗い行動…と多様な
領域に渉るキーワードがみられ，発育発達段階をつなぐ
健康教育の領域の広さを再認識します．子どもたちが，
健康管理の基礎基本を体得することの意義が高いことは
言うまでもありません．

国の健康増進対策を見ますと新世紀にはいり，目標指
向型健康増進施策“健康日本２１”を掲げ，環境支援を視
野にいれつつ，行動科学理論を用いた健康教育を展開す
るヘルスプロモーションを進めています．しかしながら，
少子高齢社会のわが国における健康課題は多様であり，

社会経済状況も併せ複雑さを増すばかりです．発育発達
段階にある子どもたち一人ひとりが，生涯における健康
管理スキルを習得できる支援は欠かせないものです．な
かでも栄養教育は，さまざまな食品開発，メディア攻勢
という社会環境の中にあり，食育基本法の加勢を得ても
なお，多様化する人々の食行動に対処することの困難に
直面しています．

本号巻頭言に，足立己幸氏は，食育と学校保健との融
合・連携への期待を述べられています．本年４月からの
連載“学校保健の研究力を高める”に学び，研鑽し，教
諭，栄養教諭，養護教諭のみなさまが，学校保健研究誌
上で食育についてディスカッションできるよう，１報で
も多くの食育研究論文が投稿されますよう力を合わせて
いきたいものです．どうぞ，会員のみなさまの暖かいご
支援をいただきますようお願いいたします．

（春木 敏）
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